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Ⅰ．自動車特定整備事業の業務について

１．自動車特定整備事業に係る最近の主な改正点について

　令和２年４月より改正道路運送車両法（令和元年法律第14号）が施行され、自動車の「分解整備」
の範囲を拡大して「電子制御装置整備」が加わり、「自動車分解整備事業」が「自動車特定整備事業」
と改められました。

（１）特定整備の定義「分解整備」

（リーフスプリング脱着等）

（ロアアーム脱着等）

（ブレーキパッドなどの交換等）

（ドライブシャフトの脱着等）

（エンジン脱着等） （タイロットエンド脱着等）

（カプラ、キングピンの脱着等）
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（２）特定整備の定義「電子制御装置整備」

※　電子制御装置整備の対象車両は、国土交通省ホームページよりご確認ください。

参照 HP（https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr9_Target_vehicle.html）

（衝突被害軽減ブレーキ用センサーなどが
装着されているグリル・バンパーの脱着等）

（衝突被害軽減ブレーキ用センサーなどが
装着されているフロントガラスの脱着等）

電子制御装置等に関する例

リンク用QRコード
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（３）OBD点検
　令和３年10月より改正「自動車点検基準」（昭和26年運輸省令第70号）が施行され、大型特殊自
動車、被牽引自動車、二輪自動車以外の自動車を対象とする「車載式故障診断装置（OBD）の診
断の結果」の点検項目が１年ごとに点検を実施するものとして追加されました。
点検項目

・点検整備記録簿　別表３（12カ月点検）
・点検整備記録簿　別表５（12カ月点検）
・点検整備記録簿　別表６（１年点検及び２年点検）
　上記記録簿に「車載式故障診断装置（OBD）の診断の結果」の項目追加

点検の基準
・対象となる車両：大型特殊自動車、被牽引自動車、二輪自動車以外の自動車
・点検時期：１年ごと
・OBD 点検対象装置：�原動機、制動装置、ABS、エアバッグ（かじ取り装置並びに車枠及び車体

に備えるものに限る。）、衝突被害軽減制動装置、自動命令型操舵機能及び
自動運行装置に限定

点検の実施方法
【スキャンツールを用いる場合】

　スキャンツールの接続部を車載式故障診断装置と接続し、診断の結果を読み取ることにより
点検実施

【識別表示を用いる場合】
　自動車のイグニッション電源をオンにした状態で OBD 診断の対象となる識別表示が点灯す
ることを確認した後、原動機を始動させ、OBD 診断の対象となる識別表示が点灯又は点滅し
続けないかを目視により点検実施（OBD 診断の対象となる識別表示は道路運送車両の保安基
準に適合しないおそれがあるものとして警報するものに限る。）ただし、自動車メーカー等の
作成するユーザーマニュアル等により点検を行うこととされている場合には、その方法により
点検実施
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識別表示の参考
　自動車メーカーごとに異なる警告灯例
　（衝突被害軽減制動制御装置（※１）、自動命令型操舵機能（※２））

 

（※2）

（※2）

（※1）

（※1）

【整備の実施方法】
　点検の対象となる警告灯が点灯又は点滅し続けている場合は、スキャンツール等を使用してその
原因となる故障箇所を特定し、少なくとも整備作業が適切に完了しなくなるおそれがある作業につ
いては、自動車メーカー等の作製する整備要領書に基づいて整備を行う。
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（４）定期点検の項目及び点検方法の一部改正
　令和５年３月に「自動車点検基準」（昭和26年運輸省令第70号）の一部改正が行われ、令和５年
７月より施行されて自動車の定期点検項目のうち「点火時期」及び「ディストリビュータ１のキャッ
プの状態」について点検を行わなくてもよいこととされました（ただし、ディストリビュータを有
する自動車及び二輪自動車については、今後も点検が必要）。
　また、「自動車の点検及び整備に関する手引」（平成19年国土交通省告示第317号）の一部改正に
より、以下の５つの定期点検項目について、目視等により直接確認する従来の点検方法だけでなく、
OBD（車載式故障診断装置）を活用した点検方法も認めることとされました。

                        
令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 
自 動 車 局 整 備 課 

自自動動車車のの高高度度化化にに対対応応ししたた定定期期点点検検方方法法のの見見直直ししをを行行いいままししたた  
～ 点検７項目について見直し ～ 

 

１．改正の概要 

((11))「「自自動動車車点点検検基基準準」」（（昭昭和和 2266 年年運運輸輸省省令令第第 7700 号号））のの一一部部改改正正  

自動車の定期点検項目のうち「点火時期」及び「ディストリビュータ1のキャップの状

態」について、点検を行わなくともよいこととしました（ただし、ディストリビュータ

を有する自動車及び二輪自動車については、今後も点検が必要）。 

  

((22))「「自自動動車車のの点点検検及及びび整整備備にに関関すするる手手引引」」（（平平成成 1199 年年国国土土交交通通省省告告示示第第 331177 号号））のの一一部部改改正正  

以下の５つの定期点検項目について、目視等により直接確認する従来の点検方法だ

けでなく、OBD を活用した点検方法等も認めることとしました。 

点検項目 点検の方法 

駐車ブレーキ機構 引きしろ 電動式駐車ブレーキ機構を装備した車両は、

OBDを活用した確認を行うこととする 

トランスミッション
2、トランスファ3 

オイル漏れ、オイル量 オイルのレベル・ゲージがない車両は、オイ

ル漏れのみの確認でも可とする 

燃料蒸発ガス排出抑

制装置 

チャコール・キャニス

タ4の詰まりと損傷 

インタンク式のチャコール・キャニスタを装

備した車両は、メーカー指定の方法で確認す

ることとする チェック・バルブ5の

機能 

タイヤ 空気圧 タイヤ空気圧監視装置を装備した車両は、

OBDを活用した確認も可とする 

２．スケジュール 

公 布：令和５年３月３１日（本日） 

施 行：令和５年７月１日 

1 高電圧の電気を点火プラグに配電し、点火時期を制御する装置 
2 走行状態に応じてギヤ比を切り替える変速装置 
3 四輪駆動において、エンジンの動力を前輪と後輪に分配する装置 
4 燃料タンク等から放出される燃料蒸発ガスを一時的に貯蔵する装置 
5 燃料蒸発ガスのチャコール・キャニスタからの逆流を防止する装置 

                                                   

 

【問い合わせ先】 
国土交通省自動車局整備課 藤墳、渡部 
Tel03-5253-8111（内線 42412,42413） 

  Tel03-5253-8599（直通） 

近年、自動車技術の進化がめざましく、自動運転技術や電動車の普及が進むと同時に、

車載式故障診断装置（OBD)が搭載される車両が増加していることなどを踏まえ、OBD を活用

した点検方法の導入等、自動車の定期点検の項目及び方法について改正を行います。 

１　ディストリビュータ：高電圧の電気を点火プラグに配電し、点火時期を制御する装置
２　トランスミッション：走行状態に応じてギヤ比を切り替える変速装置
３　トランスファ：四輪駆動において、エンジンの動力を前輪と後輪に分配する装置
４　チャコール・キャニスタ：燃料タンク等から放出される燃料蒸発ガスを一時的に貯蔵する装置
５　チェック・バルブ：燃料蒸発ガスのチャコール・キャニスタからの逆流を防止する装置

（５）OBD検査
　令和６年10月より独立行政法人自動車技術総合機構及び軽自動車検査協会が検査場で行う検査に
OBD 検査が導入されています。
　OBD 検査とは、車両に搭載されている電子制御装置の状態を監視して故障を記録する OBD（車
載式故障診断装置）とスキャンツールを接続することにより、車両に記録された DTC（故障コード）
を読み取り合否判定を行います。
　自動車整備工場では、事前に準備が必要となりますが、特定 DTC 照会アプリの　「確認モード」
により検査場で受検する前に車両情報を確認することができます。
対象となる車両
国産車：令和３年10月１日以降の新型車（フルモデルチェンジ車）
輸入車：令和４年10月１日以降の新型車（フルモデルチェンジ車）

※大型特殊自動車、被牽引自動車、二輪自動車は除く。
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対象となる DTC（故障コード）
①運転支援装置 （保安基準に規定があるものに限る。）

アンチロックブレーキシステム（ABS）、横滑り防止装置（ECS）、ブレーキアシスト、自動ブ
レーキ、車両接近通報装置

②自動運転機能 （保安基準に規定があるものに限る。）
自動車線維持、自動駐車、自動車線変更など

③排ガス関係装置
④車線逸脱警報装置・側方衝突警報装置
　　OBD 検査対象車　：令和８年９月以降の新型車
　　OBD 検査開始時期：令和11年９月（輸入車の検査開始時期は、１年後）
⑤ペダル踏み間違い時加速抑制装置（ACPE）
　　OBD 検査対象車　：令和10年９月以降の新型車
　　OBD 検査開始時期：令和13年９月（輸入車の検査開始時期は、１年後）
⑥緊急時車線維持装置（ELKS）
　　OBD 検査対象車　：令和14年９月以降の新型車
　　OBD 検査開始時期：令和17年９月（輸入車の検査開始時期は、１年後）

車載式故障診断装置（OBD）を活用した自動車検査手法

自動車の OBD ポート（例）

接続
電子装置の状態を
監視し、故障を記
録する。

検査用スキャンツールで読み取った
DTC に特定 DTC（※）が含まれる
場合、不適合と判定する。

（※） 特定 DTC とは、保安基準に不
適合となる故障コードです。

OBD に記録された
DTC（故障コード）
を読み取る。

※　�事業場で以下のものを準備することにより OBD 検査の受検前に車両情報を確認すること
ができます。なお、指定工場で OBD 検査を実施する場合は必須となります。

事前にインターネット環境や各種機器、クライアント証明書、特定 DTC 照会アプリの準備が必要です。

Copyright© National Agency for Automobile and Land Transport Technology 5

４．OBD検査の開始にあたり準備するもの

事前にインターネット環境や各種機器、クライアント証明書、特定DTC照会アプリの準備が必要Point

※検査用スキャンツールは、OBD検査に対応した機器を使用する必要があります。
対象機器の詳細については、日本自動車機械工具協会のホームページを参照のうえ各自ご準備ください。

通信環境および検査で使用するPCまたはタブレット、検査用スキャンツールなどの機器を準備する必要があります。
PCまたはタブレット、検査用スキャンツールには、クライアント証明書をインストールする必要があります。また、検査用ス
キャンツールには、特定DTC照会アプリをインストールする必要があります。OBD検査の導入スケジュールに合わせて、ご準備ください。

環境・機器の準備

インターネット環境 PC
検査用スキャンツール※

車検証読み取り用
手入力も可能なため、必要に応じて準備

二次元コードリーダ ICタグリーダ利用者管理システム／OBD検査
結果参照システムで必要なもの

特定DTC照会アプリで必要なもの

Windows 10以上

令和5年 令和6年 令和7年
4月 10月 4月 10月 4月 10月

指定工場／認証工場

OBD
検査業務

国産車

輸入車

プレ運用 本格運用

プレ運用 本格運用

登録

令和5年10月～

Windowsがインストール
されたPCまたはタブレットVCI

インターネット
環境

※1：1台の端末で特定DTC照会アプリ／利用者管理システム／OBD検査結果参照システムを使用することもできます。

※1

※1

令和5年4月～
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４．OBD検査の開始にあたり準備するもの
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令和5年4月～
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（６）車載式故障診断器（OBD）を活用したOBD点検とOBD検査の違い
● OBD 点検（自動車ユーザーまたは自動車整備工場等が実施）

①実施開始時期
　令和３年10月より
②点検実施時期
　１年ごと
③対象となる自動車

車載式故障診断装置（OBD）の種類（ISO ／ J-OBD Ⅰ / Ⅱなど）や年式に関係なく OBD
を装備している自動車が対象。（大型特殊自動車、被牽引自動車、二輪自動車を除く）

● �OBD 検査（独立行政法人自動車技術総合機構、軽自動車検査協会または指定工場の自動車検
査員が実施）
①実施開始時期
　令和６年10月より実施（輸入車は令和７年10月）
②検査実施時期
　継続検査時
③対象となる自動車

令和３年10月１日以降（輸入車は令和４年10月１日以降）の新型車の型式指定車・多仕様自
動車が対象。

Copyright© National Agency for Automobile and Land Transport Technology 6

５．OBD検査対象の車両について

以下の車両がOBD検査の対象になります（ただし、大型特殊自動車、被牽引自動車、二輪自動車を除く）。
国産車：令和3年10月1日以降の新型車（フルモデルチェンジ車）
輸入車：令和4年10月1日以降の新型車（フルモデルチェンジ車）

OBD検査対象車の車検証および電子車検証の備考欄には、「OBD検査対象車」（電子車検証の場合は「OBD検査
対象」）などの記載があります。ただし、OBD検査の対象と記載がある車両でも、OBD検査が不要となる場合が
あります。

車検証 電子車検証

OBD検査対象車かどうかを
車検証や電子車検証で確認

Point

OBD検査対象
備考
OBD検査対象OBD検査対象車

備考
OBD検査対象車

※　OBD 検査の対象となる装置
　　ABS、衝突被害軽減制動制御装置、排ガス装置等
　　（保安基準 細目告示 別添124　継続検査等に用いる車載式故障診断装置の技術基準に規定）
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（７）認証工場における機械器具設置要件の見直しについて
　国土交通省の省令改正により、認証工場における機器要件が令和７年７月８日付で改定されてお
ります。新たに認証を取得される方及び事業場移転の予定がある方はご留意ください。
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（８）同一事業者内での異なる事業場間における業務支援について

（例）

（９）点検整備記録簿等、電磁的方法による作成、保存又は交付に関する取扱いについて
（令和７年７月８日施行）

　点検整備記録簿等、電磁的方法による作成、保存又は交付を行う際は、
　下記の点にご留意ください。
１．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が点検整備記録簿等を電磁的記録により作
成・保存する場合の遵守事項

２．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者による点検整備記録簿等を電磁的記録により
作成・保存する場合のガイドライン

３．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者による整備記録システムの適正な使用方法に
ついてのガイドライン

４．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が特定整備記録簿の写しを電磁的記録により
交付する場合の遵守事項

５．自動車の使用者が点検整備記録簿を電磁的記録により作成・保存する場合の遵守事項
　　（詳細は、令和７年７月８日：国自整第85号参照）
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（10）新車及び中古新規検査時におけるオプションパーツの取扱い

（詳細は、令和７年12月12日：国自整第181号参照）
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完
成
検
査
終
了
証
が
発
行
さ
れ
た
自
動
車
及
び
一
時
抹
消
登
録

等
が
さ
れ
た
自
動
車
に
係
る
自
動
車
部
品
を
装
着
し
た
場
合
の

新
規
登
録
等
に
お
け
る
取
扱
い
に
つ
い
て
（
依
命
通
達
）

（
Ｒ
８
．
５
版
）

国
土
交
通
省
物
流
・
自
動
車
局

自
動
車
整
備
課

検
査
班

別
添



―  20  ―

⚫
近
年
、
自
動
車
ユ
ー
ザ
ー
の
使
用
の
形
態
が
多
様
化
し
て
お
り
、
ユ
ー
ザ
ー
の
嗜
好
に
よ
り
追
加
等
を
す
る

オ
プ
シ
ョ
ン
パ
ー
ツ
を
取
り
付
け
た
際
の
新
車
及
び
中
古
車
の
新
規
検
査
手
続
き
に
時
間
が
か
か
る

背
景

新
車
及
び
中
古
新
規
検
査
時
に
お
け
る
オ
プ
シ
ョ
ン
パ
ー
ツ
の
取
扱
い

⚫
新
車
に
お
い
て
は
、
登
録
後
ま
で
自
動
車
部
品
を
取
付
ら
れ
ず
、
ユ
ー
ザ
ー
へ
の
納
車
に
時
間
を
要
す
る

⚫
支
払
い
も
済
ま
せ
車
の
登
録
は
終
え
て
い
る
の
に
、
乗
れ
な
い
と
い
う
状
況
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
実
際
に
乗
っ

て
い
な
い
期
間
に
も
税
金
が
か
か
っ
て
し
ま
う
。

⚫
指
定
整
備
事
業
者
に
お
い
て
は
、
中
古
車
に
対
し
て
「
指
定
部
品
」
が
取
り
付
け
ら
れ
た
車
両
に
対
し
て
、
保
安
基

準
適
合
証
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
持
込
検
査
を
行
わ
な
い
と
い
け
な
い

⚫
保
安
基
準
適
合
証
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
中
古
新
規

O
S
S
申
請
が
で
き
な
い

⚫
従
前
か
ら
自
動
車
の
オ
プ
シ
ョ
ン
パ
ー
ツ
を
「
登
録
前
」
に
装
着
し
た
場
合
、
手
続
き
が
必
要
。
「
登
録
前
」
の
装
着

で
あ
っ
て
も
、
手
続
き
無
し
に
し
て
欲
し
い
。

事
業
者
の
声
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オオ
ププ
シシ
ョョ
ンン
パパ
ーー
ツツ
のの
例例

新新
規規
検検
査査
時時
にに
おお
けけ
るる
オオ
ププ
シシ
ョョ
ンン
パパ
ーー
ツツ
のの
取取
扱扱
いい
のの
変変
更更
にに
つつ
いい
てて

≪≪
オオ
ププ
シシ
ョョ
ンン
取取
付付
けけ
≫≫

完
成
検
査
時
と
相
違
の
た
め
現
車
提
示
が
必
要

機
構
が
保
安
基
準
適
合
性
を
審
査

完
成
検
査

完
成
検
査
証

車
検
証

＋

車
両

自自
動動
車車
メメ
ーー
カカ
ーー

自自
動動
車車
デデ
ィィ
ーー
ララ
ーー

運運
輸輸
支支
局局
（（新新
規規
登登
録録
））

新新
規規
登登
録録
後後

≪≪
オオ
ププ
シシ
ョョ
ンン
取取
付付
≫≫

一
定
範
囲
内
の
寸
法
の
増
加
等
の

改
造
の
場
合
は
機
構
へ
の
現
車
提

示
が
不
要

（
日
米
協
議
を
踏
ま
え
平
成
７
年
に
措
置
）

⚫
従従
前前
、
新
規
登
録
前
に
オ
プ
シ
ョ
ン
パ
ー
ツ
を
取
付
け
た
場
合
、
自
動
車
技
術
総
合
機
構
（
機
構
）に
現
車
提
示
が
必
要
。

⚫
こ
の
た
め
、
自
動
車
デ
ィ
ー
ラ
ー
等
は
、
ユ
ー
ザ
ー
と
の
販
売
契
約
が
終
了
し
て
も
、
新
規
登
録
が
終
了
す
る
ま
で
オ
プ
シ
ョ
ン
パ
ー
ツ
の
取
付

け
作
業
に
着
手
で
き
な
い
。

⚫
整
備
士
不
足
等
を
背
景
に
、
計
画
的
な
作
業
を
実
施
し
た
い
と
の
自
動
車
デ
ィ
ー
ラ
ー
等
の
要
望
を
踏
ま
え
、
一
定
の
範
囲
内
の
オ
プ
シ
ョ
ン

パ
ー
ツ
の
取
付
け
で
あ
れ
ば
、
機
構
へ
の
現
車
提
示
を
不
要
と
す
る
（
令
和
８
年
１
月
施
行
）
。

＜＜
今今
回回
措措
置置
＞＞

一
定
範
囲
内
の
寸
法
の
増
加
等
の
オ
プ
シ
ョ
ン

パ
ー
ツ
の
取
付
け
で
あ
れ
ば
、
機
構
へ
の
現
車

提
示
を
不
要
と
す
る

完
成
検
査
証

ナ
ン
バ
ー
プ
レ
ー
ト

〔〔
エエ
アア
ロロ
パパ
ーー
ツツ
類類
〕〕

〔〔
ババ
イイ
ザザ
ーー
類類
〕〕

〔〔
ルル
ーー
フフ
・・
ララ
ッッ
クク
類類
〕〕

〔〔
泥泥
よよ
けけ
類類
〕〕

完完
検検
証証
・・
保保
適適
をを
有有
効効
とと
しし
現現
車車
審審
査査
不不
要要
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オオ
ププ
シシ
ョョ
ンン
パパ
ーー
ツツ
例例

認認
めめ
るる
例例

（（
以以
下下
にに
該該
当当
すす
るる
もも
のの
））

認認
めめ
なな
いい
例例

（（
以以
下下
にに
該該
当当
すす
るる
もも
のの
））

（
２
）
オ
プ
シ
ョ
ン
パ
ー
ツ
と
し
て
国
の
指
定
を
受
け
て
い
な
い
部
品
の
中
で
、

以
下
全
て
の
条
件
を
満
た
す
も
の

①
保
安
基
準
に
抵
触
し
な
い
も
の

②
車
両
の
全
長

±
３
ｃ
ｍ
・全
幅

±
２
ｃ
ｍ
・
全
高

±
４
ｃ
ｍ
の
範
囲
に
収
ま

る
も
の

③
車
両
の
重
量

±
1
0
0k

g（
普
通
・
大
型
特
殊
）
又
は

±
50

kg
（
小
型
・
軽
）

の
範
囲
に
収
ま
る
も
の

（
１
）
オ
プ
シ
ョ
ン
パ
ー
ツ
と
し
て
国
の
指
定
を
受
け
て
い
る
部
品

左
欄

 （
１
）
及
び
（
２
）
以
外
の
部
品

・
騒
音
・
排
ガ
ス
規
制
に
影
響

・
指
定
外
部
品
で
長
さ
幅
な
ど

が
一
定
の
範
囲
を
超
え
る

・
保
安
基
準
に
抵
触

（
突
起
物
）

・
保
安
基
準
に
抵
触

（
視
野
遮
へ
い
）

【
例
】

【
例
】
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完完
成成
検検
査査
終終
了了
証証
のの
取取
扱扱
いい

●●
道道
路路
運運
送送
車車
両両
法法

（
新
規
登
録
の
申
請
）

第
七
条

３
第
一
項
の
申
請
を
す
る
場
合
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
自
動
車
に
あ
つ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
書
面
の
提
出
を
も
つ
て
当
該
自
動
車
の

提
示
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
略
）

二
第
七
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
型
式
に
つ
い
て
指
定
を
受
け
た
自
動
車

同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
完
成
検
査
終
了
証
（
発
行
後
国
土
交
通
省
令

で
定
め
る
期
間
を
経
過
し
な
い
も
の
に
限
る
。
次
項
第
二
号
に
お
い
て
同
じ
。
）

新
規
登
録

＜
今
回
措
置
＞
指
定
部
品
及
び
一
定
範
囲
内
の
寸
法
の
増
加
等
の
オ
プ
シ
ョ
ン
パ
ー
ツ
の
取
付
け
で
あ
れ
ば
、
機
構
へ
の
現
車
提
示
を
不
要
と
す
る

＜
新
設
＞

●●
完完
成成
検検
査査
終終
了了
証証
がが
発発
行行
ささ
れれ
たた
自自
動動
車車
及及
びび
一一
時時
抹抹
消消
登登
録録
等等
がが
ささ
れれ
たた
自自
動動
車車
にに
係係
るる
自自
動動
車車
部部
品品
をを
装装
着着
しし
たた
場場
合合
のの
新新
規規
登登
録録
等等
にに
けけ
るる
取取
扱扱
いい
にに
つつ
いい
てて

（（
依依
命命
通通
達達
））

（
2）

次
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
新
規
検
査
等
を
行
う
自
動
車
に
発
行
さ
れ
譲
渡
さ
れ
た
者
の
完
成
検
査
終
了
証
を
無
効
と
し
な
い
と
取
り
扱
う
と
と
も
に
、
一

時
抹
消
登
録
等
を
行
っ
た
自
動
車
に
対
し
構
造
等
に
関
す
る
事
項
に
変
更
等
が
な
い
も
の
と
し
て
指
定
整
備
事
業
者
が
保
安
基
準
適
合
証
の
交
付
を
可
能
と
す
る
又
は

交
付
さ
れ
た
保
安
基
準
適
合
証
を
無
効
と
し
な
い
も
の
と
す
る
。

一
定
範
囲
内
の
寸
法
等
を
規
定

● ●
自自
動動
車車
型型
式式
認認
証証
実実
施施
要要
領領
（（
依依
命命
通通
達達
））

（
改
正
後
：
令
和
８
年
１
月
１
日
施
行
）

完
成
検
査
終
了
後
に
指
定
製
作
者
等
の
責
任
の
範
疇
に
お
い
て
、
ア
ク
セ
サ
リ
類
等
を
取
り
付
け
た
場
合
の
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
下
記
に
よ
る
も
の
と
し
、
こ
れ
に
よ
ら

な
い
場
合
に
は
完
成
検
査
終
了
証
は
無
効
と
す
る
こ
と
。

自
動
車
メ
ー
カ
ー
が
自
動
車
デ
ィ
ー
ラ
ー
等
に
譲
渡
す
る
前
ま
で
と
規
定

＜
今
回
措
置
＞
完
成
検
査
終
了
証
が
発
行
さ
れ
、
譲
渡
さ
れ
た
後
が
本
通
達
の
適
用
範
囲
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完完
成成
検検
査査
終終
了了
証証
のの
取取
扱扱
いい

【【
ポポ
イイ
ンン
トト
】】

・
従
来
の
取
扱
い
を
廃
止
・
保
安
基
準
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
が
前
提

・
従
来
の
取
扱
い
を
廃
止
す
る
も
の
で
は
な
い

・
証
明
書
の
提
示
が
必
要
な
も
の
や
保
安
基
準
の
審
査
が
必
要
な
も
の
は
、
従
来
ど
お
り
持
ち
込
み

検
査
が
必
要
（
施
行
規
則
第
36
条
第
5項
、
第
6項
に
規
定
す
る
安
全
・
環
境
基
準
の
適
合
性
に
影

響
が
あ
る
改
造
や
変
更
な
ど
）

・
本
通
達
に
よ
り
制
限
な
く
認
め
ら
れ
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
に
留
意

完完
成成
検検
査査

譲譲
渡渡

登登
録録
（
現
車
提
示
不
要
）

自自
動動
車車
メメ
ーー
カカ
ーー

譲譲
渡渡
ささ
れれ
たた
者者
（（
販販
売売
会会
社社
等等
））

２２ 節節 適適 用用

１１
節節
適適
用用

↑
無無
効効
とと
しし
なな
いい
：：
１１
節節
適適
用用
はは
完完
成成
検検
査査
終終
了了
証証
でで
対対
応応

完完
成成
検検
査査
証証
をを
無無
効効
とと
しし
なな
いい

→→
完完
成成
検検
査査
終終
了了
証証
でで
新新
規規
検検
査査
をを
実実
施施

完完
成成
検検
査査

譲譲
渡渡

登登
録録
（
現
車
提
示
不
要
）

自自
動動
車車
メメ
ーー
カカ
ーー

譲譲
渡渡
ささ
れれ
たた
者者
（（
販販
売売
会会
社社
等等
））

１１
節節
適適
用用

もも
しし
くく
はは

完完
成成
検検
査査
証証

２２
節節
適適
用用

オオ
ププ
シシ
ョョ
ンン
パパ
ーー
ツツ
取取
付付

使使
用用
者者

納納
車車

完完
成成
検検
査査
証証
無無
効効
＋＋
オオ
ププ
シシ
ョョ
ンン
パパ
ーー
ツツ
取取
付付

登登
録録
（
現
車
提
示
あ
り
）

〔
従
来
の
取
扱
い
〕

〔
新
た
な
取
扱
い
〕

オオ
ププ
シシ
ョョ
ンン
パパ
ーー
ツツ
取取
付付
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保保
安安
基基
準準
適適
合合
証証
のの
取取
扱扱
いい

＜
今
回
措
置
＞
指
定
部
品
及
び
一
定
範
囲
内
の
寸
法
の
増
加
等
の
オ
プ
シ
ョ
ン
パ
ー
ツ
の
取
付
け
で
あ
れ
ば
、
保
安
基
準
適
合
証
の
交
付
を
可
能
と
す
る

＜
新
設
＞

●●
完完
成成
検検
査査
終終
了了
証証
がが
発発
行行
ささ
れれ
たた
自自
動動
車車
及及
びび
一一
時時
抹抹
消消
登登
録録
等等
がが
ささ
れれ
たた
自自
動動
車車
にに
係係
るる
自自
動動
車車
部部
品品
をを
装装
着着
しし
たた
場場
合合
のの
新新
規規
登登
録録
等等
にに
けけ
るる
取取
扱扱
いい
にに
つつ
いい
てて

（（
依依
命命
通通
達達
））

（
2）

次
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
新
規
検
査
等
を
行
う
自
動
車
に
発
行
さ
れ
譲
渡
さ
れ
た
者
の
完
成
検
査
終
了
証
を
無
効
と
し
な
い
と
取
り
扱
う
と
と
も
に
、
一

時
抹
消
登
録
等
を
行
っ
た
自
動
車
に
対
し
構
造
等
に
関
す
る
事
項
に
変
更
等
が
な
い
も
の
と
し
て
指
定
整
備
事
業
者
が
保
安
基
準
適
合
証
の
交
付
を
可
能
と
す
る
又
は

交
付
さ
れ
た
保
安
基
準
適
合
証
を
無
効
と
し
な
い
も
の
と
す
る
。

保
安
基
準
適
合
証
を
発
行
す
る
こ
と

●●
道道
路路
運運
送送
車車
両両
法法

（
保
安
基
準
適
合
証
等
）

第
九
十
四
条
の
五

５
自
動
車
検
査
員
は
、
第
十
六
条
第
一
項
の
申
請
に
基
づ
く
一
時
抹
消
登
録
を
受
け
た
自
動
車
又
は
第
六
十
九
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
自
動
車
検
査
証
返

納
証
明
書
の
交
付
を
受
け
た
検
査
対
象
軽
自
動
車
若
し
く
は
二
輪
の
小
型
自
動
車
に
つ
い
て
は
、
当
該
自
動
車
の
構
造
等
に
関
す
る
事
項
が
そ
れ
ぞ
れ
当
該
自

動
車
に
係
る
自
動
車
登
録
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
、
又
は
自
動
車
検
査
証
返
納
証
明
書
に
記
載
さ
れ
た
構
造
等
に
関
す
る
事
項
と
同
一
で
な
け
れ
ば
、
第
一
項

の
証
明
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

一
定
範
囲
内
の
寸
法
等
を
規
定
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保保
安安
基基
準準
適適
合合
証証
のの
取取
扱扱
いい

・
中
古
新
規
の
車
両
に
指
定
部
品
が
装
着
さ
れ
て
い
て
も
保
安
基
準
適
合
証
を
交
付
し
て
良
い
の
？

→
構
造
等
に
関
す
る
事
項
に
変
更
が
な
い
も
の
と
し
て
交
付
す
る
こ
と
が
可
能
で
す
。

・
バ
ン
パ
ー
交
換
な
ど
で
特
定
整
備
が
発
生
し
た
場
合
は
？

→
エ
イ
ミ
ン
グ
が
必
要
な
部
品
の
脱
着
作
業
が
あ
っ
た
場
合
は
、
特
定
整
備
に
該
当
す
る
こ
と
か
ら
、
そ
の

整
備
作
業
及
び
エ
イ
ミ
ン
グ
実
施
に
つ
い
て
特
定
整
備
記
録
簿
の
作
成
が
必
要
で
す
。

・
自
動
車
整
備
事
業
者
が
行
っ
た
部
品
装
着
に
よ
り
、
不
正
改
造
状
態
と
な
っ
た
場
合
は
？

→
行
政
処
分
の
対
象
と
な
り
得
ま
す
。

・
オ
プ
シ
ョ
ン
パ
ー
ツ
取
付
の
責
任
の
所
在
は
？
（
完
成
検
査
証
・
保
安
基
準
適
合
証
共
通
事
項
）

→
譲
渡
さ
れ
た
者
、
使
用
者
又
は
取
付
を
行
っ
た
自
動
車
整
備
事
業
者
に
な
り
ま
す
。
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よよ
くく
ああ
るる
質質
問問

・
「
自
動
車
部
品
を
装
着
し
た
場
合
の
構
造
等
変
更
検
査
時
等
に
お
け
る
取
扱
い
に
つ
い
て
（
依
命
通

達
）
」
（
平
成
7
年
1
1
月
1
6
日
付
け
自
技
第
2
3
4
号
自
整
第
2
6
2
号
）
と
の
大
き
な
違
い
は
何
か
。

→
今
回
の
取
扱
い
は
、
こ
れ
ま
で
自
動
車
検
査
証
の
交
付
を
受
け
て
い
る
使
用
過
程
車
に
適
用
し
て
い
た
自

動
車
部
品
を
装
着
し
た
場
合
の
取
扱
い
を
、
完
成
検
査
終
了
証
が
発
行
さ
れ
た
型
式
指
定
自
動
車
（
新
車
）

と
一
時
抹
消
登
録
等
を
し
て
い
る
中
古
車
に
も
適
用
で
き
る
よ
う
に
し
た
も
の
で
あ
る
。

こ
の
た
め
、
自
動
車
部
品
を
装
着
し
た
状
態
に
お
い
て
、
当
該
自
動
車
の
構
造
、
装
置
及
び
性
能
が
保
安
基

準
に
適
合
し
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
は
変
わ
ら
な
い
が
、
自
動
車
に
応
じ
て
適
用
さ
れ
る
細
目
告
示

が
異
な
る
こ
と
及
び
自
動
車
部
品
を
装
着
（
取
替
え
及
び
取
外
し
を
含
む
。
）
し
た
型
式
指
定
自
動
車
（
新

車
）
に
つ
い
て
、
完
成
検
査
証
を
無
効
と
し
な
い
取
扱
い
が
大
き
な
違
い
で
あ
る
。
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よよ
くく
ああ
るる
質質
問問

・
完
成
検
査
終
了
証
が
発
行
さ
れ
た
型
式
指
定
自
動
車
（
新
車
）
の
取
扱
い
は
ど
の
よ
う
に
変
わ
っ
た
の
か
。

→
自
動
車
メ
ー
カ
ー
等
が
完
成
検
査
終
了
証
を
発
行
し
、
こ
れ
を
譲
受
人
に
譲
渡
さ
れ
て
か
ら
新
規
検
査
・

新
規
登
録
の
申
請
を
す
る
ま
で
の
間
に
、
自
動
車
部
品
を
装
着
（
取
替
え
及
び
取
外
し
を
含
む
。
）
し
た
型

式
指
定
自
動
車
（
新
車
）
の
取
扱
い
は
、
次
の
と
お
り
。

○
自
動
車
部
品
を
装
着
し
た
状
態
に
お
い
て
、
通
達
「
1
.
（
2
）
」
で
定
め
る
①
～
③
の
項
目
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
完
成
検
査
終
了
証
に
記
載
さ
れ
て
い
る
長
さ
、
幅
及
び
高
さ
、
牽
引
重
量
又
は
第

五
輪
荷
重
（
牽
引
自
動
車
に
限
る
。
）
、
最
大
積
載
量
、
車
両
重
量
及
び
車
両
総
重
量
、
空
車
状
態
に
お
け

る
軸
重
に
変
更
が
な
く
完
成
検
査
終
了
証
を
無
効
と
し
な
い
も
の
と
し
て
取
扱
い
、
新
規
検
査
・
新
規
登
録

の
申
請
を
す
る
際
に
、
完
成
検
査
終
了
証
の
提
出
を
も
っ
て
現
車
提
示
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
（
た
だ

し
、
騒
音
防
止
装
置
及
び
排
出
ガ
ス
発
散
防
止
装
置
の
性
能
に
影
響
の
あ
る
改
造
や
変
更
を
行
っ
た
も
の
を

除
く
。

○
こ
の
場
合
に
限
り
、
自
動
車
部
品
は
新
規
検
査
・
新
規
登
録
後
、
自
動
車
検
査
証
を
交
付
を
し
た
時
点
で

装
着
し
た
も
の
と
み
な
し
、
完
成
検
査
終
了
証
を
譲
渡
さ
れ
た
者
又
は
納
車
後
の
使
用
者
は
、
自
動
車
部
品

を
装
着
し
た
状
態
に
お
い
て
、
変
更
部
分
及
び
変
更
に
よ
り
影
響
を
及
ぼ
す
部
分
が
保
安
基
準
（
細
目
告
示

は
第
二
節
が
適
用
さ
れ
る
。
）
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
保
安
基
準
の
適
合
性
に
疑
義
が
生
じ
る
場
合
は
、
こ
れ
ま
で
と
同
じ
よ
う
に
、
検
査
コ
ー
ス
に
現
車
を
持

ち
込
ん
で
新
規
検
査
又
は
予
備
検
査
を
受
検
す
る
こ
と
。

な
お
、
自
動
車
技
術
総
合
機
構
又
は
軽
自
動
車
検
査
協
会
に
お
い
て
、
当
該
自
動
車
の
構
造
、
装
置
及
び
性

能
が
保
安
基
準
（
細
目
告
示
は
第
一
節
が
適
用
さ
れ
る
。
）
に
適
合
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
審
査
す
る
に
あ

た
り
、
新
規
検
査
等
に
先
立
っ
て
、
事
前
書
面
審
査
が
必
要
と
な
る
場
合
が
あ
る
の
で
留
意
さ
れ
た
い
。
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よよ
くく
ああ
るる
質質
問問

・
一
時
抹
消
登
録
等
を
し
て
い
る
中
古
車
の
取
扱
い
は
ど
の
よ
う
に
変
わ
っ
た
の
か
。

→
自
動
車
部
品
を
装
着
（
取
替
え
及
び
取
外
し
を
含
む
。
）
し
た
自
動
車
に
保
安
基
準
適
合
証
を
交
付
す
る

場
合
の
取
扱
い
は
、
次
の
と
お
り
。

○
自
動
車
部
品
を
装
着
し
た
状
態
に
お
い
て
、
通
達
「
1
.
（
2
）
」
で
定
め
る
①
～
③
の
項
目
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
登
録
識
別
情
報
等
通
知
書
、
自
動
車
検
査
証
返
納
証
明
書
（
以
下
、
登
録
識
別
情

報
等
通
知
書
等
と
い
う
。
）
に
記
載
さ
れ
て
い
る
長
さ
、
幅
及
び
高
さ
、
牽
引
重
量
又
は
第
五
輪
荷
重
（
牽

引
自
動
車
に
限
る
。
）
、
最
大
積
載
量
、
車
両
重
量
及
び
車
両
総
重
量
、
空
車
状
態
に
お
け
る
軸
重
に
変
更

が
な
い
も
の
と
し
て
取
扱
う
こ
と
が
で
き
る
。

○
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
自
動
車
検
査
員
は
、
自
動
車
部
品
を
装
着
し
た
状
態
に
お
い
て
、
当
該
自
動
車
の

構
造
、
装
置
及
び
性
能
が
保
安
基
準
（
細
目
告
示
は
第
二
節
（
影
響
が
な
い
部
分
は
第
三
節
）
が
適
用
さ
れ

る
。
）
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
保
安
基
準
の
適
合
性
に
疑
義
が
生
じ
る
場
合
は
、
こ
れ
ま
で
と
同
じ
よ
う
に
、
検
査
コ
ー
ス
に
現
車
を
持

ち
込
ん
で
新
規
検
査
又
は
予
備
検
査
を
受
検
す
る
こ
と
。
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よよ
くく
ああ
るる
質質
問問

・
一
時
抹
消
登
録
等
を
し
て
い
る
中
古
車
の
取
扱
い
は
ど
の
よ
う
に
変
わ
っ
た
の
か
。

→
ま
た
、
保
安
基
準
適
合
証
の
交
付
後
、
新
規
検
査
又
は
予
備
検
査
の
申
請
を
す
る
ま
で
の
間
に
自
動
車
部

品
を
装
着
（
取
替
え
及
び
取
外
し
を
含
む
。
）
し
た
自
動
車
の
取
扱
い
は
、
次
の
と
お
り
。

○
自
動
車
部
品
を
装
着
し
た
状
態
に
お
い
て
、
通
達
「
1
.
（
2
）
」
で
定
め
る
①
～
③
の
項
目
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
登
録
識
別
情
報
等
通
知
書
等
に
記
載
さ
れ
て
い
る
長
さ
、
幅
及
び
高
さ
、
牽
引
重

量
又
は
第
五
輪
荷
重
（
牽
引
自
動
車
に
限
る
。
）
、
最
大
積
載
量
、
車
両
重
量
及
び
車
両
総
重
量
、
空
車
状

態
に
お
け
る
軸
重
に
変
更
が
な
い
も
の
と
し
て
取
扱
い
、
新
規
検
査
又
は
予
備
検
査
の
申
請
を
す
る
際
に
、

保
安
基
準
適
合
証
の
提
出
を
も
っ
て
現
車
提
示
が
あ
る
も
の
と
み
な
す
。

○
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
指
定
自
動
車
整
備
事
業
者
は
、
自
動
車
部
品
を
装
着
し
た
状
態
に
お
い
て
、
当
該

自
動
車
の
構
造
、
装
置
及
び
性
能
が
保
安
基
準
（
細
目
告
示
は
第
二
節
（
影
響
が
な
い
部
分
は
第
三
節
）
が

適
用
さ
れ
る
。
）
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
保
安
基
準
の
適
合
性
に
疑
義
が
生
じ
る
場
合
は
、
こ
れ
ま
で
と
同
じ
よ
う
に
、
検
査
コ
ー
ス
に
現
車
を
持

ち
込
ん
で
新
規
検
査
又
は
予
備
検
査
を
受
検
す
る
こ
と
。

な
お
、
取
扱
い
が
変
わ
っ
た
こ
と
に
伴
う
具
体
的
な
指
定
整
備
の
流
れ
等
の
質
問
に
つ
い
て
は
、
事
業
場
を

管
轄
す
る
運
輸
支
局
の
整
備
担
当
あ
て
に
お
問
い
合
わ
せ
い
た
だ
き
た
い
。
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よよ
くく
ああ
るる
質質
問問

・
完
成
検
査
終
了
証
の
発
行
後
9
か
月
を
経
過
し
て
い
な
い
型
式
指
定
自
動
車
に
自
動
車
部
品
を
装
着
し
て

予
備
検
査
を
受
け
る
場
合
は
ど
の
よ
う
な
取
扱
い
に
な
る
の
か
。

→
法
令
上
、
完
成
検
査
終
了
証
の
発
行
後
9
か
月
を
経
過
し
て
い
な
い
型
式
指
定
自
動
車
で
あ
っ
て
も
、
現

車
提
示
を
し
て
予
備
検
査
を
受
検
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
。

検
査
コ
ー
ス
に
現
車
を
持
ち
込
ん
で
新
規
検
査
又
は
予
備
検
査
（
予
備
検
構
変
や
有
効
期
間
切
れ
再
予
備
を

含
む
。
）
を
受
検
す
る
場
合
は
、
通
達
の
対
象
外
の
た
め
、
こ
れ
ま
で
と
同
じ
よ
う
に
提
示
さ
れ
た
自
動
車

の
状
態
で
諸
元
測
定
を
行
う
。

・
同
一
の
架
装
を
行
っ
た
型
式
指
定
自
動
車
で
も
、
完
成
検
査
終
了
証
の
発
行
後
9
か
月
を
経
過
し
て
い
る

か
否
か
で
取
扱
い
が
変
わ
る
の
は
な
ぜ
か
。

→
本
取
扱
い
は
完
成
検
査
終
了
証
を
無
効
と
し
な
い
範
囲
を
定
め
た
も
の
で
あ
る
。

こ
の
た
め
、
同
一
の
架
装
で
あ
っ
て
も
完
成
検
査
終
了
証
の
発
行
後
9
か
月
を
経
過
し
た
型
式
指
定
自
動
車

は
、
従
前
ど
お
り
、
検
査
コ
ー
ス
に
現
車
を
持
ち
込
ん
で
新
規
検
査
又
は
予
備
検
査
を
受
検
す
る
必
要
が
あ

る
。
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よよ
くく
ああ
るる
質質
問問

・
完
成
検
査
終
了
証
を
無
効
と
す
る
か
ど
う
か
は
誰
が
判
断
す
る
の
か
。

→
道
路
運
送
車
両
法
第
7
5
条
第
4
項
の
規
定
に
よ
る
完
成
検
査
終
了
証
は
、
自
動
車
製
作
者
が
当
該
自
動
車

の
構
造
、
装
置
及
び
性
能
が
保
安
基
準
に
適
合
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
検
査
し
、
適
合
す
る
と
認
め
る
と
き

に
発
行
す
る
も
の
で
あ
る
た
め
、
当
該
完
成
検
査
終
了
証
を
無
効
と
す
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
、
完
成
検

査
終
了
証
を
発
行
し
た
者
又
は
完
成
検
査
終
了
証
を
譲
渡
さ
れ
た
者
が
装
着
さ
れ
た
自
動
車
部
品
や
自
動
車

の
状
態
に
よ
っ
て
判
断
す
る
も
の
で
あ
る
。

・
保
安
基
準
適
合
証
を
無
効
と
す
る
か
ど
う
か
は
誰
が
判
断
す
る
の
か
。

→
道
路
運
送
車
両
法
第
9
4
条
の
5
の
規
定
に
よ
る
保
安
基
準
適
合
証
は
、
指
定
自
動
車
整
備
事
業
者
が
、
自

動
車
を
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
に
よ
り
点
検
し
、
当
該
自
動
車
の
保
安
基
準
に
適
合
し
な

く
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
部
分
及
び
適
合
し
な
い
部
分
に
つ
い
て
必
要
な
整
備
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該

自
動
車
が
保
安
基
準
に
適
合
す
る
旨
を
自
動
車
検
査
員
が
証
明
し
た
と
き
に
交
付
す
る
も
の
で
あ
る
た
め
、

当
該
保
安
基
準
適
合
証
を
無
効
と
す
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
、
指
定
自
動
車
整
備
事
業
者
が
装
着
さ
れ
た

自
動
車
部
品
や
自
動
車
の
状
態
に
よ
っ
て
判
断
す
る
も
の
で
あ
る
。
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よよ
くく
ああ
るる
質質
問問

・
本
通
達
に
よ
り
、
新
規
検
査
・
新
規
登
録
の
申
請
を
す
る
際
に
、
完
成
検
査
終
了
証
の
提
出
を
も
っ
て
現

車
提
示
に
代
え
る
場
合
で
も
、
算
定
燃
費
取
得
済
証
の
提
出
は
必
要
か
。

→
本
通
達
の
取
扱
い
に
よ
り
完
成
検
査
終
了
証
の
提
出
を
も
っ
て
現
車
提
示
に
代
え
る
場
合
及
び
保
安
基
準

適
合
証
の
提
出
を
も
っ
て
現
車
提
示
が
あ
る
も
の
と
み
な
す
場
合
に
は
、
諸
元
に
変
更
が
な
い
も
の
と
す
る

た
め
算
定
燃
費
取
得
済
証
の
提
出
は
不
要
で
あ
る
。

ま
た
、
通
達
「
2
．
」
を
適
用
す
る
と
き
は
、
自
動
車
部
品
を
装
着
し
た
状
態
に
お
い
て
も
登
録
識
別
情
報

等
通
知
書
等
の
値
に
変
更
が
な
い
も
の
と
し
て
取
り
扱
う
。
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よよ
くく
ああ
るる
質質
問問

・
ド
ラ
イ
ブ
レ
コ
ー
ダ
ー
、
E
T
C
、
タ
ク
シ
ー
メ
ー
タ
ー
及
び
実
空
車
表
示
器
（
通
称
ス
ー
パ
ー
サ
イ
ン
）

な
ど
の
指
定
外
部
品
に
つ
い
て
も
、
本
通
達
の
対
象
と
な
り
、
新
規
検
査
・
新
規
登
録
の
申
請
を
す
る
際
に
、

装
着
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
か
。

→
可
能
と
な
る
。
ド
ラ
イ
ブ
レ
コ
ー
ダ
ー
、
E
T
C
、
タ
ク
シ
ー
メ
ー
タ
ー
及
び
実
空
車
表
示
器
（
通
称
ス
ー

パ
ー
サ
イ
ン
）
な
ど
の
指
定
外
部
品
を
装
着
し
た
状
態
に
お
い
て
、
変
更
部
分
及
び
変
更
に
よ
り
影
響
を
及

ぼ
す
部
分
に
つ
い
て
、
当
該
自
動
車
の
構
造
、
装
置
及
び
性
能
が
保
安
基
準
（
細
目
告
示
は
第
二
節
が
適
用

さ
れ
る
。
）
に
適
合
し
、
か
つ
、
本
通
達
の
１
．
（
２
）
に
該
当
す
る
こ
と
を
条
件
と
す
る
。
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Ⅱ．自動車特定整備事業者の立入検査結果等

１．自動車特定整備事業者の立入検査結果（令和７年度）

　令和７年度における関東運輸局管内の運輸支局において実施した自動車特定整備事業者に対する
立入検査結果は、次のとおりです。

　⑴　立入検査事業場数

　立入検査事業場数は、475事業場でした。
　立入検査は、新規認証工場（事前審査を含む。）、移転工場、対象自動車追加の工場および警察
当局等からの通報や苦情があった工場等について実施しました。

　また、過去５年間における立入検査の実施状況は〈表Ⅱ－１〉のとおりです。

〈表Ⅱ－１〉過去５年間の自動車特定整備事業者の立入検査状況

項目
年度

新　規 移転追加 所在不明
整備主任者
研修未受講

苦　情 表　彰 その他 計

R3 347 143 0 0 4 96 23 613

R4 351 123 1 1 3 86 11 576

R5 491 148 3 0 12 81 58 793

R6 387 59 0 0 5 68 40 559

R7 285 46 0 1 6 100 37 475

　⑵　立入検査結果に基づく行政処分状況

　立入検査の結果、道路運送車両法等関係法令に違反する重大な事実が認められた事業場に対し
ては、道路運送車両法第93条の規定に基づき、事業の停止等の行政処分を行っていますが、令和
７年度の処分状況は〈表Ⅱ－２〉のとおりです。
　また、過去５年間における運輸局長処分は〈表Ⅱ－３〉のとおりです。
　なお、令和７年度は事業者所在不明に係る取消処分は０件でした。

〈表Ⅱ－２〉自動車特定整備事業者の処分状況

運輸局長処分等 運輸支局長処分等

認証取消 事業停止 文書警告 改善命令 文書警告 口頭警告

件数 1 10 1 0 3 2

注）表中「文書警告」は、処分基準に基づく場合のみ計上している。
　　（事業停止等に伴う改善報告は含まず）
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〈表Ⅱ－３〉過去５年間の自動車特定整備事業者の運輸局長処分

項目
年度

立入検査
件　　数

処　　分
事業場数

処　分　等　の　内　訳 認　証
工場数認証取消 事業停止 改善命令 警告 計

R3 613 22 1 21 0 0 22 24,317

R4 576 10 2 7 0 1 10 24,384

R5 793 26 2 19 0 5 26 24,551

R6 559 8 1 5 0 2 8 24,576

R7 475 12 1 10 0 1 12 24,572
注１）複数の処分を受けている事業場があるため、処分事業場数と処分件数は相違する。
注２）認証工場数は各年度とも３月末の数値を示す。
注３）「文書警告」は、処分基準に基づく場合のみ計上している。
　　（事業停止等に伴う改善報告は含まず）

　⑶　法令違反指摘事項等

　過去５年間における法令違反の指摘状況は、〈表Ⅱ－４〉のとおりです。

〈表Ⅱ－４〉過去５年間の法令違反指摘内容

年　度
指摘事項

R3 R4 R5 R6 R7

整備主任者の業務に関するもの
14 4 13 4 7

（46.7％） （16.0％） （15.5％） （50.0％） （13.0％）

認証基準に関するもの
0 1 2 1 3

（0.0％） （4.0％） （2.4％） （12.5％） （5.6％）

遵守事項に関するもの
0 6 24 1 16

（0.0％） （24.0％） （28.6％） （12.5％） （29.6％）

変更届等に関するもの
0 1 1 0 2

（0.0％） （4.0％） （1.2％） （0.0％） （3.7％）

特定整備記録簿等に関するもの
13 9 37 1 24

（43.3％） （36.0％） （44.0％） （12.5％） （44.4％）

その他法令違反に関するもの
3 4 7 1 2

（10.0％） （16.0％） （8.3％） （12.5％） （3.7％）

合　　　　　　計
30 25 84 8 54

（100％） （100％） （100％） （100％） （100％）
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２．自動車特定整備事業の廃止理由調査結果（令和７年度）

　令和７年度中に関東運輸局管内において、自動車特定整備事業の廃止届のあった事業場数は293
工場であり、主な廃止理由は、自己都合が89件（30.4％）、次いで後継者難が68件（23.2％）、事業
合理化が63件（21.5％）、以下〈表Ⅱ－５〉の順となっています。
　また、過去５年間における廃止理由状況は、〈表Ⅱ－６〉のとおりです。

〈表Ⅱ－５〉　自動車特定整備事業者の廃止理由調査結果

項目

支局別

廃　　止　　理　　由

計経営
不振

倒産
工員
不足

後継
者難

事　業
合理化

移転
立退

転業 合併
組合
参加

自己
都合

その他

東　京 2 3 3 5 15 11 0 0 1 20 1 61

神奈川 6 0 2 2 10 6 1 0 0 15 1 43

埼　玉 6 0 4 18 5 2 0 1 0 6 1 43

群　馬 0 0 0 3 5 0 0 0 0 7 4 19

千　葉 2 0 2 12 12 1 0 0 0 12 4 45

茨　城 0 0 3 7 3 0 0 0 0 18 1 32

栃　木 0 2 1 21 13 2 0 0 0 0 0 39

山　梨 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11 0 11

局　計 16 5 15 68 63 22 1 1 1 89 12 293

構成比（％） 5.5% 1.7% 5.1% 23.2% 21.5% 7.5% 0.3% 0.3% 0.3% 30.4% 4.1% 100.0%

〈表Ⅱ－６〉　過去５年間の自動車特定整備事業の廃止理由調査結果

項目

年度

廃　　　　　止　　　　　理　　　　　由

計経営
不振

倒産
工員
不足

後継者難
事業者
死　亡

事　業
合理化

移転
立退

転業 合併
組合
参加

自己都合
及び

その他

R3 18 2 16 65 74 22 2 4 0 114 317

R4 17 3 18 55 50 23 3 2 3 114 288

R5 11 6 33 72 56 11 3 3 0 129 324

R6 10 1 25 69 89 12 3 3 0 149 361

R7 16 5 15 68 63 22 1 1 1 101 293
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３．自動車特定整備事業者の違反事例

　自動車特定整備事業者の法令違反等による行政処分を例示します。

【その１】不正改造状態での車検手続きを実施

　当該事業者に対して立入検査を実施したところ、不正改造状態での車検手続きなどの道路運送
車両法違反が確認されたため、自動車特定整備事業の認証の取消しの行政処分となった。
　なお、本件は警視庁からの捜査協力依頼を発端に処分まで至った事案である。

１．事業場の概要及び組織

　専業形態の指定工場

２．行政処分の内容　※特定整備の部分のみ抜粋

　自動車特定整備事業の認証の取消し

３．法令違反の内容　※特定整備の部分のみ抜粋

⑴　特定整備記録簿の虚偽記載をしたこと
　　（道路運送車両法第91条第１項違反）
⑵　使用者へ特定整備記録簿の写しを交付していないこと
　　（道路運送車両法第91条第２項違反）
⑶　整備内容及び必要性を説明していないこと
　　（道路運送車両法第91条の３違反［道路運送車両法施行規則第62条の２の２第１項第２号違

反］）
⑷　概算見積書の未交付があったこと
　　（道路運送車両法第91条の３違反［道路運送車両法施行規則第62条の２の２第１項第２号違

反］）
⑸　不正改造状態での車検手続きをしたこと
　　（道路運送車両法第94条の５違反）

４．法令違反に至った原因

⑴　事業者に法令遵守の精神が欠けており、かつ、適正な管理組織の維持を怠ったこと。
⑵　事業場の整備主任者の特定整備事業に対する認識が甘く関係法令に対する遵法精神が欠如し

ていた。

５．その他

⑴　事業者は不正改造状態での車検手続きは法令違反であることを理解し、絶対にしない（させ
ない）組織作りに励むこと。
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【その２】二次架装（不正改造）を実施

　当該事業者に対して立入検査を実施したところ、機材等を取り外した状態で新規検査を受検
し、受検後に再度機材等を取付け軸重超過等の不正改造になることを認識したうえで二次架装を
行ったなどの道路運送車両法違反が確認されたため、自動車特定整備事業の停止の行政処分と
なった。
　なお、本件は継続検査において軸重超過により検査不合格となったことを発端に処分まで至っ
た事案である。

１．事業場の概要及び組織

　専業形態の認証工場

２．行政処分の内容

　自動車特定整備事業の認証の停止（10日間）

３．法令違反の内容

⑴　変更届出の未提出があったこと
　　（道路運送車両法第81条第１項違反）
⑵　不正改造を実施したこと
　　（道路運送車両法第91条の３違反［道路運送車両法施行規則第62条の２の２第１項第４号］）
　　（道路運送車両法第99条の２違反）

４．法令違反に至った原因

⑴　作業を行った者に法令遵守の精神が欠けており、法令を守ることよりも依頼者からの依頼内
容や納期を守ることを優先したこと。

⑵　事業場の整備主任者の特定整備事業に対する認識が甘く関係法令に対する遵法精神が欠如し
ていた。

５．その他

⑴　事業者は不正改造の実施は法令違反であることを理解し、絶対にしない（させない）組織作
りに励むこと。
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令 和 ７ 年 ９ 月 2 6 日 
物流・自動車局車両基準・国際課 
物流・自動車局審査・リコール課 

電気自動車等のバッテリー火災に対する安全性を確保します 
～道路運送車両の保安基準等の改正について～ 

我が国は、電気自動車等の安全を確保しつつ普及を促進するため、平成 19年に世界で初めて電
気自動車等の乗員の安全確保に関する基準を策定し、それをベースに国際基準を策定・強化し、電
気自動車の安全性を確保しています。 
本年３月の国連自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）において、更なる安全対策として日

本から提案し議論されていた、電気自動車等のバッテリーが異常発熱を起こした場合であっても乗員を
保護するための要件が合意されたことを受け、このたび、道路運送車両の保安基準等を改正すること
とします。 
１．改正の概要 
（１）バッテリー火災発生時の乗員保護性能確認試験を義務づけ 
電気自動車等で走行用のモーターに使用するバッテリーについて、何らかの原因で異常発熱をしたことを想定し、

一部の電池を過熱させたときに、火災、爆発又は車内への煙の放出がないか等、乗員の安全が確保されているか
を確認する基準を導入します。 
＜基準の概要＞ 
レーザーを照射するなどして電池を意図的に過熱したとき、乗員が脱出するための時間を確保するため、以下

のいずれかの要件を満たすことを確認する。 
＜要件＞ 
・バッテリー全体が異常発熱に至らないこと。・異常発熱を検知し運転者に対する警告信号を発し、かつ、警

告開始から５分間は火災、爆発及び車内への煙の放出のいずれも発生しないこと。 
＜適用時期＞ 
新型車：令和９年９月 継続生産車：令和 12年９月 

（２）その他の改正 
① 「電気式ハイブリッド自動車及び複数の駆動用電動機を備えた電気自動車のシステム出力の決定に係る

協定規則（第 177号）」等を導入するため、所要の改正を行います。 
② 令和６年 12月 24日に公表された「自動車の型式指定に係る不正行為の防止に向けた検討会」の取り

まとめを踏まえ、基準の適用時期を統合する見直しを行います。 

２．公布・施行 
公 布：令和７年９月26日 
施 行：公布の日。ただし、協定規則第177号に係る部分は令和７年９月27日。 
問い合わせ先 
物流・自動車局 車両基準・国際課：松坂、藤澤 

電話 03-5253-8111（内線 42532）、03-5253-8602（直通） 

審査 ・ リコール課：柴崎、野田 

電話 03-5253-8111（内線 42313）、03-5253-8596（直通） 
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ラ
ム
（

）に
お
い
て
、
当
該
基
準
を
ベ
ー
ス
と
し
た
国
際
基
準
が
成
立
。
そ
の
後
、
段
階
的
に
規
制
強
化
。

➢
年

月
、
国
際
基
準
の
改
正
が
合
意
さ
れ
、
バ
ッ
テ
リ
ー
火
災
を
抑
制
し
乗
員
を
保
護
す
る
た
め
の
試
験
法
が
追
加
さ
れ
た
。
当
該

試
験
法
に
お
い
て
は
、
日
本
提
案
で
あ
る
レ
ー
ザ
ー
を
活
用
し
た
試
験
方
法
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

➢
年

月
（予
定
）の
発
効
に
あ
わ
せ
、
今
般
、
国
内
法
令
に
も
取
り
入
れ
る
。

➢
バ
ッテ
リー
火
災
の
抑
制
と乗

員
保
護
に
係
る
試
験
法
の
追
加

バ
ッテ
リー
の
異
常
発
熱
に
よる
車
両
火
災
を模

擬
す
る
た
め
、電

池
に
レー

ザ
ー
を
照

射
し過

熱
させ

る
※
等
の
方
法
で
電
池
の
内
部
短
絡
を
発
生
させ

る

改
正
概
要

＜
電
気
自
動
車
等
の
安
全
基
準
の
要
件
（
例
）
＞

適
用
日

新
型
車
：
20
27
年
９
月

継
続
生
産
車
：
20
30
年
９
月

➢
感
電
に
対
す
る
保
護

✓
バ
ッテ
リー
及
び
高
電
圧
部
分
か
らの
感
電
に
対
す
る
保
護

➢
電
池
の
安
全
性

✓
車
両
衝
突
時
の
衝
撃
に
対
す
る
保
護

✓
車
外
か
らの
火
炎
に
対
す
る
保
護

✓
被
水
時
に
お
け
る
保
護

✓
バ
ッテ
リー
火
災
の
抑
制
と乗

員
保
護

※
今
次
改
正
に
より
試
験
方
法
が
追
加

➢
識
別
表
示

✓
電
気
自
動
車
等
（
バ
ス
及
び
大
型
トラ
ック
に
限
る
。）

の
車
体
へ
の
識
別
表
示

等
の
方
法
で
電
池
の
内
部
短
絡
を
発
生
させ

る

◆
判
定
要
件

乗
員
が
脱
出
す
る
た
め
の
時
間
を確

保
す
る
た
め
、以

下
の
い
ず
れ
か
の
要
件
を
満
た
す
こと
。

✓
電
池
が
異
常
発
熱
に
至
らな

い
こと
。

✓
電
池
の
異
常
発
熱
を検

知
し運

転
者
に
対
す
る
警
告
信
号
を発

し、
か
つ
、警

告
開
始

か
ら５

分
間
は
火
災
、爆

発
及
び
車
内
へ
の
煙
の
放
出
の
い
ず
れ
も
発
生
しな

い
こと
。

※
レ
ー
ザ
ー
を
照
射
す
る
方
式
は
日
本
が
提
案
し
た
も
の
。

別
紙
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令 和 ８ 年 １ 月 ９ 日 
物流・自動車局車両基準・国際課 

審 査 ・ リコール課 

ペダル踏み間違い時加速抑制装置の基準を強化します！ 
～道路運送車両の保安基準等の改正について～ 

国土交通省では、高齢者等によるペダル踏み間違いによる事故を防止するため、ペダル踏み間違
い時加速抑制装置に関する国連基準の策定を主導するとともに、国内基準の強化を図っています。 
今般、国連自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）において、ペダル踏み間違い時加速抑制

装置について、停止状態だけでなく、クリープ走行時※もペダル踏み間違いを検知して急加速を抑制す
ることを求める性能要件の強化などを含む国連基準の改正が合意されたことを受け、道路運送車両の
保安基準等を改正することとします。 
これにより、ペダル踏み間違いによる事故のより一層の削減が期待されます。 

 
１．主な改正の概要（詳細は別紙参照） 
（１）「ペダル踏み間違い時加速抑制装置」の性能要件の強化及び義務付け対象車種の拡大 
 
 改正後 改正前 

① 義務付け対象車種の拡大 
乗用車（※１） 

貨物自動車（※２） 乗用車（※１） 

② 検知対象の障害物の追加 車両・壁・歩行者 車両・壁 

③ 急加速を抑制するための 
要件追加 

停止状態・クリープ走行状態 
からの急加速抑制 停止状態からの急加速抑制 

※１ 乗車定員 10 人未満のオートマチック車に限る。   

※２ 車両総重量 3.5ｔ以下のオートマチック車に限る。 

 
 
（２）その他の改正 

「緊急車線維持システムに係る協定規則（第 178 号）」等を導入するため、所要の改正を行います。 
 

２．公布・施行 
公 布：令和８年１月９日 
施 行：令和８年１月11日（一部、同年３月31日） 
 

 

問い合わせ先 
物流・自動車局 車両基準・国際課：松坂、池端 

電話 03-5253-8111（内線 42532）、03-5253-8602（直通） 

審査 ・ リコール課：柴崎、野田 

電話 03-5253-8111（内線 42313）、03-5253-8596（直通） 

※オートマチック車がブレーキを離した際にゆっくり前に進む状態 

＜適用時期＞ 
 新型車：令和 12年９月 
 継続生産車：令和 14年９月 
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ペ
ダ
ル
踏
み
間
違
い
時
加
速
抑
制
装
置
に
関
す
る
国
際
基
準
（
R
1
7
5
-
0
1
）
の
概
要

⚫
令
和
４
年
、国

連
の
自
動
車
基
準
調
和
世
界
フォ
ー
ラム

（
W

P.
29
）
に
お
い
て
、日

本
の
提
案
に
よ
り、
日
本
発
の
安
全
技
術
で
あ
る
「ペ
ダル

踏
み
間
違
い
時
加
速
抑
制
装
置
」の
検
討
を
開
始
し、
令
和
６
年

11
月
の
国
際
基
準
成
立
を
受
け
、令

和
７
年

6月
に
国
内
基
準
（
保
安
基
準
）

を
改
正
・公

布
。

⚫
この

度
、更

な
る
安
全
対
策
の
た
め
、ク
リー
プ走

行
時
の
要
件
の
追
加
や
対
象
車
種
を
拡
大
す
る
等
の
改
正
提
案
が

W
P.

29
で
合
意
され

た
こと
か
ら、

令
和
８
年

1月
に
国
内
基
準
を改

正
・公

布
。

○
急
加
速
抑
制
に
関
す
る
要
件

障
害
物
（
車
両
、壁

、歩
行
者
）
の
手
前

1.
0m

及
び

1.
5m

で
、以

下
の
状
態
か
ら

ア
クセ

ル
を
フル
ス
トロ
ー
クま
で
踏
み
込
ん
だ
場
合
に
、①

又
は
②
の
い
ず
れ
か
で
あ
る
こと

【停
止
状
態
】

①
障
害
物
に
衝
突
しな

い
こと

又
は

②
障
害
物
との
衝
突
時
の
速
度
が

8k
m

/h
を
超
え
ず
、障

害
物
が
無
い
状
態
に
比

べ
て

30
％
以
上
速
度
が
低
下
して

い
るこ
と

【ク
リー
プ
走
行
状
態
】

①
障
害
物
に
衝
突
しな

い
こと

又
は

②
衝
突
時
点
又
は
それ

よ
り前

に
、加

速
を
抑
制
す
るこ
と

主
な
要
件

対
象
車
種

障
害
物
まで

の
距
離

1.
0m

及
び

1.
5m

：
フル
ス
トロ
ー
クま
で
アク
セ
ル
を踏

み
込
む

＜
試
験
法
の
概
要
＞

＜
装
置
の
作
動
イメ
ー
ジ
＞

運
転
者
が
クラ
ッチ
操
作
を必

要
とし
な
い

適
用
日

新
型
車

令
和

12
年

9月
／

継
続
生
産
車

令
和

14
年

9月

○
ドラ
イ
バ
ー
へ
の
警
報
に
関
す
る
要
件

•
視
覚
警
報
が
必
須

等

乗
用
車
（
乗
車
定
員

10
人
未
満
）

貨
物
車
（
車
両
総
重
量

3.
5t
以
下
）

停
止

クリ
ー
プ

○
機
能
の
解
除
条
件
に
関
す
る
要
件

•
解
除
中
の
ドラ
イバ

ー
へ
の
表
示

•
機
能
の
復
帰
条
件

等

※
赤
字
は
、今

回
の
改
正
に
より
追
加
され

る
部
分
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令 和 ８ 年 ６ 月 ４ 日 

物流・自動車局車両基準・国際課 

物流・自動車局審査・リコール課 

後後退退時時のの安安全全性性をを高高めめるるラライイトト、、装装備備可可能能にに！！  

～道路運送車両の保安基準等の改正について～ 
 

 

 

 

 

 

 

  

１１．．主主なな改改正正のの概概要要（（詳詳細細はは別別紙紙参参照照））  

車両後退表示投影装置（自動車の後退時に 

車両後方の路面に図柄を投影することにより、 

歩行者や自転車利用者等の周囲の交通に対し 

てその旨を示す灯火）について、自動車への 

備付けを可能とし、備えた場合の要件を規定 

する。（保安基準第 40 条の２関係） 

 

２２．．公公布布・・施施行行  

公 布：令和８年６月４日  

施 行：令和８年６月４日（一部、令和９年４月１日） 

 

 

対象車種：自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、 

三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動 

車を除く。） 

国土交通省では、自動車の安全基準等について、国際的な整合を図りつつ、安全性

等を確保するため、順次、拡充・強化を進めています。 

今般、国連自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）の国際基準の改正に伴い、自

動車の後退時に車両後方の路面に図柄を投影して後退の意図を周囲に示す「車両後退

表示投影装置」に関する要件を、道路運送車両の保安基準等に盛り込みました。 

本装置の普及により、車両の後退を歩行者等に分かりやすく伝えることが可能とな

り、車両と歩行者等の事故の未然防止が期待されます。 

＜問合せ先＞ 

物流・自動車局 車両基準・国際課：松坂、藤澤 

電話 03-5253-8111（内線 42532）、03-5253-8602（直通） 

審査・リコール課：柴崎、佐野 

電話 03-5253-8111（内線 42313）、03-5253-8596（直通） 
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車
両
後
退
表
示
投
影
装
置
に
関
す
る
国
際
基
準

•
新
た
に
車
両
後
退
表
示
投
影
装
置
（
自
動
車
の
後
退
時
に
車
両
後
方
の
路
面
に
図
柄
を
投
影
す
る
こ
と
に
よ
り
、
歩
行
者
や
自
転
車
利
用

者
等
の
周
囲
の
交
通
に
対
し
て
そ
の
旨
を
示
す
灯
火
）
の
国
際
基
準
の
改
正
が
国
連
自
動
車
基
準
調
和
世
界
フ
ォ
ー
ラ
ム
（
W
P.
29
）
に
お

い
て
採
択
さ
れ
、
自
動
車
に
車
両
後
退
表
示
投
影
装
置
の
装
備
が
可
能
と
な
る
よ
う
道
路
運
送
車
両
の
保
安
基
準
等
を
改
正
す
る
。

•
本
装
置
に
よ
り
、
車
両
と
歩
行
者
等
と
の
事
故
の
未
然
防
止
が
期
待
で
き
る
。

主
な
要
件

対
象
車
種

自
動
車
（
二
輪
自
動
車
、
側
車
付
二
輪
自
動
車
、
三
輪
自
動
車

並
び
に
カ
タ
ピ
ラ
及
び
そ
り
を
有
す
る
軽
自
動
車
を
除
く
。
）

後
退
灯
の
点
灯
時

作
動
条
件

白
色
の
長
方
形
を
組
み
合
わ
せ
た
表
示
を

最
大
２
セ
ッ
ト
（
図
１
参
照
）

色
・
形
状
等

自
動
車
後
方
の
路
面
の
一
定
範
囲

（
図
２
参
照
）

投
影
可
能
な

範
囲

路
面
に
照
射
す
る
光
の
光
度
は
1
2
,
0
0
0
 
c
d
以
下

た
だ
し
、
雨
天
時
に
お
い
て
は
、
路
面
か
ら
の
反
射
に

よ
る
眩
し
さ
を
低
減
す
る
た
め
、
自
動
的
に
消
灯
又
は

光
度
を
8
,
0
0
0
 
c
d
以
下
に
低
減

光
度

図
１
色
・
形
状
の
イ
メ
ー
ジ

図
２
投
影
可
能
な
範
囲別
紙
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令 和 ８ 年 ６ 月 2 6 日 
物流・自動車局車両基準・国際課 

日本が主導した世界初の自動運転システムの国際基準が合意 
～安全な自動運転車の開発が加速～ 

○ 令和８年6月 23日から 26日に、スイス・ジュネーブにおいて、国連自動車基準調和世界
フォーラム（WP.29*）が開催され、レベル４を含む自動運転システムに関する国際基準が
合意されました。 

○ WP.29 傘下の専門家会議において、日本が共同議長として議論をリードし、世界で初めて
策定された基準であり、これにより、我が国の自動車メーカーが安全な自動運転車を効率的
に開発できるようになることが期待されます。 

* WP.29 は、自動車安全・環境基準の国際調和と認証の相互承認を多国間で審議する唯一の場であり、日本も
積極的に参画 

 
１．今回合意された国際基準の概要 
（１）対象車両： レベル３，４を含む自動運転システムを備えた自動車 
（２）具体的な要件 

① 車両の安全性： 交通ルールの遵守や衝突回避、不具合発生時の安全な停止等 
② 製造事業者の組織体制： 安全を確保するための組織体制、社内プロセス等 
③ モニタリング・不具合の改善： 自動運転車のモニタリングを通じた不具合の特定・改善等 

（３）発効時期： 令和９年１月頃 
 
２．国際基準の策定経緯 
令和２年、高速道路等でのレベル 3 の国際基準が合意されましたが、一般道を含むより多くの道路環

境や、レベル４などのより高度な自動運転車の国際基準は策定されていませんでした。このため、日本が
米国、欧州等とともにWP.29 傘下の専門家会議の共同議長を務めて議論を主導し、今般、新たな国
際基準として合意されました。 
 
【参考資料】 
（別添１）自動運転システムの国際基準概要 
（別添２）WP.29 の概要 
 

【問い合わせ先】  
物流・自動車局 車両基準・国際課 島野、山中 
代表：03-5253-8111（内線：42523、42524）、直通：03-5253-8604 

WP.29 における議論の様子 
※副議長を務める猶野車両基準・国際課長 
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⚫
レ
ベ
ル
３
，
４
自
動
運
転
に
関
す
る
国
際
基
準
に
つ
い
て
、

20
26
年
６
月
の

W
P

.2
9で
合
意
。
（
20

27
年
１
月
頃
発
効
見
込
み
）

⚫
日
本
が
提
唱
し
た
「
有
能
で
注
意
深
い
人
間
の
ド
ラ
イ
バ
ー
と
同
等
以
上
の
安
全
性
」確
保
が
前
提
。

⚫
製
造
事
業
者
は
、
当
局
に
対
し
て
事
前
に
①①
車車
両両
のの
安安
全全
性性
、
②②
組組
織織
体体
制制
の
説
明
を
行
い
、
安
全
要
件
へ
の
適
合
性
が

確
認
さ
れ
、
市
場
に
投
入
さ
れ
た
後
も
継
続
的
な
③ ③
モモ
ニニ
タタ
リリ
ンン
ググ
・・
不不
具具
合合
のの
改改
善善
が
必
要
。

①①
車車
両両
のの
安安
全全
性性

②②
組組
織織
体体
制制

③③
モモ
ニニ
タタ
リリ
ンン
ググ
・・
不不
具具
合合
のの
改改
善善

製製
造造
前前
のの
安安
全全
確確
保保

市市
場場
投投
入入
後後
のの
安安
全全
確確
保保

➢
交
通
状
況
に
応
じ
た
挙
動

⚫
交
通
ル
ー
ル
の
順
守
、
衝
突
回
避

⚫
不
具
合
発
生
時
等
の
安
全
な
停
止

➢
乗
員
へ
の
情
報
提
供
、
誤
操
作
防
止

➢
作
動
状
態
の
記
録
、
サ
イ
バ
ー
セ

キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確
保

➢
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム

 (
S
M
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国自整第５９号の２    

令和７年６月１１日    

 

 

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

 沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

 

物流・自動車局自動車整備課長  

（公印省略） 

 

 

点検整備済ステッカーが示す次回の定期点検時期等について 

 

 

標記について、別添のとおり一般社団法人自動車整備振興会連合会会長に通知しま

したので了知されるとともに、使用者等から同種照会等があった場合には、参考とさ

れたい。 

 

 

  

                                               

国 自 整 第 ５ ９ 号   

令和７年６月１１日    

 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会会長 殿 

 

 

 

国土交通省物流・自動車局自動車整備課長 

（公印省略） 

 

 

点検整備済ステッカーが示す次回の定期点検時期等について 

 

 

令和７年４月より、繁忙期対策として自動車検査証（以下「車検証」という。）の有

効期間が短くなることなく車検を受けられる期間が従来の１ヶ月前から２ヶ月前に

延びましたが、点検整備済ステッカーが示す次回の定期点検時期について、車検証の

有効期間満了の年月に合わせることにより、次回の定期点検を実施すべき時期が道路

運送車両法に規定された時期を経過した年月としてしまうおそれがあります。 

定期点検整備と車検は同時期に実施することが一般的であり、自動車整備業界全体

の繁忙期の平準化のためには、定期点検整備についても、車検の有効期間満了日を待

たずに実施することが望ましいところ、貴会傘下会員に対し、下記の事項について周

知徹底を図るとともに、統一的な運用が行われるようご対応方お願いいたします。 

 

記 

 

１．点検整備済ステッカーが示す次回の定期点検を実施すべき時期については、道路

運送車両法に基づく時期（定期点検整備を完了した日の３月後、６月後または 12 月

後）とすること。 

 

２．使用者等に対し、法令に基づく定期点検整備実施の必要性とともに、定期点検整

備と車検をあわせて実施する際には、車検の有効期間満了日を待つことなく定期点

検整備と車検を実施することで混雑緩和につながることの周知を行うこと。 

 

別添 
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国 自 貨 第 ３ ４ ７ 号   

国 自 安 第 ８ ９ 号   

国 自 整 第 １ ３ ０ 号   

令和７年９月３ ０日   

 

 

関東運輸局 

自 動 車 交 通 部 長 殿 

自動車監査指導部長 殿 

自動車技術安全部長 殿 

 

 

 

物流・自動車局貨物流通事業課長  

安 全 政 策 課 長  

自動車整備課長  

（公印省略） 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止に係る令和７年度緊急対策の実施について 

 

 

 大型車の車輪脱落事故防止については、平成３０年度より事故防止のための緊急対策を

策定し積極的に取り組んできたところであるが、令和６年度の事故発生件数は１２０件（う

ち３件は人身事故）となり、前年度より２２件減少したものの依然として多くの車輪脱落

事故が発生していることを踏まえ、平成２９年度に設置した「大型車の車輪脱落事故防止

対策に係る連絡会」において、大型車の車輪脱落事故防止「令和７年度緊急対策」を取り

まとめ、別添１のとおり取り組むこととしたので、関係団体と連携して積極的に取り組ま

れたい。 

 なお、自動車関係団体あてに別紙により通知していることを申し添える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 自 貨 第 ３ ４ ７ 号   

国 自 安 第 ８ ９ 号   

国 自 整 第 １ ３ ０ 号   

令和７年９月３０日   

 

一般社団法人 日本自動車工業会会長 殿 

公益社団法人 全日本トラック協会会長 殿 

公益社団法人 日本バス協会会長 殿 

一般社団法人 全国自家用自動車協会会長 殿 

一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会会長 殿 

一般社団法人 日本自動車販売協会連合会会長 殿 

全国タイヤ商工協同組合連合会会長 殿 

一般社団法人 日本自動車タイヤ協会会長 殿 

全国石油商業組合連合会会長 殿 

一般社団法人 日本自動車車体工業会会長 殿 

日本自動車輸入組合理事長 殿 

一般社団法人 日本自動車機械工具協会会長 殿 

一般社団法人 日本自動車機械器具工業会会長 殿 

一般社団法人 自動車用品小売業協会会長 殿 

日本自動車車体整備協同組合連合会会長 殿 

 

 

国土交通省 

物流・自動車局貨物流通事業課長  

安 全 政 策 課 長  

自動車整備課長  

（公印省略） 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止に係る令和７年度緊急対策の実施について 

 

 

 大型車の車輪脱落事故防止につきましては、平成３０年度より事故防止のための緊急対

策を策定し積極的に取り組んできたところですが、令和６年度の事故発生件数は１２０件

（うち３件は人身事故）となり、前年度より２２件減少したものの依然として多くの車輪

脱落事故が発生していることを踏まえ、平成２９年度に設置した「大型車の車輪脱落事故

防止対策に係る連絡会」において、大型車の車輪脱落事故防止「令和７年度緊急対策」を

取りまとめ、別添１のとおり取り組むこととしましたので、傘下会員に対し周知されると

ともに、車輪脱落事故防止対策の積極的な取り組みをお願いします。 

 なお、各地方運輸局等あてに別紙により通知していることを申し添えます。 

別 紙 
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別別  添添  １１  

令令和和７７年年９９月月３３００日日  

大大型型車車のの車車輪輪脱脱落落事事故故  

防防止止対対策策にに係係るる連連絡絡会会  

 

大大型型車車のの車車輪輪脱脱落落事事故故防防止止「「令令和和７７年年度度緊緊急急対対策策」」  

 

１１．．緊緊急急対対策策のの概概要要  

令和４年２月に設置された「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会」

において、大型車の車輪脱落事故事例について調査、分析を行い、同年１２月に中間とり

まとめが行われ、当該調査結果から、事故車両の多くにタイヤ脱着作業時のワッシャ付

きホイール・ナットの点検、さび取り清掃や各部位への潤滑剤の塗布、さらにはホイー

ル・ナットが円滑に回るかの確認が不十分であるほか、適切なタイヤ脱着作業やタイヤ

脱着作業後の増し締めが実施されていない等の問題点が確認されており、これまで、こ

れら事項に係る防止について周知徹底を図ってきたところであるが、依然として同種事

例が確認されている状況を踏まえ、大型車のタイヤ脱着や保守を行う関係者に対して、

適切なタイヤ脱着作業や保守管理の重要性について周知・啓発することとする。 

例年車輪脱落事故は冬用タイヤへの交換から１～２ヶ月後が多くを占めており、積雪

予報が発せられた直後に交換作業が集中し、作業ミスが発生しやすい状況にある。作業

ミスの発生に対しては、検知システム等の導入によるハード対策も今後期待される一方、

外注作業の場合に必要な工具等の全てを有していなかったことによるものを含め、不適

切な脱着作業が行われていた事例が確認されていることから、必要な工具等を用い、作

業時間に余裕を持って正しい脱着作業を行えるべく通常の降雪時期を待たず早期に冬用

タイヤに交換するなど、冬用タイヤ交換の適切な作業を前提とした作業平準化を推進す

る。 

 

２２．．国国土土交交通通省省実実施施事事項項  

（（１１））事事故故防防止止対対策策をを推推進進すするるたためめのの広広報報・・啓啓発発活活動動  

 本省、各地方運輸局等（各地方運輸局及び沖縄総合事務局）及び各運輸支局等

（神戸運輸監理部兵庫陸運部及び沖縄総合事務局陸運事務所を含む。以下同じ。）

は、大型車の車輪脱落事故防止対策に係る連絡会（以下「連絡会」という。）構成

団体と協力し、本省や連絡会で制作したポスター、チラシ、適切なタイヤ脱着・

保守管理作業手順や事故防止啓発動画を用いて、大型車の使用者に対しての広報

活動を実施する。 

（（２２））事事故故防防止止対対策策のの徹徹底底をを図図るるたためめのの周周知知・・指指導導  

①  各地方運輸局等及び各運輸支局等は、整備管理者研修等において、大型車の車

輪脱落事故の発生状況を紹介し、「自動車の点検及び整備に関する手引き」等を
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活用した適切なタイヤ脱着作業及び、タイヤ脱着後の保守管理を実施するよう、

周知・指導を図る。 

②  各地方運輸局等及び各運輸支局等は、街頭検査や高速道路等のサービスエリ

アやパーキングエリア、トラックターミナル等を活用した大型車のホイール・ナ

ットの緩みの点検等を通じて、大型車の使用者に対して適切なタイヤ脱着作業

及び、タイヤ脱着後の保守管理の実施を呼びかける。なお、実施に当たっては積

極的に地方報道機関へ取材要請を働きかける。 

③  各地方運輸局等及び各運輸支局等は、整備工場やタイヤショップ等に対して

適切なタイヤ脱着作業及びタイヤ脱着後の保守管理の重要性について周知する。 

④  各地方運輸局等及び各運輸支局等は、運送事業者に対して、４．（１）及び（２）

の取り組み状況を別添２－１又は２－２により確認し、同事故防止対策の取り

組みが不十分なときは、積極的な取り組みを実施するよう指導する。 

⑤  本省等は連絡会構成団体の協力を得て、ホイール・ナットの緩みの総点検を実

施するよう各運送事業者へ要請する（年末年始の安全総点検関係）。 

（（３３））地地方方独独自自のの実実施施事事項項  

各地方運輸局等及び各運輸支局等は、上記（１）及び（２）の取り組みのほか、

地域の実情を踏まえた独自の取り組み期間や対策を追加して実施することも可

能とする。なお、追加実施事項について連絡会構成団体の地方組織の協力が必要

な場合は、その旨依頼する。 

 

３３．．連連絡絡会会構構成成団団体体共共通通実実施施事事項項  

（（１１））事事故故防防止止対対策策をを推推進進すするるたためめのの広広報報・・啓啓発発活活動動  

連絡会構成団体は、傘下会員に対して、本省や連絡会で制作したポスター、チ

ラシ、事故防止啓発映像等を用いて、適切なタイヤ脱着作業及び保守管理を実施

するように周知・啓発する。また、傘下会員は連絡会構成団体から実施事項の協

力依頼があったときは、その取り組みの実施に協力する。 

（（２２））事事故故防防止止対対策策のの徹徹底底をを図図るるたためめのの調調査査・・指指導導  

連絡会構成団体の地方組織は、各運輸支局等から街頭検査の機会を活用した

取り組みについて協力要請があった場合は、これに協力する。 

（（３３））地地方方独独自自のの実実施施事事項項  

連絡会構成団体の地方組織は、各地方運輸局等又は各運輸支局等から地方独

自の実施事項の協力依頼があったときは、その取り組みの実施に協力する。 

 

４４．．連連絡絡会会構構成成団団体体別別実実施施事事項項  

 全全日日本本トトララッックク協協会会、、日日本本ババスス協協会会  

（１）傘下会員に対して、余裕を持って正しい脱着作業を行えるよう、冬用タイヤ交 

換の平準化を推進するとともに、これまで取り組んできた以下の実施事項につい

て、引き続き取り組むよう周知・徹底を図る。 
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別別  添添  １１  

令令和和７７年年９９月月３３００日日  

大大型型車車のの車車輪輪脱脱落落事事故故  

防防止止対対策策にに係係るる連連絡絡会会  

 

大大型型車車のの車車輪輪脱脱落落事事故故防防止止「「令令和和７７年年度度緊緊急急対対策策」」  

 

１１．．緊緊急急対対策策のの概概要要  

令和４年２月に設置された「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会」

において、大型車の車輪脱落事故事例について調査、分析を行い、同年１２月に中間とり

まとめが行われ、当該調査結果から、事故車両の多くにタイヤ脱着作業時のワッシャ付

きホイール・ナットの点検、さび取り清掃や各部位への潤滑剤の塗布、さらにはホイー

ル・ナットが円滑に回るかの確認が不十分であるほか、適切なタイヤ脱着作業やタイヤ

脱着作業後の増し締めが実施されていない等の問題点が確認されており、これまで、こ

れら事項に係る防止について周知徹底を図ってきたところであるが、依然として同種事

例が確認されている状況を踏まえ、大型車のタイヤ脱着や保守を行う関係者に対して、

適切なタイヤ脱着作業や保守管理の重要性について周知・啓発することとする。 

例年車輪脱落事故は冬用タイヤへの交換から１～２ヶ月後が多くを占めており、積雪

予報が発せられた直後に交換作業が集中し、作業ミスが発生しやすい状況にある。作業

ミスの発生に対しては、検知システム等の導入によるハード対策も今後期待される一方、

外注作業の場合に必要な工具等の全てを有していなかったことによるものを含め、不適

切な脱着作業が行われていた事例が確認されていることから、必要な工具等を用い、作

業時間に余裕を持って正しい脱着作業を行えるべく通常の降雪時期を待たず早期に冬用

タイヤに交換するなど、冬用タイヤ交換の適切な作業を前提とした作業平準化を推進す

る。 

 

２２．．国国土土交交通通省省実実施施事事項項  

（（１１））事事故故防防止止対対策策をを推推進進すするるたためめのの広広報報・・啓啓発発活活動動  

 本省、各地方運輸局等（各地方運輸局及び沖縄総合事務局）及び各運輸支局等

（神戸運輸監理部兵庫陸運部及び沖縄総合事務局陸運事務所を含む。以下同じ。）

は、大型車の車輪脱落事故防止対策に係る連絡会（以下「連絡会」という。）構成

団体と協力し、本省や連絡会で制作したポスター、チラシ、適切なタイヤ脱着・

保守管理作業手順や事故防止啓発動画を用いて、大型車の使用者に対しての広報

活動を実施する。 

（（２２））事事故故防防止止対対策策のの徹徹底底をを図図るるたためめのの周周知知・・指指導導  

①  各地方運輸局等及び各運輸支局等は、整備管理者研修等において、大型車の車

輪脱落事故の発生状況を紹介し、「自動車の点検及び整備に関する手引き」等を
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活用した適切なタイヤ脱着作業及び、タイヤ脱着後の保守管理を実施するよう、

周知・指導を図る。 

②  各地方運輸局等及び各運輸支局等は、街頭検査や高速道路等のサービスエリ

アやパーキングエリア、トラックターミナル等を活用した大型車のホイール・ナ

ットの緩みの点検等を通じて、大型車の使用者に対して適切なタイヤ脱着作業

及び、タイヤ脱着後の保守管理の実施を呼びかける。なお、実施に当たっては積

極的に地方報道機関へ取材要請を働きかける。 

③  各地方運輸局等及び各運輸支局等は、整備工場やタイヤショップ等に対して

適切なタイヤ脱着作業及びタイヤ脱着後の保守管理の重要性について周知する。 

④  各地方運輸局等及び各運輸支局等は、運送事業者に対して、４．（１）及び（２）

の取り組み状況を別添２－１又は２－２により確認し、同事故防止対策の取り

組みが不十分なときは、積極的な取り組みを実施するよう指導する。 

⑤  本省等は連絡会構成団体の協力を得て、ホイール・ナットの緩みの総点検を実

施するよう各運送事業者へ要請する（年末年始の安全総点検関係）。 

（（３３））地地方方独独自自のの実実施施事事項項  

各地方運輸局等及び各運輸支局等は、上記（１）及び（２）の取り組みのほか、

地域の実情を踏まえた独自の取り組み期間や対策を追加して実施することも可

能とする。なお、追加実施事項について連絡会構成団体の地方組織の協力が必要

な場合は、その旨依頼する。 

 

３３．．連連絡絡会会構構成成団団体体共共通通実実施施事事項項  

（（１１））事事故故防防止止対対策策をを推推進進すするるたためめのの広広報報・・啓啓発発活活動動  

連絡会構成団体は、傘下会員に対して、本省や連絡会で制作したポスター、チ

ラシ、事故防止啓発映像等を用いて、適切なタイヤ脱着作業及び保守管理を実施

するように周知・啓発する。また、傘下会員は連絡会構成団体から実施事項の協

力依頼があったときは、その取り組みの実施に協力する。 

（（２２））事事故故防防止止対対策策のの徹徹底底をを図図るるたためめのの調調査査・・指指導導  

連絡会構成団体の地方組織は、各運輸支局等から街頭検査の機会を活用した

取り組みについて協力要請があった場合は、これに協力する。 

（（３３））地地方方独独自自のの実実施施事事項項  

連絡会構成団体の地方組織は、各地方運輸局等又は各運輸支局等から地方独

自の実施事項の協力依頼があったときは、その取り組みの実施に協力する。 

 

４４．．連連絡絡会会構構成成団団体体別別実実施施事事項項  

 全全日日本本トトララッックク協協会会、、日日本本ババスス協協会会  

（１）傘下会員に対して、余裕を持って正しい脱着作業を行えるよう、冬用タイヤ交 

換の平準化を推進するとともに、これまで取り組んできた以下の実施事項につい

て、引き続き取り組むよう周知・徹底を図る。 

―  59  ―



3 
 

① 整備管理者は、適切なタイヤ脱着作業の実施を確保するため、次の事項を徹底

すること。 

 タイヤ脱着作業日程及び作業時間に余裕を持った、計画的なタイヤ脱着作

業を実施する。特に降雪地を運行する車両がある場合は、１．を踏まえ、

積雪予報が発せられた際に急な作業とならないよう十分配慮する。 

 自社でタイヤ脱着作業を行う際は、正しい知識を有した者に実施させる。 

② 運送事業者は、車輪脱落事故防止のための「お・と・さ・な・い」のポイント
（※）について、社内の整備管理者、運転者及びタイヤ脱着作業者に確実に実施さ

せること。 

特に車輪脱落事故の多い左側後輪や積雪地域、舗装されていない道路を走行

する大型車については、重点的な点検・整備の実施を心がけること。 

③ 整備管理者は、著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・

ホイールでは適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清掃や

潤滑剤の塗布を行ってもさびが著しいディスク・ホイールやひっかかり等の異状

がありスムーズに回らないホイール・ボルト及びホイール・ナットは、使用せず

交換すること。 

特に、ホイール・ボルト、ナットが新品の状態から４年以上経過している車両

は入念に確認すること。 

なお、上記事項については、チラシ「ホイールボルト、ナットやディスクホイ

ール、ハブの錆に注意！」（別紙４）を参考にされたい。 

④ 整備管理者は、増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を、運 

転者やタイヤ脱着作業者に指導すること。なお、整備管理者は、車載工具で増し

締めを行った場合は、必ず帰庫時にトルク・レンチを使用して規定のトルクで締

め付けること。 

（２）依然として、自社でタイヤ脱着作業を行った貨物自動車による車輪脱落事故が 

多く発生していることに鑑み、貨物自動車運送事業者に対しては、以下の実施事 

項を追加して取り組むよう周知・徹底する。 

① 整備管理者は、自社で大型車のタイヤ脱着作業を行うときは、作業者に対し 

て、別紙１のタイヤ脱着作業管理表に沿って作業を実施、その結果を記録させて、

適切なタイヤ脱着作業が行われていることを確認すること。 

② 整備管理者は、別紙１のタイヤ脱着作業管理表を使用して、タイヤ脱着作業 

後の増し締めの実施結果を記録し、確実に増し締めが実施されていることを確認

すること。 

③ 整備管理者は、日常点検実施者に別紙２の日常点検表を使用して、「ホイール・

ナットの緩み及び脱落」、「ホイール・ボルト付近のさび汁痕跡」、「ホイール・ナ

ットから突出しているホイール・ボルトの不揃いの確認」及び「ホイール・ボル

トの折損等の異状」の点検を確実に行わせること。 
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なお、ホイール・ナットの緩みの点検については、点検ハンマによる確認手法

や、ホイール・ナットへマーキング（注 1）を施す、又は、ホイール・ナットの回

転を指示するインジケーター類を装着し、それらのずれを確認する手法により、

ホイール・ナットの緩みの点検（注 2）を確実に実施すること。 

（３）国土交通省から要請される「ホイール・ナットの緩みの総点検」の実施及び結 

果の報告について、傘下会員へ協力依頼すること（年末年始の安全総点検関係）。

（４）全日本トラック協会においては、トルク・レンチを有していない事業所への保 

有を働きかけること。 

 

 全全国国自自家家用用自自動動車車協協会会  

大型車の使用者に対して、冬用タイヤ交換の平準化を推進するとともに、これ 

まで取り組んできた以下の実施事項について、引き続き取り組むよう広報・啓発を

図る。 

①  タイヤ脱着作業日程及び作業時間に余裕を持った、計画的なタイヤ脱着作業

を実施すること。特に、降雪地を運行する車両がある場合は、１．を踏まえ、積

雪予報が発せられた際に急な交換とならないよう十分配慮すること。 

②  大型車のタイヤ脱着作業は、正しい知識を有した者に実施させること。 

③  著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・ホイールでは

適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清掃や潤滑剤の塗布

を行っても、さびが著しいディスク・ホイールや、ひっかかり等の異状がありス

ムーズに回らないホイール・ボルト及びホイール・ナットは、使用せず交換する

こと。 

特に、ホイール・ボルト、ナットが新品の状態から４年以上経過している車   

両は、入念に確認すること。 

なお、上記事項については、チラシ「ホイールボルト、ナットやディスクホイ

ール、ハブの錆に注意！」（別紙４）を参考にされたい。 

④  増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を確認しておくこと。 

なお、車載工具で行った際の締め付けトルクの確認は、必ず帰庫時にトルク・

レンチを使用して規定のトルクで締め付けることにより行うこと。 

⑤  タイヤ脱着作業時の作業確認及びタイヤ脱着作業後の日常点検を、車輪脱落

事故防止のための「お・と・さ・な・い」のポイント（※）を心がけ実施すること。 

 

 日日本本自自動動車車整整備備振振興興会会連連合合会会、、全全国国タタイイヤヤ商商工工協協同同組組合合連連合合会会、、日日本本自自動動車車タタイイヤヤ

協協会会、、日日本本自自動動車車車車体体整整備備協協同同組組合合連連合合会会、、日日本本自自動動車車販販売売協協会会連連合合会会、、全全国国石石油油

商商業業組組合合連連合合会会  

傘下会員に対して、これまで取り組んできた以下の注意事項等について、引き続

き取り組むよう広報・啓発する。 
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① 整備管理者は、適切なタイヤ脱着作業の実施を確保するため、次の事項を徹底

すること。 

 タイヤ脱着作業日程及び作業時間に余裕を持った、計画的なタイヤ脱着作

業を実施する。特に降雪地を運行する車両がある場合は、１．を踏まえ、

積雪予報が発せられた際に急な作業とならないよう十分配慮する。 

 自社でタイヤ脱着作業を行う際は、正しい知識を有した者に実施させる。 

② 運送事業者は、車輪脱落事故防止のための「お・と・さ・な・い」のポイント
（※）について、社内の整備管理者、運転者及びタイヤ脱着作業者に確実に実施さ

せること。 

特に車輪脱落事故の多い左側後輪や積雪地域、舗装されていない道路を走行

する大型車については、重点的な点検・整備の実施を心がけること。 

③ 整備管理者は、著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・

ホイールでは適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清掃や

潤滑剤の塗布を行ってもさびが著しいディスク・ホイールやひっかかり等の異状

がありスムーズに回らないホイール・ボルト及びホイール・ナットは、使用せず

交換すること。 

特に、ホイール・ボルト、ナットが新品の状態から４年以上経過している車両

は入念に確認すること。 

なお、上記事項については、チラシ「ホイールボルト、ナットやディスクホイ

ール、ハブの錆に注意！」（別紙４）を参考にされたい。 

④ 整備管理者は、増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を、運 

転者やタイヤ脱着作業者に指導すること。なお、整備管理者は、車載工具で増し

締めを行った場合は、必ず帰庫時にトルク・レンチを使用して規定のトルクで締

め付けること。 

（２）依然として、自社でタイヤ脱着作業を行った貨物自動車による車輪脱落事故が 

多く発生していることに鑑み、貨物自動車運送事業者に対しては、以下の実施事 

項を追加して取り組むよう周知・徹底する。 

① 整備管理者は、自社で大型車のタイヤ脱着作業を行うときは、作業者に対し 

て、別紙１のタイヤ脱着作業管理表に沿って作業を実施、その結果を記録させて、

適切なタイヤ脱着作業が行われていることを確認すること。 

② 整備管理者は、別紙１のタイヤ脱着作業管理表を使用して、タイヤ脱着作業 

後の増し締めの実施結果を記録し、確実に増し締めが実施されていることを確認

すること。 

③ 整備管理者は、日常点検実施者に別紙２の日常点検表を使用して、「ホイール・

ナットの緩み及び脱落」、「ホイール・ボルト付近のさび汁痕跡」、「ホイール・ナ

ットから突出しているホイール・ボルトの不揃いの確認」及び「ホイール・ボル

トの折損等の異状」の点検を確実に行わせること。 
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なお、ホイール・ナットの緩みの点検については、点検ハンマによる確認手法

や、ホイール・ナットへマーキング（注 1）を施す、又は、ホイール・ナットの回

転を指示するインジケーター類を装着し、それらのずれを確認する手法により、

ホイール・ナットの緩みの点検（注 2）を確実に実施すること。 

（３）国土交通省から要請される「ホイール・ナットの緩みの総点検」の実施及び結 

果の報告について、傘下会員へ協力依頼すること（年末年始の安全総点検関係）。

（４）全日本トラック協会においては、トルク・レンチを有していない事業所への保 

有を働きかけること。 

 

 全全国国自自家家用用自自動動車車協協会会  

大型車の使用者に対して、冬用タイヤ交換の平準化を推進するとともに、これ 

まで取り組んできた以下の実施事項について、引き続き取り組むよう広報・啓発を

図る。 

①  タイヤ脱着作業日程及び作業時間に余裕を持った、計画的なタイヤ脱着作業

を実施すること。特に、降雪地を運行する車両がある場合は、１．を踏まえ、積

雪予報が発せられた際に急な交換とならないよう十分配慮すること。 

②  大型車のタイヤ脱着作業は、正しい知識を有した者に実施させること。 

③  著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・ホイールでは

適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清掃や潤滑剤の塗布

を行っても、さびが著しいディスク・ホイールや、ひっかかり等の異状がありス

ムーズに回らないホイール・ボルト及びホイール・ナットは、使用せず交換する

こと。 

特に、ホイール・ボルト、ナットが新品の状態から４年以上経過している車   

両は、入念に確認すること。 

なお、上記事項については、チラシ「ホイールボルト、ナットやディスクホイ

ール、ハブの錆に注意！」（別紙４）を参考にされたい。 

④  増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を確認しておくこと。 

なお、車載工具で行った際の締め付けトルクの確認は、必ず帰庫時にトルク・

レンチを使用して規定のトルクで締め付けることにより行うこと。 

⑤  タイヤ脱着作業時の作業確認及びタイヤ脱着作業後の日常点検を、車輪脱落

事故防止のための「お・と・さ・な・い」のポイント（※）を心がけ実施すること。 

 

 日日本本自自動動車車整整備備振振興興会会連連合合会会、、全全国国タタイイヤヤ商商工工協協同同組組合合連連合合会会、、日日本本自自動動車車タタイイヤヤ

協協会会、、日日本本自自動動車車車車体体整整備備協協同同組組合合連連合合会会、、日日本本自自動動車車販販売売協協会会連連合合会会、、全全国国石石油油

商商業業組組合合連連合合会会  

傘下会員に対して、これまで取り組んできた以下の注意事項等について、引き続

き取り組むよう広報・啓発する。 

―  61  ―



5 
 

なお、タイヤメーカーにあっては、自社販売の流通経路を活用してタイヤ専業店、

タイヤ販売業者へ周知する。 

①  インパクトレンチを用いてホイール・ナットを締め付ける際は、締め過ぎに注

意し、最後にトルク・レンチを使用して必ず規定トルクで締め付けること。 

②  ホイール・ナットの規定トルクでの締め付け及びホイールに適合したボルト、

ナットを使用すること。 

特に、脱落の多い左側後輪や積雪地域、舗装されていない道路を走行する大

型車について、重点的に確認すること。 

③  入庫する大型車の使用者に対して、車輪脱落事故防止のための「お・と・さ・

な・い」のポイント（※）について周知すること。 

特に、脱落の多い左側後輪や積雪地域、舗装されていない道路を走行する大

型車について、重点的な点検を実施するよう周知・啓発すること。 

④  著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・ホイールでは、

適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清掃や潤滑剤の塗布

を行っても、さびが著しいディスク・ホイールや、ひっかかり等の異状がありス

ムーズに回らないホイール・ボルト及びホイール・ナットは、使用せず交換が必

要であることを大型車の使用者に理解してもらうよう努めること。 

     なお、上記周知については、チラシ「ホイールボルト、ナットやディスクホ

イール、ハブの錆に注意！」（別紙４）を活用されたい。 

⑤  タイヤ脱着作業依頼により入庫する大型車の使用者から、ホイール･ナットへ

のマーキングや、ホイール･ナット回転指示インジケーター類の施工依頼があっ

た場合には、これに応じ適切に対応すること。 

⑥  タイヤ脱着作業者においても、大型車のタイヤ脱着作業の際は、別紙１のタイ

ヤ脱着作業管理表に沿った作業を行い、依頼者へ作業完了報告するよう努める

とともに、事業場以外で行う脱着作業に際しても必ず必要な工具等（トルク・レ

ンチ類、給脂に必要な潤滑剤、清掃用具、新品ナットなど）を持参・使用するこ

と。 

また、タイヤ脱着作業後の増し締めの重要性を周知・啓発し、確実な増し締め

の実施を促すこと。 

 

 日日本本自自動動車車工工業業会会、、日日本本自自動動車車車車体体工工業業会会、、日日本本自自動動車車輸輸入入組組合合  

（１）傘下会員に対して、これまで取り組んできた以下の事項について、引き続き取り

組むよう広報・啓発する。 

①  大型車の使用者に対して、車輪脱落事故防止のための「お・と・さ・な・い」

のポイント（※）の確実な実施を周知すること。特に、脱落の多い左側後輪や積雪

地域、舗装されていない道路を走行する大型車について、重点的に確認するよう

啓発すること。 
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②  著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・ホイールでは、

適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清掃や潤滑剤の塗布

を行っても、さびが著しいディスク・ホイールや、ひっかかり等の異状がありス

ムーズに回らないホイール・ボルト及びホイール・ナットは、使用せず交換が必

要であることを啓発すること。 

なお、上記啓発については、チラシ「ホイールボルト、ナットやディスクホ  

イール、ハブの錆に注意！」（別紙４）を活用されたい。 

（２）日本自動車工業会においては、上記（１）のほか、以下の事項について取り組むこ

と。 

   ① 大型車の使用者等に対して、車輪脱落予兆検知装置の導入意義、有効性等をＷ

ＥＢ動画により多角的に伝えるとともに、チラシを配布し当該装置の認知度の

向上及び普及を図ること。 

② 自社系列サービス工場に対し、上記（１）①及び②について周知を図るととも

に、タイヤ脱着作業時における点検・清掃や潤滑剤の塗布、ホイール・ナットの

締め付け作業等が適切に行われるよう周知すること。 

 

 日日本本自自動動車車機機械械工工具具協協会会、、日日本本自自動動車車機機械械器器具具工工業業会会、、自自動動車車用用品品小小売売業業協協会会  

傘下会員に対して、これまで取り組んできたタイヤ脱着作業に使用する器具等を

販売する際、正しい使用方法や、トルク・レンチは定期的な校正が必要であること

について、引き続きタイヤ脱着作業器具等購入者への説明を徹底するよう、周知す

ること。 

 

５５．．大大型型車車のの車車輪輪脱脱落落事事故故防防止止キキャャンンペペーーンンのの実実施施  

  この大型車の車輪脱落事故防止対策は、大型車の使用者が車輪脱落事故を防止する

ため、常日頃から継続的に取り組むものであるが、特に例年１０月以降の冬用タイヤ交

換時期において車輪脱落事故が多発している状況を鑑み、令和７年１０月から令和８

年２月末までの間を大型車の車輪脱落事故防止キャンペーン実施期間として、全国的

に展開し大型車の車輪脱落事故防止対策の徹底を図る取り組みを実施する。 

 

注１  ホイール・ナットへのマーキング（合いマーク）は、目視によりホイール・ナットの緩みを

確認可能とする措置であるため、以下の点に留意して施工する。 

 マーキングは、対象となるナットが緩んでいないことを確認し、施工する必要がある。 

 マーキングは、ボルト、ナットに連続して記入する。できれば、座金、ホイール面まで連続

して記入することが望ましい。 

 マーキングは、増し締め実施後に施工する。タイヤ脱着時にマーキングを施工したときは、

増し締め実施後に再度、マーキングを施工する。この場合、以前のマーキングを消して新た

に施工するか、以前のマーキングは残し色違いのマーキングを施工するかのいずれかによる。 
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なお、タイヤメーカーにあっては、自社販売の流通経路を活用してタイヤ専業店、

タイヤ販売業者へ周知する。 

①  インパクトレンチを用いてホイール・ナットを締め付ける際は、締め過ぎに注

意し、最後にトルク・レンチを使用して必ず規定トルクで締め付けること。 

②  ホイール・ナットの規定トルクでの締め付け及びホイールに適合したボルト、

ナットを使用すること。 

特に、脱落の多い左側後輪や積雪地域、舗装されていない道路を走行する大

型車について、重点的に確認すること。 

③  入庫する大型車の使用者に対して、車輪脱落事故防止のための「お・と・さ・

な・い」のポイント（※）について周知すること。 

特に、脱落の多い左側後輪や積雪地域、舗装されていない道路を走行する大

型車について、重点的な点検を実施するよう周知・啓発すること。 

④  著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・ホイールでは、

適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清掃や潤滑剤の塗布

を行っても、さびが著しいディスク・ホイールや、ひっかかり等の異状がありス

ムーズに回らないホイール・ボルト及びホイール・ナットは、使用せず交換が必

要であることを大型車の使用者に理解してもらうよう努めること。 

     なお、上記周知については、チラシ「ホイールボルト、ナットやディスクホ

イール、ハブの錆に注意！」（別紙４）を活用されたい。 

⑤  タイヤ脱着作業依頼により入庫する大型車の使用者から、ホイール･ナットへ

のマーキングや、ホイール･ナット回転指示インジケーター類の施工依頼があっ

た場合には、これに応じ適切に対応すること。 

⑥  タイヤ脱着作業者においても、大型車のタイヤ脱着作業の際は、別紙１のタイ

ヤ脱着作業管理表に沿った作業を行い、依頼者へ作業完了報告するよう努める

とともに、事業場以外で行う脱着作業に際しても必ず必要な工具等（トルク・レ

ンチ類、給脂に必要な潤滑剤、清掃用具、新品ナットなど）を持参・使用するこ

と。 

また、タイヤ脱着作業後の増し締めの重要性を周知・啓発し、確実な増し締め

の実施を促すこと。 

 

 日日本本自自動動車車工工業業会会、、日日本本自自動動車車車車体体工工業業会会、、日日本本自自動動車車輸輸入入組組合合  

（１）傘下会員に対して、これまで取り組んできた以下の事項について、引き続き取り

組むよう広報・啓発する。 

①  大型車の使用者に対して、車輪脱落事故防止のための「お・と・さ・な・い」

のポイント（※）の確実な実施を周知すること。特に、脱落の多い左側後輪や積雪

地域、舗装されていない道路を走行する大型車について、重点的に確認するよう

啓発すること。 
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②  著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・ホイールでは、

適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清掃や潤滑剤の塗布

を行っても、さびが著しいディスク・ホイールや、ひっかかり等の異状がありス

ムーズに回らないホイール・ボルト及びホイール・ナットは、使用せず交換が必

要であることを啓発すること。 

なお、上記啓発については、チラシ「ホイールボルト、ナットやディスクホ  

イール、ハブの錆に注意！」（別紙４）を活用されたい。 

（２）日本自動車工業会においては、上記（１）のほか、以下の事項について取り組むこ

と。 

   ① 大型車の使用者等に対して、車輪脱落予兆検知装置の導入意義、有効性等をＷ

ＥＢ動画により多角的に伝えるとともに、チラシを配布し当該装置の認知度の

向上及び普及を図ること。 

② 自社系列サービス工場に対し、上記（１）①及び②について周知を図るととも

に、タイヤ脱着作業時における点検・清掃や潤滑剤の塗布、ホイール・ナットの

締め付け作業等が適切に行われるよう周知すること。 

 

 日日本本自自動動車車機機械械工工具具協協会会、、日日本本自自動動車車機機械械器器具具工工業業会会、、自自動動車車用用品品小小売売業業協協会会  

傘下会員に対して、これまで取り組んできたタイヤ脱着作業に使用する器具等を

販売する際、正しい使用方法や、トルク・レンチは定期的な校正が必要であること

について、引き続きタイヤ脱着作業器具等購入者への説明を徹底するよう、周知す

ること。 

 

５５．．大大型型車車のの車車輪輪脱脱落落事事故故防防止止キキャャンンペペーーンンのの実実施施  

  この大型車の車輪脱落事故防止対策は、大型車の使用者が車輪脱落事故を防止する

ため、常日頃から継続的に取り組むものであるが、特に例年１０月以降の冬用タイヤ交

換時期において車輪脱落事故が多発している状況を鑑み、令和７年１０月から令和８

年２月末までの間を大型車の車輪脱落事故防止キャンペーン実施期間として、全国的

に展開し大型車の車輪脱落事故防止対策の徹底を図る取り組みを実施する。 

 

注１  ホイール・ナットへのマーキング（合いマーク）は、目視によりホイール・ナットの緩みを

確認可能とする措置であるため、以下の点に留意して施工する。 

 マーキングは、対象となるナットが緩んでいないことを確認し、施工する必要がある。 

 マーキングは、ボルト、ナットに連続して記入する。できれば、座金、ホイール面まで連続

して記入することが望ましい。 

 マーキングは、増し締め実施後に施工する。タイヤ脱着時にマーキングを施工したときは、

増し締め実施後に再度、マーキングを施工する。この場合、以前のマーキングを消して新た

に施工するか、以前のマーキングは残し色違いのマーキングを施工するかのいずれかによる。 
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 マーキングが確認しやすい色（白色、黄色等）を使用する。また、マーキングのずれが目視

で判別できるよう、適当な太さで施工する。 

 マーキングの記入に使用する塗料は、屋外使用に適し、雨や紫外線等に対して耐久性のある

ものを使用する。（例：油性顔料インキ） 

   注２ ISO 方式のホイールにおいて、「ホイール・ナットの緩み」の点検を、ホイール・ナットへのマ

ーキング又はホイール･ナット回転指示インジケーター類による合いマークのずれの確認により

行っても差し支えない。 

 

※印は、以下の「お・と・さ・な・い」のポイント（別紙３啓発チラシの記載内容） 

１．お・・・おとさぬための点検整備 

 事前の正しい点検が大きな事故を未然に防ぐ唯一かつ最善な手段 

２．と・・・トルクレンチで適正締付 

 適正なトルクレンチによる規定トルクの締め付け、タイヤ交換後の増し締めの実施 

  ３．さ・・・さびたナットは清掃・交換 

 ディスク・ホイール取付面、ホイール・ナット当たり面、ハブの取付面、ホイール・ボ

ルト、ナットの錆やゴミ、追加塗装などを除去 

４．な・・・ナット・ワッシャ隙間に給脂 

 ホイール・ボルト、ナットのねじ部と、ナットとワッシャのすき間にエンジンオイルな

ど指定の潤滑油を薄く塗布し、回転させてなじませる 

    ５．い・・・いちにち一度は緩みの点検 

 運行前に特に脱落が多い左後輪を中心にボルト、ナットを目視や直接触るなどして点

検 

 

 

貨物自動車運送事業者の皆様へ 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止対策「令和７年度緊急対策」について 

 

大型車の車輪脱落事故が増加していますので、以下の事故防止対策について

積極的な取り組みをお願いいたします。 

 

１．事業主・会社代表者の方へ 

 

車輪脱落事故防止のための「お・と・さ・な・い」のポイント（※）について、

自社内の整備管理者、運転者及びタイヤ脱着作業者に周知徹底を図ってくだ

さい。 

※別紙３のチラシを参照 

２．整備管理者・補助者の方へ 

 

 作業時間に余裕を持った、計画的なタイヤ脱着作業を実施してください。

特に降雪地を運行する車両がある場合は、積雪予報が発せられた際に急

な交換とならないよう十分配慮してください。 

 自社内でタイヤ脱着作業を行う際は、正しい知識を有した者が実施して

ください。 

 著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・ホイー

ルでは、適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清

掃や潤滑剤の塗布を行っても、さびが著しいディスク・ホイールや、ひ

っかかり等の異状がありスムーズに回らないホイール・ボルト及びホイ

ール・ナットは、使用せず交換してください。 

   ※別紙４のチラシを参照 

 車輪脱落事故の多い左側後輪について重点的に点検してください。 

 積雪地域や舗装されていない道路を走行する大型車について、入念に点

検してください。 

 増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を運転者やタイ

ヤ脱着作業者に指導してください。なお、車載工具で増し締めを行った

場合は、必ず帰庫時にトルク・レンチを使用して規定のトルクで締め付

けてください。また、トルク・レンチは校正が必要ですので留意してく

ださい。 

 

 

別添２－１ 
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 マーキングが確認しやすい色（白色、黄色等）を使用する。また、マーキングのずれが目視

で判別できるよう、適当な太さで施工する。 

 マーキングの記入に使用する塗料は、屋外使用に適し、雨や紫外線等に対して耐久性のある

ものを使用する。（例：油性顔料インキ） 

   注２ ISO 方式のホイールにおいて、「ホイール・ナットの緩み」の点検を、ホイール・ナットへのマ

ーキング又はホイール･ナット回転指示インジケーター類による合いマークのずれの確認により

行っても差し支えない。 

 

※印は、以下の「お・と・さ・な・い」のポイント（別紙３啓発チラシの記載内容） 

１．お・・・おとさぬための点検整備 

 事前の正しい点検が大きな事故を未然に防ぐ唯一かつ最善な手段 

２．と・・・トルクレンチで適正締付 

 適正なトルクレンチによる規定トルクの締め付け、タイヤ交換後の増し締めの実施 

  ３．さ・・・さびたナットは清掃・交換 

 ディスク・ホイール取付面、ホイール・ナット当たり面、ハブの取付面、ホイール・ボ

ルト、ナットの錆やゴミ、追加塗装などを除去 

４．な・・・ナット・ワッシャ隙間に給脂 

 ホイール・ボルト、ナットのねじ部と、ナットとワッシャのすき間にエンジンオイルな

ど指定の潤滑油を薄く塗布し、回転させてなじませる 

    ５．い・・・いちにち一度は緩みの点検 

 運行前に特に脱落が多い左後輪を中心にボルト、ナットを目視や直接触るなどして点

検 

 

 

貨物自動車運送事業者の皆様へ 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止対策「令和７年度緊急対策」について 

 

大型車の車輪脱落事故が増加していますので、以下の事故防止対策について

積極的な取り組みをお願いいたします。 

 

１．事業主・会社代表者の方へ 

 

車輪脱落事故防止のための「お・と・さ・な・い」のポイント（※）について、

自社内の整備管理者、運転者及びタイヤ脱着作業者に周知徹底を図ってくだ

さい。 

※別紙３のチラシを参照 

２．整備管理者・補助者の方へ 

 

 作業時間に余裕を持った、計画的なタイヤ脱着作業を実施してください。

特に降雪地を運行する車両がある場合は、積雪予報が発せられた際に急

な交換とならないよう十分配慮してください。 

 自社内でタイヤ脱着作業を行う際は、正しい知識を有した者が実施して

ください。 

 著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・ホイー

ルでは、適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清

掃や潤滑剤の塗布を行っても、さびが著しいディスク・ホイールや、ひ

っかかり等の異状がありスムーズに回らないホイール・ボルト及びホイ

ール・ナットは、使用せず交換してください。 

   ※別紙４のチラシを参照 

 車輪脱落事故の多い左側後輪について重点的に点検してください。 

 積雪地域や舗装されていない道路を走行する大型車について、入念に点

検してください。 

 増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を運転者やタイ

ヤ脱着作業者に指導してください。なお、車載工具で増し締めを行った

場合は、必ず帰庫時にトルク・レンチを使用して規定のトルクで締め付

けてください。また、トルク・レンチは校正が必要ですので留意してく

ださい。 
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３．対策のポイント 

 

  依然として、自社でタイヤ脱着した大型車による車輪脱落事故が多発して

いることを踏まえた対策 

 自社内で大型車のタイヤ脱着作業を行うときは、作業者に別紙１の「タ

イヤ脱着作業管理表」に沿って作業を実施し、その結果を記録してく

ださい。 

 タイヤ脱着作業完了後、別紙１の「タイヤ脱着作業管理表」をもとに適

正なタイヤ脱着作業が行われていることを確認してください。 

 別紙１の「タイヤ脱着作業管理表」を使用し、増し締めの実施結果を記

録してください。 

 点検実施者に別紙２の「日常点検表」を使用し、「ディスク・ホイール

の取付状態」の点検を確実に行ってください。 

 増し締め実施後、点検ハンマによる確認手法、ホイール・ナットへマー

キング（注１）を施す、又は、インジケーター類を装着し、それらのずれ

を確認する手法により、ホイール・ナットの緩みの点検（注２）を確実に

確認してください。 

 

 

注１ ホイール・ナットへのマーキング（合いマーク）は、目視によりホイール・ナットの緩

みを確認可能とする措置であるため、以下の点に留意して施工する。 

 マーキングは、対象となるナットが緩んでいないことを確認し、施工する必要がある。 

 マーキングは、ボルト、ナットに連続して記入する。できれば、座金、ホイール面まで

連続して記入することが望ましい。 

 マーキングは増し締め実施後に施工する。タイヤ脱着時にマーキングを施工したとき

は、増し締め実施後に再度、マーキングを施工する。この場合、以前のマーキングを

消して新たに施工するか、以前のマーキングは残し色違いのマーキングを施工するか

のいずれかによる。 

 マーキングが確認しやすい色（白色、黄色等）を使用する。また、マーキングのずれが

目視で判別できるよう、適当な太さで施工する。 

 マーキングの記入に使用する塗料は、屋外使用に適し、雨や紫外線等に対して耐久性

のあるものを使用する。（例：油性顔料インキ） 

   注２ ISO 方式のホイールにおいて、「ホイール・ナットの緩み」の点検を、ホイール・ナット

へのマーキング又はインジケーター類による合いマークのずれの確認により行っても差し

支えない。 

 

 

 

旅客自動車運送事業者の皆様へ 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止対策「令和７年度緊急対策」について 

 

大型車の車輪脱落事故が増加していますので、以下の事故防止対策について

積極的な取り組みをお願いいたします。 

 

１．事業主・会社代表者の方へ 

 

車輪脱落事故防止のための「お・と・さ・な・い」のポイント（※）について、

自社内の整備管理者、運転者及びタイヤ脱着作業者に周知徹底を図ってくだ

さい。 

※別紙３のチラシを参照 

２．整備管理者・補助者の方へ 

 

 作業時間に余裕を持った、計画的なタイヤ脱着作業を実施してください。

特に降雪地を運行する車両がある場合は、積雪予報が発せられた際に急

な交換とならないよう十分配慮してください。 

 自社内でタイヤ脱着作業を行う際は、正しい知識を有した者に実施させ

てください。 

 著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・ホイー

ルでは、適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清

掃や潤滑剤の塗布を行っても、さびが著しいディスク・ホイールや、ひ

っかかり等の異状がありスムーズに回らないホイール・ボルト及びホイ

ール・ナットは、使用せず交換してください。 

   ※別紙４のチラシを参照 

 車輪脱落事故の多い左側後輪について重点的に点検してください。 

 積雪地域や舗装されていない道路を走行する大型車について、入念に点

検してください。 

 増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を運転者やタイ

ヤ脱着作業者に指導してください。なお、車載工具で増し締めを行った

場合は、必ず帰庫時にトルク・レンチを使用して規定のトルクで締め付

けてください。また、トルク・レンチは校正が必要ですので留意してく

ださい。 
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３．対策のポイント 

 

  依然として、自社でタイヤ脱着した大型車による車輪脱落事故が多発して

いることを踏まえた対策 

 自社内で大型車のタイヤ脱着作業を行うときは、作業者に別紙１の「タ

イヤ脱着作業管理表」に沿って作業を実施し、その結果を記録してく

ださい。 

 タイヤ脱着作業完了後、別紙１の「タイヤ脱着作業管理表」をもとに適

正なタイヤ脱着作業が行われていることを確認してください。 

 別紙１の「タイヤ脱着作業管理表」を使用し、増し締めの実施結果を記

録してください。 

 点検実施者に別紙２の「日常点検表」を使用し、「ディスク・ホイール

の取付状態」の点検を確実に行ってください。 

 増し締め実施後、点検ハンマによる確認手法、ホイール・ナットへマー

キング（注１）を施す、又は、インジケーター類を装着し、それらのずれ

を確認する手法により、ホイール・ナットの緩みの点検（注２）を確実に

確認してください。 

 

 

注１ ホイール・ナットへのマーキング（合いマーク）は、目視によりホイール・ナットの緩

みを確認可能とする措置であるため、以下の点に留意して施工する。 

 マーキングは、対象となるナットが緩んでいないことを確認し、施工する必要がある。 

 マーキングは、ボルト、ナットに連続して記入する。できれば、座金、ホイール面まで

連続して記入することが望ましい。 

 マーキングは増し締め実施後に施工する。タイヤ脱着時にマーキングを施工したとき

は、増し締め実施後に再度、マーキングを施工する。この場合、以前のマーキングを

消して新たに施工するか、以前のマーキングは残し色違いのマーキングを施工するか

のいずれかによる。 

 マーキングが確認しやすい色（白色、黄色等）を使用する。また、マーキングのずれが

目視で判別できるよう、適当な太さで施工する。 

 マーキングの記入に使用する塗料は、屋外使用に適し、雨や紫外線等に対して耐久性

のあるものを使用する。（例：油性顔料インキ） 

   注２ ISO 方式のホイールにおいて、「ホイール・ナットの緩み」の点検を、ホイール・ナット

へのマーキング又はインジケーター類による合いマークのずれの確認により行っても差し

支えない。 

 

 

 

旅客自動車運送事業者の皆様へ 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止対策「令和７年度緊急対策」について 

 

大型車の車輪脱落事故が増加していますので、以下の事故防止対策について

積極的な取り組みをお願いいたします。 

 

１．事業主・会社代表者の方へ 

 

車輪脱落事故防止のための「お・と・さ・な・い」のポイント（※）について、

自社内の整備管理者、運転者及びタイヤ脱着作業者に周知徹底を図ってくだ

さい。 

※別紙３のチラシを参照 

２．整備管理者・補助者の方へ 

 

 作業時間に余裕を持った、計画的なタイヤ脱着作業を実施してください。

特に降雪地を運行する車両がある場合は、積雪予報が発せられた際に急

な交換とならないよう十分配慮してください。 

 自社内でタイヤ脱着作業を行う際は、正しい知識を有した者に実施させ

てください。 

 著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・ホイー

ルでは、適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清

掃や潤滑剤の塗布を行っても、さびが著しいディスク・ホイールや、ひ

っかかり等の異状がありスムーズに回らないホイール・ボルト及びホイ

ール・ナットは、使用せず交換してください。 

   ※別紙４のチラシを参照 

 車輪脱落事故の多い左側後輪について重点的に点検してください。 

 積雪地域や舗装されていない道路を走行する大型車について、入念に点

検してください。 

 増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を運転者やタイ

ヤ脱着作業者に指導してください。なお、車載工具で増し締めを行った

場合は、必ず帰庫時にトルク・レンチを使用して規定のトルクで締め付

けてください。また、トルク・レンチは校正が必要ですので留意してく

ださい。 
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別紙１（様式例）

○

○

※

☆

☆

※
☆

○
☆

○

■
△

N･m

■

※

■

△

☆

注

ホイール・ボルト、ナット

ホイール・ナットの当たり面、ハブ取付面の
錆やゴミ、泥などを取り除く。

清
掃
の
実
施

ハブ面

ディスク・ホイール取付面の錆や泥、ゴミな
どを取り除く。

ハブのはめ合い部（インロー部）の錆やゴ
ミ、泥などを取り除く。

ディスク・ホイール

タタイイヤヤ脱脱着着作作業業管管理理表表
登登録録番番号号又又はは車車番番

作作 業業 実実 施施 者者 名名

実実施施日日　　令令和和

整整備備管管理理者者確確認認欄欄

ハブ面

確認・作業内容 結　果
（実施✓・交換×）

ディスク・ホイールの取付面に著しい摩耗や
損傷がないかを確認

実施箇所

年年　　　　月月　　　　日日  

ねじ部につぶれや、やせ、かじりなどがない
かを確認

ナットの座面部（球面座）に錆や傷、ゴミが
ないかを確認

ディスク・ホイール

ホイール・ボルト、ナット

ボルト穴や飾り穴のまわりに亀裂や損傷がな
いかを確認

ホイール・ボルト、ナットの錆やゴミ、泥な
どを取り除く。

対角線順に2～3回に分けて締め付けること(最後の締め付けはトルク・レンチで規定トルクで締め付ける)。

油
脂
類
塗
布
の
実
施

ハブ

ホイール・ナットの締め付け

ハブのはめ合い部（インロー部）に、グリー
スを薄く塗布する。

タイヤ脱着後、50～100km走行後の増し締め
を実施する。

保
守

ホイール・ナット

ホイール・ナットの当たり面に亀裂や損傷、
摩耗がないかを確認

溶接部に亀裂や損傷がないかを確認

○

規定の締め付けトルク値は、車両の「タイヤ空気圧ラベル」の近くに表示されています。

座金（ワッシャ）とナットとのすき間にエン
ジンオイルなどの潤滑剤を薄く塗布する。

タイヤ脱着作業時の締め付けトルク値

ねじ部にエンジンオイルなどの潤滑剤を薄く
塗布する。

ISO方式が対象。ハブのディスク・ホイール取付面、ホイール合わせ面、ホイールと座金（ワッシャ）との
当たり面には、塗装、エンジンオイルなどの油脂類の塗布を行わないよう注意すること。

二硫化モリブデン入りのオイル等は使用しない。また、トレーラの車種によっては潤滑剤の塗布が不要な
箇所もあることに留意すること。

ねじ部にエンジンオイルなどの潤滑剤を薄く
塗布する。

取
付

点
検
の
実
施

亀裂、損傷がないかを確認

ハブへの取付面とディスク・ホイール合わせ
面に摩耗や損傷がないかを確認

ボルトの伸び、著しい錆がないかを確認

ナットの座金（ワッシャ）が、スムーズに回
転するかを確認

ホイール・ナットの増し締め

この内容に沿ったものであれば、自社の様式を使用してもよい。

ホイール・ボルト

座面部（球面座）にエンジンオイルなどの潤
滑剤を薄く塗布する。

JIS方式が対象。
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別紙２（様式例）

踏みしろ

ブレーキのきき

かかり具合

異音

※ 低速、加速の状態

※ 噴射状態

※ 拭き取りの状態

○ 空気圧力の上がり具合

○ 排気音

※ 液量

液量

※ 液量

※ リザーバ・タンク内の液量

※ エンジン・オイルの量

張り具合

損傷

点灯・点滅具合

汚れ

損傷

空気圧

ナット緩み・脱落

ボルト付近さび汁

ボルト突出不揃い、折損

亀裂

損傷

異状な摩耗

※ 溝の深さ

○ タンク内の凝水

※

※

※印の点検は、当該自動車の走行距離・運行時の状態等から判断した適切な時期に行うことで足りる。

○印の項目はエア・ブレーキを用いた自動車の点検項目を示す。

□印の点検は、車両総重量８トン以上又は乗車定員30人以上に該当する車両が対象。

注．ディスク・ホイールの取付状態の点検項目が細分化された内容が点検されるようになっていれば、自社の様式を使用してもよい。

ブレーキのリザーバ・タンク

空気圧力計

エア・タンク

点灯・点滅具合、汚れ、損傷

車
の
周
り
か
ら
の
点
検

ブレーキ・バルブ

ウィンド・ウォッシャ・タンク

バッテリ

運
転
席
で
の
点
検

エ
ン
ジ
ン
・
ル
ー

ム
の
点
検

ファン・ベルト

ラジエータなどの冷却装置

潤滑装置

ワイパー

ブレーキ・ペダル

駐車ブレーキ・レバー
(パーキング・ブレーキ・レバー)

原動機(エンジン）

実実施施日日　　令令和和

日日常常点点検検表表
運運行行管管理理者者（（補補助助者者））確確認認欄欄

整整備備管管理理者者（（補補助助者者））確確認認欄欄

点検箇所

年年　　　　月月　　　　日日  

点検項目
点検結果
(○・×)

登登録録番番号号又又はは車車番番

点点検検実実施施者者（（運運転転者者））名名

ブレーキ・ペダル
ブレーキ・ドラムとライニングと
のすき間

前日・前回の運行におい
て異状が認められた箇所

○

※ かかり具合、異音

ウィンド・ウォッシャ

引きしろ（踏みしろ）

タイヤ

□ ディスク・ホイールの取付状態

亀裂、損傷

ブレーキ・チャンバのロッドのス
トローク

踏みしろ、ブレーキのきき

灯火装置（前照灯・車幅灯・尾灯・
制動灯・後退灯・番号灯・側方灯・
反射器）、方向指示器

※ 張り具合、損傷
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国 自 整 第 2 7 9号 

令和８年３月３１日 

 

 

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

 沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

 

物流・自動車局自動車整備課長   

 

 

 

「道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を 

オンラインにより実施する上での留意事項について」の一部改正について 

 

 

 

標記について、別添新旧対照表のとおり改正したので、了知されたい。なお、関係団体あて別

紙のとおり通知したことを申し添える。 

 

 

 

  

国自整第 279号の２ 

令和８年３月３１日 

 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 会長 

一般社団法人日本自動車工業会 会長 

一般社団法人全国軽自動車協会連合会 会長 

一般社団法人日本自動車販売協会連合会 会長 

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会 会長 

一般社団法人日本建設機械工業会 会長 

一般社団法人日本産業車両協会 会長 

一般社団法人日本農業機械工業会 会長 

日本自動車輸入組合 理事長 

日本自動車車体整備協同組合連合会 会長 

ＢＳサミット事業協同組合 会長 

全国自動車電装品整備商工組合連合会 会長 

全国タイヤ商工協同組合連合会 会長 

  全国自動車大学校・整備専門学校協会 会長 

  全国自動車短期大学協会 会長 

  全国自動車教育研究会 会長 

  全国オートバイ協同組合連合会 会長 

 

 

国土交通省物流・自動車局自動車整備課長   

（ 公 印 省 略 ）   

 

 

「道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を 

オンラインにより実施する上での留意事項について」の一部改正について 

 

 

標記につきまして、別紙のとおり各地方運輸局長及び沖縄総合事務局長に対し通知しましたの

で、貴会（貴組合）におかれましては、傘下会員（組合員）に対し周知徹底方お願い致します。 

 

 

殿（単名各通） 

別紙 
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国 自 整 第 2 7 9号 

令和８年３月３１日 

 

 

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

 沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

 

物流・自動車局自動車整備課長   

 

 

 

「道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を 

オンラインにより実施する上での留意事項について」の一部改正について 

 

 

 

標記について、別添新旧対照表のとおり改正したので、了知されたい。なお、関係団体あて別

紙のとおり通知したことを申し添える。 

 

 

 

  

国自整第 279号の２ 

令和８年３月３１日 

 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 会長 

一般社団法人日本自動車工業会 会長 

一般社団法人全国軽自動車協会連合会 会長 

一般社団法人日本自動車販売協会連合会 会長 

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会 会長 

一般社団法人日本建設機械工業会 会長 

一般社団法人日本産業車両協会 会長 

一般社団法人日本農業機械工業会 会長 

日本自動車輸入組合 理事長 

日本自動車車体整備協同組合連合会 会長 

ＢＳサミット事業協同組合 会長 

全国自動車電装品整備商工組合連合会 会長 

全国タイヤ商工協同組合連合会 会長 

  全国自動車大学校・整備専門学校協会 会長 

  全国自動車短期大学協会 会長 

  全国自動車教育研究会 会長 

  全国オートバイ協同組合連合会 会長 

 

 

国土交通省物流・自動車局自動車整備課長   

（ 公 印 省 略 ）   

 

 

「道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を 

オンラインにより実施する上での留意事項について」の一部改正について 

 

 

標記につきまして、別紙のとおり各地方運輸局長及び沖縄総合事務局長に対し通知しましたの

で、貴会（貴組合）におかれましては、傘下会員（組合員）に対し周知徹底方お願い致します。 

 

 

殿（単名各通） 

別紙 
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別
添

 

「
道
路
運
送
車
両
法
の
関
係
省
令
に
基
づ
く
自
動
車
整
備
に
関
す
る
研
修
等
を
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
実
施
す
る
上
で
の
留
意
事
項
に
つ
い
て
」
 

（
令
和
７
年
７
月
８
日
付
け
国
自
整
第
7
0号

）
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
（
新
旧
対
照
表
）
 

（
下
線
部
が
改
正
箇
所
）

 
新

 
旧

 
国

自
整

第
7
0
号

 

令
和
７
年
７
月
８
日
 

国
自

整
第

2
7
9
号

 

最
終
改
正
 
令
和
８
年
３
月
31
日
 

  

各
地
方
運
輸
局
自
動
車
技
術
安
全
部
長
 
殿
 

 
沖
縄
総
合
事
務
局

運
輸
部
長
 
殿
 

 

物
流
・
自
動
車
局
自
動
車
整
備
課
長
 
 
 

 

道
路
運
送
車
両
法
の
関
係
省
令
に
基
づ
く
自
動
車
整
備
に
関
す
る
研
修
等
を
 

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
実
施
す
る
上
で
の
留
意
事
項
に
つ
い
て
 

 

本
文
（
略
）
 

 附
則
 （

令
和
８
年
３
月
3
1日

 
国
自
整
第
２
７
９
号
）
 

本
改
正
規
定
は
、
令
和
８
年
３
月
３
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

  

別
添
 道

路
運
送
車
両
法
の
関
係
省
令
に
基
づ
く
自
動
車
整
備
に
関
す
る
研
修
等
を
 

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
実
施
す
る
上
で
の
留
意
事
項
 

 

国
自

整
第

7
0
号

 

令
和
７
年
７
月
８
日
 

    

各
地
方
運
輸
局
自
動
車
技
術
安
全
部
長
 
殿
 

 
沖
縄
総
合
事
務
局

運
輸
部
長
 
殿
 

 

物
流
・
自
動
車
局
自
動
車
整
備
課
長
 
 
 

 

道
路
運
送
車
両
法
の
関
係
省
令
に
基
づ
く
自
動
車
整
備
に
関
す
る
研
修
等
を
 

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
実
施
す
る
上
で
の
留
意
事
項
に
つ
い
て
 

 

本
文
（
略
）
 

 （
新
設
）
 

   

別
添
 道

路
運
送
車
両
法
の
関
係
省
令
に
基
づ
く
自
動
車
整
備
に
関
す
る
研
修
等
を
 

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
実
施
す
る
上
で
の
留
意
事
項
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別
添

 

第
１
 
共
通
事
項
 

 １
．
基
本
方
針
 

 
「
道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
」
（
昭
和
2
6年

運
輸
省
令
第
7
4
号
）
に
規
定
す
る
整
備
主
任

者
研

修
、

電
子

制
御

装
置

整
備

の
整

備
主

任
者

に
係

る
運

輸
支

局
長

等
が

行
う

講
習

及
び

「
指
定
自
動
車
整
備
事
業
規
則
」
（
昭
和
3
7
年
運
輸
省
令
第
4
9
号
）
に
規
定
す
る
自
動
車
検

査
員
研
修
（
以
下
「
研
修
等
」
と
い
う
。
）
並
び
に
「
自
動
車
整
備
士
技
能
検
定

規
則
」（

昭

和
2
6
年
運
輸
省
令
第
7
1号

）
に
規
定
す
る
自
動
車
整
備
士
養
成
施
設
の
教
育
（
以
下
「
教
育
」

と
い
う
。）

に
つ
い
て
適
用
し
、
研
修
等
は
第
２
を
、
教
育
は
第
３
を
そ
れ
ぞ
れ
適
用
す
る
。 

 （
研
修
等
又
は
教
育
に
お
け
る
留
意
事
項
と
し
て
そ
れ
ぞ
れ
第
２
、
第
３
に
移
設
）
 

 ２
．
配
信
方
式
 

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
研
修
等
を
実
施
す
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
配
信
方
式
を
採
用
す
る

こ
と
。
な
お
、
次
に
掲
げ
る
配
信
方
式
を
複
数
併
用
し
て
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
研
修
等
を
実

施
す
る
こ
と
は
差
し
支
え
な
い
。
 

⑴
 
サ
テ
ラ
イ
ト
配

信
方
式
 

サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
と
は
、
対
面
に
よ
り
講
師
又
は
学
科
指
導
員
が
説
明
等
を
行

う
会
場
（
以
下
「
本
会
場
」
と
い
う
。
）
と
本
会
場
以
外
の
会
場
（
以
下
「
別
会
場
」
と

い
う
。）

を
、
情
報
通
信
機
器
を
通
し
て
、
同
時
に
研
修
等
又
は
教
育
を
行
う
方
式
を
い

う
。
 

⑵
 
ラ
イ
ブ
配
信
方

式
 

ラ
イ
ブ
配
信
方
式
と
は
、
本
会
場
及
び
別
会
場
以
外
の
場
所
に
お
い
て
、
情
報
通
信

機
器
を
通
し
て
、
同
時
か
つ
双
方
向
に
研
修
等
又
は
教
育
を
行
う
方
式
を
い
う
。
 

⑶
 
オ
ン
デ
マ
ン
ド

配
信
方
式
 

オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
と
は
、
本
会
場
及
び
別
会
場
以
外
の
場
所
に
お
い
て
、
情

報
通
信
機
器
を
通
し
て
、
動
画
フ
ァ
イ
ル
を
再
生
し
て
研
修
等
又
は
教
育
を
行
う
方
式

を
い
う
。
 

 

（
新
設
）
 

 １
．
基
本
方
針
 

 
 
「
道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
」
（
昭
和
2
6
年
運
輸
省
令
第
7
4
号
）
に
規
定
す
る
整
備
主

任
者
研
修
、
電
子
制
御
装
置
整
備
の
整
備
主
任
者
に
係
る
運
輸
支
局
長
等
が
行
う
講
習
、「

指

定
自
動
車
整
備
事
業
規
則
」
（
昭
和
3
7
年
運
輸
省
令
第
4
9
号
）
に
規
定
す
る
自
動
車
検
査
員

研
修
及
び
「
自
動
車
整
備
士
技
能
検
定
規
則
」
（
昭
和
2
6
年
運
輸
省
令
第
7
1
号
）
に
規
定
す

る
自
動
車
整
備
士
養
成
施
設
の
教
育
（
以
下
「
研
修
等
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
適
用
す
る
。 

  ２
．
留
意
事
項
 

 ３
．
配
信
方
式
 

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
研
修
等
を
実
施
す
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
配
信
方
式
を
採
用
す
る

こ
と
。
な
お
、
次
に
掲
げ
る
配
信
方
式
を
複
数
併
用
し
て
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
研
修
等
を
実

施
す
る
こ
と
は
差
し
支
え
な
い
。
 

⑴
 
サ
テ
ラ
イ
ト
配

信
方
式
 

サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
と
は
、
対
面
に
よ
り
講
師
が
説
明
等
を
行
う
会
場
（
以
下

「
本
会
場
」
と
い
う
。）

と
本
会
場
以
外
の
会
場
（
以
下
「
別
会
場
」
と
い
う
。
）
を
、

情
報
通
信
機
器
を
通
し
て
、
同
時
に
行
う
方
式
を
い
う
。
 

 

⑵
 
ラ
イ
ブ
配
信
方

式
 

ラ
イ
ブ
配
信
方
式
と
は
、
本
会
場
及
び
別
会
場
以
外
の
場
所
に
お
い
て
、
情
報
通
信

機
器
を
通
し
て
、
同
時
か
つ
双
方
向
に
研
修
等
を
行
う
方
式
を
い
う
。
 

⑶
 
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
 

オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
と
は
、
本
会
場
及
び
別
会
場
以
外
の
場
所
に
お
い
て
、
情

報
通
信
機
器
を
通
し
て
、
動
画
フ
ァ
イ
ル
を
再
生
し
て
研
修
等
を
行
う
方
式
を
い
う
。
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第
２
 
地
方
運
輸
局
長
又
は
運
輸
支
局
長
等
が
行
う
自
動
車
整
備
事
業
に
関
す
る
研
修
等
 

１
．
留
意
事
項
 

⑴
 

受
講

者
の

研
修

等
受

講
機

会
の

拡
大

及
び

負
担

軽
減

並
び

に
整

備
事

業
者

の
業

務
効

率
化
を
図
る
観
点
か
ら
、
研
修
実
施
機
関
の
体
制
を
踏
ま
え
、
対
面
で
の
実
施
に
加
え
て

可
能
な
範
囲
で
オ
ン
ラ
イ
ン
研
修
の
活
用
を
検
討
す
る
よ
う
留
意
す
る
こ
と
。
 

⑵
 
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
研
修
等
を
実
施
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
留
意
す
る
こ
と
。
 

①
 
対
面
に
よ
り
実
施
す
る
場
合
と
同
等
の
教
育
水
準
を
維
持
す
る
こ
と
。
 

②
 
受
講
者
の
な
り
す
ま
し
等
を
防
止
す
る
た
め
に
個
人
Ｉ
Ｄ
や
パ
ス
ワ
ー
ド
の
発
行
、

そ
の
他
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
受
講
者
の
個
人
識
別
を
確
実
に
行
う
こ
と
。
 

③
 
受
講
者
ご
と
に
、
研
修
等
を
受
け
た
日
時
、
研
修
等
の
項
目
名
の
ほ
か
、
必
要
と
な

る
項
目
を
管
理
す
る
な
ど
し
て
受
講
状
況
を
確
実
に
把
握
す
る
こ
と
。
 

④
 

研
修

等
を

行
う

講
師

又
は

そ
の

補
助

者
が

受
講

者
の

受
講

状
況

を
適

切
に

確
認

し

得
る
体
制
を
構
築
す
る
こ
と
。
 

⑤
 
そ
の
他
法
令
の
規
定
を
遵
守
す
る
こ
と
。
 

 （
第
１
 
２
．
に
移

設
）
 

            

（
自
動
車
整
備
事
業
に
関
す
る
研
修
等
の
み
に
分
割
し
て
新
設
）
 

２
．
留
意
事
項
 

⑴
 
研
修
等
は
、
対
面
に
よ
る
実
施
が
基
本

で
あ
っ
て
、
オ

ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
実
施
を
義
務

付
け
る
も
の
で
は
な
い
点
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

 ⑵
 
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
研
修
等
を
実
施
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
留
意
す
る
こ
と
。
 

①
 
対
面
に
よ
り
実
施
す
る
場
合
と
同
等
の
教
育
水
準
を
維
持
す
る
こ
と
。
 

②
 
受
講
者
の
な
り
す
ま
し
等
を
防
止
す
る
た
め
に
個
人
Ｉ
Ｄ
や
パ
ス
ワ
ー
ド
の
発
行
、

そ
の
他
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
受
講
者
の
個
人
識
別
を
確
実
に
行
う
こ
と
。
 

③
 
受
講
者
ご
と
に
、
研
修
等
を
受
け
た
日
時
、
研
修
等
の
項
目
名
の
ほ
か
、
必
要
と
な

る
項
目
を
管
理
す
る
な
ど
し
て
受
講
状
況
を
確
実
に
把
握
す
る
こ
と
。
 

④
 

研
修

等
を

行
う

講
師

又
は

そ
の

補
助

者
が

受
講

者
の

受
講

状
況

を
適

切
に

確
認

し

得
る
体
制
を
構
築
す
る
こ
と
。
 

⑤
 
そ
の
他
法
令
の
規
定
を
遵
守
す
る
こ
と
。
 

 ３
．
配
信
方
式
 

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
研
修
等
を
実
施
す
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
配
信
方
式
を
採
用
す
る

こ
と
。
な
お
、
次
に
掲
げ
る
配
信
方
式
を
複
数
併
用
し
て
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
研
修
等
を
実

施
す
る
こ
と
は
差
し
支
え
な
い
。
 

⑴
 
サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
 

サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
と
は
、
対
面
に
よ
り
講
師
が
説
明
等
を
行
う
会
場
（
以
下

「
本
会
場
」
と
い
う
。）

と
本
会
場
以
外
の
会
場
（
以
下
「
別
会
場
」
と
い
う
。
）
を
、

情
報
通
信
機
器
を
通
し
て
、
同
時
に
行
う
方
式
を
い
う
。
 

⑵
 
ラ
イ
ブ
配
信
方
式
 

ラ
イ
ブ
配
信
方
式
と
は
、
本
会
場
及
び
別
会
場
以
外
の
場
所
に
お
い
て
、
情
報
通
信

機
器
を
通
し
て
、
同
時
か
つ
双
方
向
に
研
修
等
を
行
う
方
式
を
い
う
。
 

⑶
 
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
 

オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
と
は
、
本
会
場
及
び
別
会
場
以
外
の
場
所
に
お
い
て
、
情
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  ２
．
実
施
方
法
 

 
 
「
第
１
 
２
．
配
信
方
式
」
に
定
め
る
配
信
方
式
に
よ
る
研
修
等
の
実
施
方
法
に
関
す

る
留
意
事
項
に
つ
い
て
は
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

 
⑴
 
サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
 

サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
を
採
用
す
る
場
合
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

①
 
本
会
場
に
は
、
当
該
研
修
等
に
関
す
る
講
師
を
配
置
す
る
こ
と
。
 

②
 
別
会
場
に
は
、
講
師
の
補
助
者
を
配
置
す
る
こ
と
。
 

③
 
別
会
場
の
受
講
者
の
人
数
は
、
講
師
の
補
助
者
が
受
講
者
の
受
講
状
況
を
認
識
で

き
る
人
数
ま
で
と
す
る
。
 

④
 
不
正
防
止
対
策
を
図
る
と
と
も
に
、
受
講
者
に
不
適
切
な
行
為
が
認
め
ら
れ
た
場

合
に
は
、
当
該
研
修
等
を
受
講
し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
す
る
。
 

 

 

⑵
 
ラ
イ
ブ
配
信
方
式
 

ラ
イ
ブ
配
信
方
式
を
採
用
す
る
場
合
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

①
 
受
講
者
の
数
に
つ
い
て
は
、
講
習
効
果
に
鑑
み
、
受
講
者
に
対
す
る
必
要
な
指

導
、
質
疑
応
答
、
視
聴
状
況
確
認
等
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
可
能
な
人
員
と
す
る
こ

と
。
 

②
 
受
講
者
の
受
講
状
況
を
情
報
通
信
機
器
の
カ
メ
ラ
等
に
よ
り
確
認
で
き
る
体
制
を

設
け
る
こ
と
。
 

③
 
不
正
防
止
対
策
を
図
る
と
と
も
に
、
次
に
掲
げ
る
場
合
は
、
当
該
研
修
等
を
受
講

し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
す
る
。
 

 

(
ｲ
)
 
受
講
以
外
の
行
動
を
し
て
い
た
 

(
ﾛ
)
 
長
時
間
離
席
し
て
い
た
場
合
 

(
ﾊ
)
 
画
面
を
見
て
い
な
い
場
合
 

(
ﾆ
)
 
通
信
環
境
の
脆
弱
に
よ
る
回
線
の
切
断
等
に
よ
り
、
長
時
間
研
修
等
か
ら
離
脱

報
通
信
機
器
を
通
し
て
、
動
画
フ
ァ
イ
ル
を
再
生
し
て
研
修
等
を
行
う
方
式
を
い
う
。
 

 ４
．
実
施
方
法
 

 
 
「
３
．
配
信
方
式
」
に
定
め
る
配
信
方
式
に
よ
る
研
修
等
の
実
施
方
法
に
関
す
る
留
意

事
項
に
つ
い
て
は
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

 
⑴
 
サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
 

サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
を
採
用
す
る
場
合
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

①
 
本
会
場
に
は
、
当
該
研
修
等
に
関
す
る
講
師
を
配
置
す
る
こ
と
。
 

②
 
別
会
場
に
は
、
講
師
の
補
助
者
を
配
置
す
る
こ
と
。
 

③
 
別
会
場
の
受
講
者
の
人
数
は
、
講
師
の
補
助
者
が
受
講
者
の
受
講
状
況
を
認
識
で

き
る
人
数
ま
で
と
す
る
。
 

④
 
不
正
防
止
対
策
を
図
る
と
と
も
に
、
受
講
者
に
不
適
切
な
行
為
が
認
め
ら
れ
た
場

合
に
は
、
当
該
研
修
等
を
受
講
し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
、
自
動
車
整
備
士
養
成

施
設
の
教
育
に
あ
っ
て
は
、
受
講
し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
た
時
間
を
教
育
時
間

数
に
含
め
な
い
こ
と
と
す
る
。
 

⑵
 
ラ
イ
ブ
配
信
方
式
 

ラ
イ
ブ
配
信
方
式
を
採
用
す
る
場
合
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

①
 
受
講
者
の
数
に
つ
い
て
は
、
講
習
効
果
に
鑑
み
、
受
講
者
に
対
す
る
必
要
な
指

導
、
質
疑
応
答
、
視
聴
状
況
確
認
等
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
可
能
な
人
員
と
す
る
こ

と
。
 

②
 
受
講
者
の
受
講
状
況
を
情
報
通
信
機
器
の
カ
メ
ラ
等
に
よ
り
確
認
で
き
る
体
制
を

設
け
る
こ
と
。
 

③
 
不
正
防
止
対
策
を
図
る
と
と
も
に
、
次
に
掲
げ
る
場
合
は
、
当
該
研
修
等
を
受
講

し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
、
自
動
車
整
備
士
養
成
施
設
の
教
育
に
あ
っ
て
は
、
受

講
し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
た
時
間
を
教
育
時
間
数
に
含
め
な
い
こ
と
と
す
る
。
 

(
ｲ
)
 
受
講
以
外
の
行
動
を
し
て
い
た
 

(
ﾛ
)
 
長
時
間
離
席
し
て
い
た
場
合
 

(
ﾊ
)
 
画
面
を
見
て
い
な
い
場
合
 

(
ﾆ
)
 
通
信
環
境
の
脆
弱
に
よ
る
回
線
の
切
断
等
に
よ
り
、
長
時
間
研
修
等
か
ら
離
脱
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し
て
い
た
場
合
 

(
ﾎ
)
 
そ
の
他
受
講
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
な
い
場
合
 

⑶
 
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
 

オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
を
採
用
す
る
場
合
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

 
 
①
 
動
画
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
地
方
運
輸
局
、

運
輸
支
局
、
自
動
車
技
術
総
合
機
構
、

自
動
車
整
備
振
興
会
又
は
学
識
経
験
者
（
以
下
「
研
修
動
画
作
成
者
」
と
い
う
。
）
に

お
い
て
検
討
す
る
こ
と
。
 

 
 
②
 
動
画
の
内
容
の
検
討
に
当
た
っ
て
は
、
研
修
動
画
作
成
者
相
互
の
間
又
は
各
研
修
動

画
作
成
者
の
内
部
に
お
い
て
、
内
容
又
は
パ
ー
ト
ご
と
に
担
当
を
定
め
る
こ
と
が
で
き

る
も
の
と
し
、
担
当
を
定
め
た
場
合
に
は
、
当
該
担
当
が
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
に
応
じ
て

検
討
を
行
う
こ
と
。
 

③
 
研
修
動
画
作
成

者
は
、
そ
の
検
討
結
果
に
基
づ
く
動
画
の
作
成
に
当
た
り
、
動
画
の

内
容

を
十

分
に

精
査

し
た

上
で

、
当

該
動

画
に

つ
い

て
責

任
を

も
っ

て
作

成
す

る
こ

と
。
た
だ
し
、
動
画
の
加
工
、
編
集
そ
の
他
こ
れ
ら
に
付
随
す
る
作
業
に
つ
い
て
は
、

必
要
に
応
じ
て
外
部
に
委
託
す
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
。
 

④
 
動
画
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
時
宜
に
か
な
う
適
切
な
内
容
と
な
る
よ
う
随
時
見
直
し

を
行
う
こ
と
。
 

⑤
 
質
疑
応
答
に
つ
い
て
は
、
動
画
の
視
聴
終
了
後
に
質
問
フ
ォ
ー
ム
の
表
示
又
は
こ

れ
に
類
す
る
手
法
に
よ
っ
て
、
講
師
と
受
講
者
の
双
方
向
性
が
確
保
さ
れ
た
効
果
的

な
も
の
と
す
る
こ
と
。
 

⑥
 
受
講
者
の
受
講
状
況
を
情
報
通
信
機
器
の
カ
メ
ラ
等
に
よ
り
確
認
で
き
る
体
制
を

設
け
る
こ
と
。
 

⑦
 
不
正
防
止
対
策
を
図
る
と
と
も
に
、
次
に
掲
げ
る
場
合
は
、
当
該
研
修
等
を
受
講

し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
す
る
。
 

 

(
ｲ
)
 
受
講
以
外
の
行
動
を
し
て
い
た
場
合
 

(
ﾛ
)
 
長
時
間
離
席
し
て
い
た
場
合
 

(
ﾊ
)
 
画
面
を
見
て
い
な
い
場
合
 

(
ﾆ
)
 
動
画
を
早
送
り
で
再
生
し
た
場
合
 

し
て
い
た
場
合
 

(
ﾎ
)
 
そ
の
他
受
講
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
な
い
場
合
 

⑶
 
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
 

オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
を
採
用
す
る
場
合
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

 
 
①
 
動
画
へ
の
出
演
の
ほ
か
、
当
該
動
画
の
内
容
の
検
討
に
つ
い
て
は
、
講
師
が
実
施
す

る
こ
と
。
 

  
 
②
 
動
画
に
出
演
す
る
講
師
が
そ
の
選
任
を
解
か
れ
た
場
合
に
は
、
原
則
と
し
て
、
当
該

講
師
が
出
演
し
て
い
た
動
画
を
使
用
し
な
い
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
講
師
が
出
演
し
て

い
た

動
画

を
使

用
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

特
別

な
事

情
が

あ
る

場
合

は
こ

の
限

り
で

な
い
。
 

③
 
動
画
に
つ
い
て
は
、
同
一
の
研
修
等
の
講
師
が
全
編
に
わ
た
っ
て
出
演
す
る
必
要
は

な
く
、
複
数
の
講

師
が
出
演
す
る
こ
と
も
可
能
と
す
る
が
、
複
数
の
講
師
で
一
つ
の
動

画
の
内
容
を
検
討
し
た
場
合
は
、
少
な
く
と
も
そ
の
う
ち
の
一
人
は
動
画
に
出
演
す
る

こ
と
。
 

④
 
動
画
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
時
宜
に
か
な
う
適
切
な
内
容
と
な
る
よ
う
随
時
見
直
し

を
行
う
こ
と
。
 

⑤
 
講
師
に
よ
る
指
導
や
質
疑
応
答
に
つ
い
て
は
、
動
画
の
視
聴
終
了
後
に
質
問
フ
ォ
ー

ム
が

表
示

さ
れ

る
と

い
っ

た
講

師
と

受
講

者
の

双
方

向
性

が
確

保
さ

れ
た

効
果

的
な

も
の
と
す
る
こ
と
。
 

⑥
 
受
講
者
の
受
講
状
況
を
情
報
通
信
機
器
の
カ
メ
ラ
等
に
よ
り
確
認
で
き
る
体
制
を

設
け
る
こ
と
。
 

⑦
 
不
正
防
止
対
策
を
図
る
と
と
も
に
、
次
に
掲
げ
る
場
合
は
、
当
該
研
修
等
を
受
講

し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
、
自
動
車
整
備
士
養
成
施
設
の
教
育
に
あ
っ
て
は
、
受

講
し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
た
時
間
を
教
育
時
間
数
に
含
め
な
い
こ
と
と
す
る
。
 

(
ｲ
)
 
受
講
以
外
の
行
動
を
し
て
い
た
場
合
 

(
ﾛ
)
 
長
時
間
離
席
し
て
い
た
場
合
 

(
ﾊ
)
 
画
面
を
見
て
い
な
い
場
合
 

(
ﾆ
)
 
動
画
を
早
送
り
で
再
生
し
た
場
合
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(
ﾎ
)
 
そ
の
他
受
講
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
な
い
場
合
 

⑧
 
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
に
よ
る
受
講
が
困
難
な
者
を
集
合
さ
せ
、
大
型
ス
ク
リ
ー

ン
等

の
設

備
を

用
い

て
動

画
を

上
映

す
る

方
法

に
よ

り
研

修
を

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
実
施
担
当
者
が
⑤
か
ら
⑦
に
掲
げ
る
事
項
に
相
当
す
る

措
置
を
講
じ
る
も
の
と
す
る
。
 

 

３
．
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
に
よ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
研
修
へ
の
移
行
 

 
 
受
講
者
の
研
修
等
受
講
機
会
の
拡
大
及
び
負
担
軽
減
並
び
に
整
備
事
業
者
の
業
務
効
率

化
を
図
る
観
点
か
ら
、
以
下
に
よ
り
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
に
よ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
研
修

へ
段
階
的
に
移
行
す
る
も
の
と
す
る
。
 

⑴
 
オ
ン
デ
マ
ン
ド

配
信
方
式
に
よ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
研
修
の
対
象
と
す
る
研
修
 

整
備
主
任
者
研
修
（
法
令
研
修
に
限
る
。）

及
び
自
動
車
検
査
員
研
修
に
つ
い
て
は
、

オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
に
よ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
研
修
を
実
施
す
る
も
の
と
し
、
こ
れ
ら

以
外
の
研
修
に
つ
い
て
は
、
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
へ
の
移
行
は
任
意
と
す
る
。
 

⑵
 
オ
ン
デ
マ
ン
ド

配
信
方
式
に
よ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
研
修
へ
の
移
行
時
期
 

⑴
の
対
象
と
す
る
研
修
に
関
し
、
令
和
８
年
度
以
前
に
つ
い
て
は
、
従
前
の
対
面
に

よ
る
研
修
に
加
え
、
サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
、
ラ
イ
ブ
配
信
方
式
又
は
オ
ン
デ
マ
ン
ド

配
信
方
式
の
い
ず
れ
か
に
よ
り
研
修
を
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

令
和
９
年
度
以
降
に
つ
い
て
は
、
原
則
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
に
限
り
実
施
す
る

も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
受
講
者
の
要
望
や
地
域
の
実
情
等
を
踏
ま
え
、
必
要
な
回
数

に
限
り
対
面
に
よ
る
研
修
（
第
２
 
２
．
(
3
)⑧

の
方
法
に
よ
る
実
施
を
含
む
）
又
は
他

の
方
式
に
よ
り
実
施
し
て
差
し
支
え
な
い
が
、
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
に
よ
る
受
講

へ
の
将
来
的
な
移
行
を
図
る
た
め
、
そ
の
実
施
回
数
の
縮
減
等
の
措
置
を
講
じ
る
も
の

と
す
る
。
 

⑶
 
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
に
よ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
研
修
の
実
施
方
法
 

オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
に
よ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
研
修
は
、
自
動
車
整
備
振
興
会
が
運

用
す
る
研
修
シ
ス
テ
ム
又
は
そ
の
他
地
方
運
輸
局
長
又
は
運
輸
支
局
長
等
が
適
切
と
判
断

す
る
研
修
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
て
実
施
す
る
。
 

運
輸
支
局
及
び
自
動
車
整
備
振
興
会
は
、
研
修
の
実
施
準
備
、
運
営
、
受
講
者
管
理

(
ﾎ
)
 
そ
の
他
受
講
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
な
い
場
合
 

⑧
 
自
動
車
整
備
士
養
成
施
設
の
教
育
は
、
受
講
の
進
捗
状
況
に
応
じ
た
内
容
及
び
タ
イ

ミ
ン
グ
で
動
画
を
視
聴
で
き
る
よ
う
計
画
す
る
な
ど
、
個
々
の
受
講
者
に
対
す
る
理
解

度
が
一
層
高
ま
る
よ
う
な
研
修
等
の
実
施
に
努
め
る
こ
と
。
 

  （
新
設
）
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等
に
つ
い
て
綿
密
に
連
携
し
、
協
力
し
て
実
施
す
る
も
の
と
す
る
。
 

 

第
３
 
自
動
車
整
備
士
養
成
施
設
が
行
う
教
育

 
１
．
留
意
事
項
 

⑴
 
教
育
は
、
対
面
に
よ
る
実
施
が
基
本
で
あ
っ
て
、
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
実

施
を
義
務
付

け
る
も
の
で
は
な
い
点
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

 ⑵
 
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
教
育
を
実
施
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い

て
留
意
す
る
こ
と
。
 

①
 
対
面
に
よ
り
実
施
す
る
場
合
と
同
等
の
教
育
水
準
を
維
持
す
る
こ
と
。
 

②
 
受
講
者
の
な
り
す
ま
し
等
を
防
止
す
る
た
め
に
個
人
Ｉ
Ｄ
や
パ
ス
ワ
ー
ド
の
発
行
、

そ
の
他
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
受
講
者
の
個
人
識
別
を
確
実
に
行
う
こ
と
。
 

③
 
受
講
者
ご
と
に
、
教
育
を
受
け
た
日
時
、
教
育
の
項
目
名
の
ほ
か
、
必
要
と
な
る
項

目
を
管
理
す
る
な
ど
し
て
受
講
状
況
を
確
実
に
把
握
す
る
こ
と
。
 

④
 

教
育

を
行

う
学

科
指

導
員

又
は

学
科

指
導

員
の

補
助

を
行

う
者

が
受

講
者

の
受

講

状
況
を
適
切
に
確
認
し
得
る
体
制
を
構
築
す
る
こ
と
。
 

⑤
 
そ
の
他
法
令
の
規
定
を
遵
守
す
る
こ
と
。
 

 （
第
１
 
１
．
に
移

動
）
 

          

  （
自
動
車
整
備
士
養
成
施
設
の
教
育
の
み
に
分
割
し
て
新
設
）
 

２
．
留
意
事
項
 

⑴
 
研
修
等
は
、
対
面
に
よ
る
実
施
が
基
本

で
あ
っ
て
、
オ

ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
実
施
を
義
務

付
け
る
も
の
で
は
な
い
点
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

 ⑵
 
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
研
修
等
を
実
施
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
留
意
す
る
こ
と
。
 

①
 
対
面
に
よ
り
実
施
す
る
場
合
と
同
等
の
教
育
水
準
を
維
持
す
る
こ
と
。
 

②
 
受
講
者
の
な
り
す
ま
し
等
を
防
止
す
る
た
め
に
個
人
Ｉ
Ｄ
や
パ
ス
ワ
ー
ド
の
発
行
、

そ
の
他
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
受
講
者
の
個
人
識
別
を
確
実
に
行
う
こ
と
。
 

③
 
受
講
者
ご
と
に
、
研
修
等
を
受
け
た
日
時
、
研
修
等
の
項
目
名
の
ほ
か
、
必
要
と
な

る
項
目
を
管
理
す
る
な
ど
し
て
受
講
状
況
を
確
実
に
把
握
す
る
こ
と
。
 

④
 

研
修

等
を

行
う

講
師

又
は

そ
の

補
助

者
が

受
講

者
の

受
講

状
況

を
適

切
に

確
認

し

得
る
体
制
を
構
築
す
る
こ
と
。
 

⑤
 
そ
の
他
法
令
の
規
定
を
遵
守
す
る
こ
と
。
 

 ３
．
配
信
方
式
 

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
研
修
等
を
実
施
す
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
配
信
方
式
を
採
用
す
る

こ
と
。
な
お
、
次
に
掲
げ
る
配
信
方
式
を
複
数
併
用
し
て
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
研
修
等
を
実

施
す
る
こ
と
は
差
し
支
え
な
い
。
 

⑴
 
サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
 

サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
と
は
、
対
面
に
よ
り
講
師
が
説
明
等
を
行
う
会
場
（
以
下

「
本
会
場
」
と
い
う
。）

と
本
会
場
以
外
の
会
場
（
以
下
「
別
会
場
」
と
い
う
。
）
を
、

情
報
通
信
機
器
を
通
し
て
、
同
時
に
行
う
方
式
を
い
う
。
 

⑵
 
ラ
イ
ブ
配
信
方
式
 

ラ
イ
ブ
配
信
方
式
と
は
、
本
会
場
及
び
別
会
場
以
外
の
場
所
に
お
い
て
、
情
報
通
信

機
器
を
通
し
て
、
同
時
か
つ
双
方
向
に
研
修
等
を
行
う
方
式
を
い
う
。
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    ２
．
実
施
方
法
 

 
 
「
第
１
 
２
．
配
信
方
式
」
に
定
め
る
配
信
方
式
に
よ
る
教
育
の
実
施
方
法
に
関
す
る

留
意
事
項
に
つ
い
て
は
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

 
⑴
 
サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
 

サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
を
採
用
す
る
場
合
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

①
 
本
会
場
に
は
、
当
該
教
育
を
行
う
学
科
指
導
員
を
配
置
す
る
こ
と
。
 

②
 
別
会
場
に
は
、
学
科
指
導
員
又
は
学
科
指
導
員
の
補
助
を
行
う
者
を
配
置
す
る
こ

と
。
 

（
削
除
）
 

③
 
不
正
防
止
対
策
を
図
る
と
と
も
に
、
受
講
者
に
不
適
切
な
行
為
が
認
め
ら
れ
た
場

合
に
は
、
当
該
教
育
を
受
講
し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
、
受
講
し
た
と
認
め
な
い

も
の
と
し
た
時
間
は
教
育
時
間
数
に
含
め
な
い
こ
と
と
す
る
。
 

 ⑵
 
ラ
イ
ブ
配
信
方

式
 

ラ
イ
ブ
配
信
方
式
を
採
用
す
る
場
合
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

①
 
受
講
者
の
数
に
つ
い
て
は
、
講
習
効
果
に
鑑
み
、
受
講
者
に
対
す
る
必
要
な
指

導
、
質
疑
応
答
、
視
聴
状
況
確
認
等
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
可
能
な
人
員
と
す
る
こ

と
。
 

②
 
受
講
者
の
受
講
状
況
を
情
報
通
信
機
器
の
カ
メ
ラ
等
に
よ
り
確
認
で
き
る
体
制
を

設
け
る
こ
と
。
 

③
 
不
正
防
止
対
策
を
図
る
と
と
も
に
、
次
に
掲
げ
る
場
合
は
、
当
該
教
育
を
受
講
し

た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
、
受
講
し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
た
時
間
は
教
育
時
間

数
に
含
め
な
い
こ
と
と
す
る
。
 

 

(
ｲ
)
 
受
講
以
外
の
行
動
を
し
て
い
た
 

⑶
 
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
 

オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
と
は
、
本
会
場
及
び
別
会
場
以
外
の
場
所
に
お
い
て
、
情

報
通
信
機
器
を
通
し
て
、
動
画
フ
ァ
イ
ル
を
再
生
し
て
研
修
等
を
行
う
方
式
を
い
う
。
 

 ４
．
実
施
方
法
 

 
 
「
３
．
配
信
方
式
」
に
定
め
る
配
信
方
式
に
よ
る
研
修
等
の
実
施
方
法
に
関
す
る
留
意

事
項
に
つ
い
て
は
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

 
⑴
 
サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
 

サ
テ
ラ
イ
ト
配
信
方
式
を
採
用
す
る
場
合
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

①
 
本
会
場
に
は
、
当
該
研
修
等
に
関
す
る
講
師
を
配
置
す
る
こ
と
。
 

②
 
別
会
場
に
は
、
講
師
の
補
助
者
を
配
置
す
る
こ
と
。
 

③
 
別
会
場
の
受
講
者
の
人
数
は
、
講
師
の
補
助
者
が
受
講
者
の
受
講
状
況
を
認
識
で

き
る
人
数
ま
で
と
す
る
。
 

④
 
不
正
防
止
対
策
を
図
る
と
と
も
に
、
受
講
者
に
不
適
切
な
行
為
が
認
め
ら
れ
た
場

合
に
は
、
当
該
研
修
等
を
受
講
し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
、
自
動
車
整
備
士
養
成

施
設
の
教
育
に
あ
っ
て
は
、
受
講
し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
た
時
間
を
教
育
時
間

数
に
含
め
な
い
こ
と
と
す
る
。
 

⑵
 
ラ
イ
ブ
配
信
方

式
 

ラ
イ
ブ
配
信
方
式
を
採
用
す
る
場
合
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

①
 
受
講
者
の
数
に
つ
い
て
は
、
講
習
効
果
に
鑑
み
、
受
講
者
に
対
す
る
必
要
な
指

導
、
質
疑
応
答
、
視
聴
状
況
確
認
等
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
可
能
な
人
員
と
す
る
こ

と
。
 

②
 
受
講
者
の
受
講
状
況
を
情
報
通
信
機
器
の
カ
メ
ラ
等
に
よ
り
確
認
で
き
る
体
制
を

設
け
る
こ
と
。
 

③
 
不
正
防
止
対
策
を
図
る
と
と
も
に
、
次
に
掲
げ
る
場
合
は
、
当
該
研
修
等
を
受
講

し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
、
自
動
車
整
備
士
養
成
施
設
の
教
育
に
あ
っ
て
は
、
受

講
し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
た
時
間
を
教
育
時
間
数
に
含
め
な
い
こ
と
と
す
る
。
 

(
ｲ
)
 
受
講
以
外
の
行
動
を
し
て
い
た
 

(
ﾛ
)
 
長
時
間
離
席
し
て
い
た
場
合
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(
ﾛ
)
 
長
時
間
離
席
し
て
い
た
場
合
 

(
ﾊ
)
 
画
面
を
見
て
い
な
い
場
合
 

(
ﾆ
)
 
通
信
環
境
の
脆
弱
に
よ
る
回
線
の
切
断
等
に
よ
り
、
長
時
間
教
育
か
ら
離
脱
し

て
い
た
場
合
 

(
ﾎ
)
 
そ
の
他
受
講
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
な
い
場
合
 

⑶
 
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
 

オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
を
採
用
す
る
場
合
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

 
 
①
 
動
画
へ
の
出
演
の
ほ
か
、
当
該
動
画
の
内
容
の
検
討
に
つ
い
て
は
、
学
科
指
導
員
が

実
施
す
る
こ
と
。
 

 
 

②
 

動
画

に
出

演
す

る
学

科
指

導
員

が
そ

の
選

任
を

解
か

れ
た

場
合

に
は

、
原

則
と

し

て
、
当
該
学
科
指
導
員
が
出
演
し
て
い
た
動
画
を
使
用
し
な
い
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該

学
科

指
導

員
が

出
演

し
て

い
た

動
画

を
使

用
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

特
別

な
事

情
が

あ
る
場
合
は
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

③
 
動
画
に
つ
い
て
は
、
同
一
の
教
育
の
学
科
指
導
員
が
全
編
に
わ
た
っ
て
出
演
す
る
必

要
は
な
く
、
複
数
の
学
科
指
導
員
が
出
演
す
る
こ
と
も
可
能
と
す
る
が
、
複
数
の
学
科

指
導
員
で
一
つ
の
動
画
の
内
容
を
検
討
し
た
場
合
は
、
少
な
く
と
も
そ
の
う
ち
の
一
人

は
動
画
に
出
演
す
る
こ
と
。
 

④
 
動
画
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
時
宜
に
か
な
う
適
切
な
内
容
と
な
る
よ
う
随
時
見
直
し

を
行
う
こ
と
。
 

⑤
 
講
師
に
よ
る
指
導
や
質
疑
応
答
に
つ
い
て
は
、
動
画
の
視
聴
終
了
後
に
質
問
フ
ォ
ー

ム
の
表
示
又
は
こ
れ
に
類
す
る
手
法
に
よ
っ
て
、
学
科
指
導
員
と
受
講
者
の
双
方
向
性

が
確
保
さ
れ
た
効
果
的
な
も
の
と
す
る
こ
と
。
 

⑥
 
受
講
者
の
受
講
状
況
を
情
報
通
信
機
器
の
カ
メ
ラ
等
に
よ
り
確
認
で
き
る
体
制
を

設
け
る
こ
と
。
 

⑦
 
不
正
防
止
対
策
を
図
る
と
と
も
に
、
次
に
掲
げ
る
場
合
は
、
当
該
教
育
を
受
講
し

た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
、
受
講
し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
た
時
間
は
教
育
時
間

数
に
含
め
な
い
こ
と
と
す
る
。
 

 

(
ｲ
)
 
受
講
以
外
の
行
動
を
し
て
い
た
場
合
 

(
ﾊ
)
 
画
面
を
見
て
い
な
い
場
合
 

(
ﾆ
)
 
通
信
環
境
の
脆
弱
に
よ
る
回
線
の
切
断
等
に
よ
り
、
長
時
間
研
修
等
か
ら
離
脱

し
て
い
た
場
合
 

(
ﾎ
)
 
そ
の
他
受
講
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
な
い
場
合
 

⑶
 
オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
 

オ
ン
デ
マ
ン
ド
配
信
方
式
を
採
用
す
る
場
合
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

 
 
①
 
動
画
へ
の
出
演

の
ほ
か
、
当
該
動
画
の
内
容
の
検
討
に
つ
い
て
は
、
講
師
が
実
施
す

る
こ
と
。
 

 
 
②
 
動
画
に
出
演
す
る
講
師
が
そ
の
選
任
を
解
か
れ
た
場
合
に
は
、
原
則
と
し
て
、
当
該

講
師
が
出
演
し
て
い
た
動
画
を
使
用
し
な
い
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
講
師
が
出
演
し
て

い
た

動
画

を
使

用
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

特
別

な
事

情
が

あ
る

場
合

は
こ

の
限

り
で

な
い
。
 

 

③
 
動
画
に
つ
い
て
は
、
同
一
の
研
修
等
の
講
師
が
全
編
に
わ
た
っ
て
出
演
す
る
必
要
は

な
く
、
複
数
の
講

師
が
出
演
す
る
こ
と
も
可
能
と
す
る
が
、
複
数

の
講
師
で
一
つ
の
動

画
の
内
容
を
検
討
し
た
場
合
は
、
少
な
く
と
も
そ
の
う
ち
の
一
人
は
動
画
に
出
演
す
る

こ
と
。
 

④
 
動
画
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
時
宜
に
か
な
う
適
切
な
内
容
と
な
る
よ
う
随
時
見
直
し

を
行
う
こ
と
。
 

⑤
 
講
師
に
よ
る
指
導
や
質
疑
応
答
に
つ
い
て
は
、
動
画
の
視
聴
終
了
後
に
質
問
フ
ォ
ー

ム
が

表
示

さ
れ

る
と

い
っ

た
講

師
と

受
講

者
の

双
方

向
性

が
確

保
さ

れ
た

効
果

的
な

も
の
と
す
る
こ
と
。
 

⑥
 
受
講
者
の
受
講
状
況
を
情
報
通
信
機
器
の
カ
メ
ラ
等
に
よ
り
確
認
で
き
る
体
制
を

設
け
る
こ
と
。
 

⑦
 
不
正
防
止
対
策
を
図
る
と
と
も
に
、
次
に
掲
げ
る
場
合
は
、
当
該
研
修
等
を
受
講

し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
、
自
動
車
整
備
士
養
成
施
設
の
教
育
に
あ
っ
て
は
、
受

講
し
た
と
認
め
な
い
も
の
と
し
た
時
間
を
教
育
時
間
数
に
含
め
な
い
こ
と
と
す
る
。
 

(
ｲ
)
 
受
講
以
外
の
行
動
を
し
て
い
た
場
合
 

(
ﾛ
)
 
長
時
間
離
席
し
て
い
た
場
合
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別
添

 

(
ﾛ
)
 
長
時
間
離
席
し
て
い
た
場
合
 

(
ﾊ
)
 
画
面
を
見
て
い
な
い
場
合
 

(
ﾆ
)
 
動
画
を
早
送
り
で
再
生
し
た
場
合
 

(
ﾎ
)
 
そ
の
他
受
講
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
な
い
場
合
 

⑧
 

受
講

の
進

捗
状

況
に

応
じ

た
内

容
及

び
タ

イ
ミ

ン
グ

で
動

画
を

視
聴

で
き

る
よ

う

計
画
す
る
な
ど
、
個
々
の
受
講
者
に
対
す
る
理
解
度
が
一
層
高
ま
る
よ
う
な
教
育
の
実

施
に
努
め
る
こ
と
。
 

 

(
ﾊ
)
 
画
面
を
見
て
い
な
い
場
合
 

(
ﾆ
)
 
動
画
を
早
送
り
で
再
生
し
た
場
合
 

(
ﾎ
)
 
そ
の
他
受
講
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
な
い
場
合
 

⑧
 
自
動
車
整
備
士
養
成
施
設
の
教
育
は
、
受
講
の
進
捗
状
況
に
応
じ
た
内
容
及
び
タ
イ
ミ
ン

グ
で
動
画
を
視
聴
で
き
る
よ
う
計
画
す
る
な
ど
、
個
々
の
受
講
者
に
対
す
る
理
解
度
が
一
層
高

ま
る
よ
う
な
研
修
等
の
実
施
に
努
め
る
こ
と
。
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国 自 整 第 ８ ７ 号 

令和８年６月２５日 

 

 各地方運輸局自動車交通部長 殿 

 各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

 沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

物流・自動車局 自動車整備課長 

 

 

「自家用車活用事業における自家用車の車両整備管理について」の一部改正について 

 

 

標記通達について別添新旧対照表のとおり改正したので了知されるとともに、遺漏のないよう

取り扱われたい。 
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国 自 整 第 ８ ７ 号 

令和８年６月２５日 

 

 各地方運輸局自動車交通部長 殿 

 各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

 沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

物流・自動車局 自動車整備課長 

 

 

「自家用車活用事業における自家用車の車両整備管理について」の一部改正について 

 

 

標記通達について別添新旧対照表のとおり改正したので了知されるとともに、遺漏のないよう

取り扱われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

1 
 別
添
 

「
自

家
用

車
活

用
事

業
に

お
け

る
自
家

用
車

の
車

両
整

備
管

理
に
つ

い
て

」（
令
和

６
年
３

月
29

日
付

け
、

国
自

整
第

2
8
3
号

）
の

一
部

改
正

に
つ

い
て
 

新
旧

対
照

表
 

（
下

線
部

分
は

改
正

部
分

）
 

新
 

旧
 

国
自

整
第

２
８

３
号
 

令
和

６
年

 
３

月
２

９
日
 

国
自

整
第

５
５

号
 

令
和

８
年

 
６

月
 

１
日
 

国
自

整
第

８
７

号
 

改
正

 
令

和
８

年
６

月
２

５
日
 

 各
地

方
運

輸
局

自
動

車
交

通
部

長
 

殿
 

各
地

方
運

輸
局

自
動

車
技

術
安

全
部

長
 

殿
 

沖
縄

総
合

事
務

局
運

輸
部

長
 

殿
 

国
土

交
通

省
物

流
・

自
動

車
局

自
動
車

整
備

課
長
 

 

自
家

用
車

活
用

事
業

に
お

け
る

自
家
用

車
の

車
両

整
備

管
理

に
つ
い

て
 

 

「
法

人
タ

ク
シ

ー
事

業
者

に
よ

る
交
通

サ
ー

ビ
ス

を
補

完
す

る
た
め

の
地

域
の

自
家

用

車
・

一
般

ド
ラ

イ
バ

ー
を

活
用

し
た
有

償
運

送
の

許
可

に
関

す
る
取

扱
い

（
令

和
６

年
３

月

２
９

日
、

国
自

安
第

１
８

１
号

、
国
自

旅
第

４
３

１
号

、
国

自
整
第

２
８

２
号

）」
３
．

（
３

）
に

基
づ

き
車

両
整

備
管

理
に
関

す
る

取
扱

い
を

以
下

の
通
り

定
め

る
。
 

 １
．
点

検
整
備
 

 
（

略
）
 

国
自

整
第

２
８

３
号
 

令
和

６
年

 
３

月
２

９
日
 

国
自

整
第

５
５

号
 

令
和

８
年

 
６

月
 

１
日
   

 各
地

方
運

輸
局

自
動

車
交

通
部

長
 

殿
 

各
地

方
運

輸
局

技
術

安
全

部
長

 
殿

 

沖
縄

総
合

事
務

局
運

輸
部

長
 

殿
 

国
土

交
通

省
物

流
・

自
動

車
局

自
動
車

整
備

課
長
 

 

自
家

用
車

活
用

事
業

に
お

け
る

自
家
用

車
の

車
両

整
備

管
理

に
つ
い

て
 

 

「
法

人
タ

ク
シ

ー
事

業
者

に
よ

る
交
通

サ
ー

ビ
ス

を
補

完
す

る
た
め

の
地

域
の

自
家

用

車
・

一
般

ド
ラ

イ
バ

ー
を

活
用

し
た
有

償
運

送
の

許
可

に
関

す
る
取

扱
い

（
令

和
６

年
３

月

２
９

日
、

国
自

安
第

１
８

１
号

、
国
自

旅
第

４
３

１
号

、
国

自
整
第

２
８

２
号

）」
３
．

（
３

）
に

基
づ

き
車

両
整

備
管

理
に
関

す
る

取
扱

い
を

以
下

の
通
り

定
め

る
。
 

 １
．
点

検
整
備
 

 
（

略
）
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2 
  ２

．
年
次

検
査
 

（
１

）
法

人
タ

ク
シ

ー
事

業
者

は
、
自

家
用

車
活

用
事

業
の

用
に
供

す
る

自
家

用
自

動
車

に
つ

い
て

、
道

路
運

送
車

両
法

に
基

づ
く
検

査
（

以
下
「

継
続
検

査
等
」
と
い

う
。
）
に

加
え

て
、
有
効

期
間

の
満

了
す

る
日

か
ら
起

算
し

て
、
1
4
か

月
前

か
ら

1
2
か

月
前

ま
で

の
間

に
、
指
定

自
動

車
整

備
事

業
者

、
独
立

行
政

法
人

自
動

車
技

術
総
合

機
構

又
は

軽
自

動
車

検
査

協
会

に
当

該
自

動
車

を
提

示
し
、
道
路

運
送

車
両

の
保

安
基
準
（
昭
和

2
6
年

運
輸

省
令
第

6
7
号

。
以
下
「

保
安
基

準
」
と

い
う

。
）
に
適

合
す
る

こ
と
の

確
認
（
以

下
「
年

次
検

査
」
と
い

う
。
）
を

受
け
る

こ
と
。
た
だ

し
、
初
め

て
自

家
用
車

活
用

事
業

の
用

に

供
し

て
一

年
が

経
過

す
る

日
以

後
初

め
て

受
け

る
継

続
検

査
等

の
日

ま
で

の
間

は
、

当

該
自

家
用

自
動

車
に

つ
い

て
年

次
検
査

を
行

う
こ

と
を

要
し

な
い
。
 

 （
２

）（
１

）
の
期

間
内

に
お
い

て
、
自

家
用

車
活

用
事

業
の

用
に
供

す
る

自
家

用
自

動
車

が

継
続

検
査

等
に

よ
り

有
効

期
間

の
更

新
を

し
た

場
合

又
は

当
該

自
動

車
を

自
家

用
活

用

事
業

の
用

に
供

す
る

他
の

法
人

タ
ク

シ
ー

事
業

者
が

実
施

し
た

年
次

検
査

の
結

果
を

確

認
し

た
場

合
に

は
、

年
次

検
査

を
実
施

し
た

も
の

と
み

な
す

。
 

（
３

）
～

（
６

）
 

（
略

）
 

 別
添

 
（

略
）
 

 ２
．

年
次

検
査
 

（
１

）
法

人
タ

ク
シ

ー
事

業
者

は
、
自

家
用

車
活

用
事

業
の

用
に
供

す
る

自
家

用
自

動
車

に
つ

い
て

、
道

路
運

送
車

両
法

に
基

づ
く
検

査
（

以
下
「

継
続
検

査
等
」
と
い

う
。
）
に

加
え

て
、
有
効

期
間

の
満

了
す

る
日

か
ら
起

算
し

て
、
1
4
か

月
前

か
ら

1
2
か

月
前

ま
で

の
間

に
、
年

次
検

査
を

行
い
、
道
路
運

送
車

両
の

保
安

基
準
（
以

下
「
保
安

基
準
」
と
い

う
。）

に
適

合
す

る
こ

と
を

確
認

す
る

こ
と
。
た
だ

し
、
初
め

て
自
家

用
車
活

用
事

業
の

用
に

供

し
て

一
年

が
経

過
す

る
日

以
後

初
め

て
受

け
る

継
続

検
査

等
の

日
ま

で
の

間
は

、
当

該

自
家

用
自

動
車

に
つ

い
て

年
次

検
査
を

行
う

こ
と

を
要

し
な

い
。
 

   （
２

）（
１

）
の
期

間
内

に
お
い

て
、
自

家
用

車
活

用
事

業
の

用
に
供

す
る

自
家

用
自

動
車

が

継
続

検
査

等
に

よ
り

有
効

期
間

の
更

新
を

し
た

場
合

に
は

、
年

次
検

査
を

実
施

し
た

も

の
と

み
な

す
。
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国 自 整 第 ７ ８ 号 

令和８年６月２５日 

 

 各地方運輸局自動車交通部長 殿 

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

沖縄総合事務局運輸部長 殿 

  

物流・自動車局自動車整備課長 

 

 

指定自動車整備事業者による自家用車活用事業の用に供する自家用車及び 

一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する軽自動車の年次検査の実施について 

 

地域の自家用車や一般ドライバーを活用して行う有償運送（以下「自家用車活用事業」という。）

に供する自家用車及び一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する軽自動車の車両整備管理につい

ては、「自家用車活用事業における自家用車の車両整備管理について（令和６年３月 29 日付け、

国自整第 283 号。）」及び「一般乗用旅客自動車運送事業における軽自動車の車両整備管理につい

て（令和８年６月１日付け、国自整第 49号。）」（以下単に「両通達」という。）において定めたと

ころ。 

両通達２.（１）において、法人タクシー事業者は、自家用車活用事業の用に供する自家用自動

車又は旅客を運送する自動車運送事業の用に供する軽自動車について、道路運送車両法（昭和 26

年法律第 185 号）第 62 条に基づく検査（以下「継続検査」という。）に加えて両通達に基づく年

次検査（以下単に「年次検査」という。）を行い、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令

第 67 号。以下「保安基準」という。）の適合性を確認することとしており、当該年次検査は、両

通達２．（３）において、指定自動車整備事業者の自動車検査員又は独立行政法人自動車技術総合

機構の自動車検査官（検査対象軽自動車にあっては軽自動車検査協会の軽自動車検査員）が継続

検査と同じ方法により保安基準に適合するかどうか確認するものとしている。 

ついては、指定自動車整備事業者における年次検査の実施に係る取扱いを別添のとおり定めた

ので、了知されるとともに、関係者に周知徹底し、適切かつ円滑な年次検査の実施について指導

されたい。 
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国 自 整 第 ７ ８ 号 

令和８年６月２５日 

 

 各地方運輸局自動車交通部長 殿 

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

沖縄総合事務局運輸部長 殿 

  

物流・自動車局自動車整備課長 

 

 

指定自動車整備事業者による自家用車活用事業の用に供する自家用車及び 

一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する軽自動車の年次検査の実施について 

 

地域の自家用車や一般ドライバーを活用して行う有償運送（以下「自家用車活用事業」という。）

に供する自家用車及び一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する軽自動車の車両整備管理につい

ては、「自家用車活用事業における自家用車の車両整備管理について（令和６年３月 29 日付け、

国自整第 283 号。）」及び「一般乗用旅客自動車運送事業における軽自動車の車両整備管理につい

て（令和８年６月１日付け、国自整第 49号。）」（以下単に「両通達」という。）において定めたと

ころ。 

両通達２.（１）において、法人タクシー事業者は、自家用車活用事業の用に供する自家用自動

車又は旅客を運送する自動車運送事業の用に供する軽自動車について、道路運送車両法（昭和 26

年法律第 185 号）第 62 条に基づく検査（以下「継続検査」という。）に加えて両通達に基づく年

次検査（以下単に「年次検査」という。）を行い、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令

第 67 号。以下「保安基準」という。）の適合性を確認することとしており、当該年次検査は、両

通達２．（３）において、指定自動車整備事業者の自動車検査員又は独立行政法人自動車技術総合

機構の自動車検査官（検査対象軽自動車にあっては軽自動車検査協会の軽自動車検査員）が継続

検査と同じ方法により保安基準に適合するかどうか確認するものとしている。 

ついては、指定自動車整備事業者における年次検査の実施に係る取扱いを別添のとおり定めた

ので、了知されるとともに、関係者に周知徹底し、適切かつ円滑な年次検査の実施について指導

されたい。 
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別添 

 

指定自動車整備事業者における年次検査の実施に係る取扱い 

 

（１） 年次検査は、道路運送車両法第 94 条の５第１項前段及び第４項の規定に準じて点検及び必要な

整備並びに検査を行うこととする。この場合において、同条第１項中「国土交通省令で定める技術

上の基準により点検し」とあるものは、「指定自動車整備事業規則（昭和37年運輸省令第49号）第

６条第 1 項第 1 号の基準により点検し」と、「保安基準適合証及び保安基準適合標章（第 16 条第１

項の申請に基づく一時抹消登録を受けた自動車並びに第 69 条第４項の規定による自動車検査証

返納証明書の交付を受けた検査対象軽自動車及び二輪の小型自動車にあつては、保安基準適合

証）」とあるものは、「年次検査合格証」とそれぞれ読み替えて適用するものとする。なお、年次検査

合格証の交付については、依頼者に電子メールにより送付等することができることとする。 

（２） 年次検査合格証の様式は、別紙様式とする。 

（３） 指定自動車整備事業者は、年次検査を行った場合、道路運送車両法第 94 条の６（第１項第５号を

除く）の規定に準じ、指定整備記録簿に当該年次検査に関する事項を記載し、その記載の日から２

年間保存すること。この場合において、指定整備記録簿の備考欄に年次検査である旨を記載する

こととする。 

（４） その他の年次検査に係る指定自動車整備事業者に係る取扱い等については、「自動車整備事業

の取扱い及び指導要領について（依命通達）（令和２年４月１日付け、国自整第 353 号）」別添 1（第

３及び第４に限る。）、別添３（第３、第４及び第５に限る。）及び別添６（第２に限る。）並びに「自動車

整備事業者に対する行政処分等の基準について（平成 18 年３月２日付け、国自整第 126 号）」に

準じるものとする。 

（５）道路運送車両法第 94 条の８第 1 項の規定による行政処分を受け、保安基準適合証、保安基準適

合標章及び限定保安基準適合証の交付の停止の期間においては、当該事業場において年次検査

を行うことはできないこととする。 

 

以上 

  

 

別紙様式 年次検査合格証 

 

年次検査合格証 

                              年   月   日交付 

 

指定自動車整備事業者の氏名又は名称 

事業場の名称及び所在地 

 

 

 

 次の自動車が道路運送車両の保安基準に適合していることを証明する。 

 

 年次検査の年月日                     年   月   日 

 

 自動車検査員の氏名                              

自動車登録番号又は車両番号 
 

 

車台番号 
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別添 

 

指定自動車整備事業者における年次検査の実施に係る取扱い 

 

（１） 年次検査は、道路運送車両法第 94 条の５第１項前段及び第４項の規定に準じて点検及び必要な

整備並びに検査を行うこととする。この場合において、同条第１項中「国土交通省令で定める技術

上の基準により点検し」とあるものは、「指定自動車整備事業規則（昭和37年運輸省令第49号）第

６条第 1 項第 1 号の基準により点検し」と、「保安基準適合証及び保安基準適合標章（第 16 条第１

項の申請に基づく一時抹消登録を受けた自動車並びに第 69 条第４項の規定による自動車検査証

返納証明書の交付を受けた検査対象軽自動車及び二輪の小型自動車にあつては、保安基準適合

証）」とあるものは、「年次検査合格証」とそれぞれ読み替えて適用するものとする。なお、年次検査

合格証の交付については、依頼者に電子メールにより送付等することができることとする。 

（２） 年次検査合格証の様式は、別紙様式とする。 

（３） 指定自動車整備事業者は、年次検査を行った場合、道路運送車両法第 94 条の６（第１項第５号を

除く）の規定に準じ、指定整備記録簿に当該年次検査に関する事項を記載し、その記載の日から２

年間保存すること。この場合において、指定整備記録簿の備考欄に年次検査である旨を記載する

こととする。 

（４） その他の年次検査に係る指定自動車整備事業者に係る取扱い等については、「自動車整備事業

の取扱い及び指導要領について（依命通達）（令和２年４月１日付け、国自整第 353 号）」別添 1（第

３及び第４に限る。）、別添３（第３、第４及び第５に限る。）及び別添６（第２に限る。）並びに「自動車

整備事業者に対する行政処分等の基準について（平成 18 年３月２日付け、国自整第 126 号）」に

準じるものとする。 

（５）道路運送車両法第 94 条の８第 1 項の規定による行政処分を受け、保安基準適合証、保安基準適

合標章及び限定保安基準適合証の交付の停止の期間においては、当該事業場において年次検査

を行うことはできないこととする。 

 

以上 

  

 

別紙様式 年次検査合格証 

 

年次検査合格証 

                              年   月   日交付 

 

指定自動車整備事業者の氏名又は名称 

事業場の名称及び所在地 

 

 

 

 次の自動車が道路運送車両の保安基準に適合していることを証明する。 

 

 年次検査の年月日                     年   月   日 

 

 自動車検査員の氏名                              

自動車登録番号又は車両番号 
 

 

車台番号 
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令
和
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年
６
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車
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備
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年
次
検
査
に
つ
い
て

年
次
検
査
とは

◆
自
家
用
車
活
用
事
業
の
用
に
供
す
る
自
家
用
車
及
び
旅
客
を
運
送
す
る

自
動
車
運
送
事
業
の
用
に
供
す
る
軽
自
動
車
は
、
継
続
検
査
に

加
え
て
、
有
効
期
間
の
満
了
す
る
日
か
ら
起
算
し
て
、
14
か
月
前
か
ら

12
か
月
前
ま
で
の
間
に
、
「
年
次
検
査
」
を
受
け
、
保
安
基
準
に
適
合

す
る
こ
と
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

◆
年
次
検
査
は
、
最
寄
り
の
自
動
車
技
術
総
合
機
構
・
軽
自
動
車
検
査
協

会
で
実
施
さ
れ
る
ほ
か
、
指
定
自
動
車
整
備
事
業
者
も
実
施
で
き
ま
す
。

自
家
用
車
活
用
事
業
とは

◆
日
本
版
ラ
イ
ド
シ
ェ
ア
と
呼
ば
れ
る
、
地
域
交
通
の
「
担
い
手
」
「
移

動
の
足
」
不
足
解
消
の
た
め
、
令
和
６
年
３
月
か
ら
開
始
さ
れ
た
タ
ク

シ
ー
事
業
者
の
管
理
の
下
で
、
自
家
用
車
・
一
般
ド
ラ
イ
バ
ー
を
活
用

し
た
運
送
サ
ー
ビ
ス
で
す
。
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年
次
検
査
の
フ
ロ
ー

指
定
自
動
車
整
備
事
業
者
に
お
け
る
年
次
検
査
の
フロ
ー

◆
継
続
検
査
と
同
様
の
流
れ
で
、
年
次
検
査
を
行
い
ま
す
。

◆
年
次
検
査
の
内
容
は
、
継
続
検
査
と
同
じ
で
す
。

※
た
だ
し
、
依
頼
者
に
交
付
す
る
も
の
が
異
な
り
ま
す
。

※
指
定
整
備
記
録
簿
に
年
次
検
査
の
記
録
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

入 庫

点 検 整 備

年 次 検 査

合 格 証 交 付

※
赤
字
の
部
分
が
継
続
検
査
と
少
し
違
い
ま
す
。

指 定 整 備 記 録 簿

へ の 記 録 ・ 保 存
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継
続
検
査
と
の
違
い

◆
点
検
整
備
は
、
事
業
用
自
動
車
の
項
目
を
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
検
査
に
合
格
す
れ
ば
、
年
次
検
査
合
格
証
を
交
付
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
指
定
整
備
記
録
簿
の
備
考
に
「
年
次
検
査
」
の
旨
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

年
次
検
査

を
実
施
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Ｆ
Ａ
Ｑ
①

Q.
年
次
検
査
の
実
施
に
は
、
事
前
に
届
出
等
の
手
続
き
が
必
要
で
す
か
。

A.
指
定
自
動
車
整
備
事
業
者
で
あ
れ
ば
、
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

Q.
年
次
検
査
は
指
定
を
さ
れ
て
い
な
い
認
証
工
場
で
も
で
き
ま
す
か
。

A.
指
定
工
場
の
み
が
実
施
で
き
ま
す
。
認
証
工
場
は
点
検
整
備
を
行
い
、

自
動
車
技
術
総
合
機
構
又
は
軽
自
動
車
検
査
協
会
に
て
年
次
検
査
を
受
け

る
こ
と
は
可
能
で
す
。

Q.
年
次
検
査
は
自
動
車
検
査
員
以
外
の
者
が
実
施
で
き
ま
す
か
。

A.
自
動
車
検
査
員
の
み
が
年
次
検
査
を
実
施
で
き
ま
す
。

Q.
訪
問
特
定
整
備
で
年
次
検
査
は
可
能
で
す
か
。

A.
指
定
整
備
と
同
様
、
自
事
業
場
に
て
点
検
整
備
及
び
検
査
を
行
う
必
要

が
あ
り
ま
す
。
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Ｆ
Ａ
Ｑ
②

Q.
検
査
前
の
点
検
項
目
は
ど
れ
で
す
か
。

A.
タ
ク
シ
ー
と
同
じ
、
自
動
車
点
検
基
準
の
別
表
第
３

（
事
業
用
自
動
車
等
の
定
期
点
検
基
準
）
、
シ
ビ
ア
コ
ン
デ
ィ
シ
ョ
ン
、

特
殊
な
構
造
及
び
装
置
に
関
す
る
点
検
と
な
り
ま
す
。

Q.
年
次
検
査
に
伴
い
行
う
点
検
整
備
は
指
定
整
備
の
扱
い
に
な
り
ま
す
か
。

A.
年
次
検
査
に
伴
う
点
検
整
備
は
、
指
定
整
備
と
は
法
的
な
位
置
づ
け
が

異
な
り
ま
す
が
、
そ
の
実
施
方
法
等
は
指
定
整
備
に
準
じ
て
行
う
必
要

が
あ
り
ま
す
。

Q.
年
次
検
査
の
料
金
は
ど
の
よ
う
に
設
定
す
る
の
で
す
か
。

A.
工
数
な
ど
か
ら
各
社
で
適
正
な
料
金
を
設
定
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
事
前
に
料
金
を
提
示
す
る
な
ど
依
頼
者
と
の
間
で
ト
ラ
ブ
ル
と

な
ら
な
い
よ
う
に
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。
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Ｆ
Ａ
Ｑ
③

Q.
年
次
検
査
の
車
両
が
Ｏ
Ｂ
Ｄ
検
査
対
象
の
場
合
は
、
Ｏ
Ｂ
Ｄ
検
査
を
実

施
す
る
の
で
す
か
。

A.
指
定
整
備
時
と
同
じ
く
、
自
事
業
場
で
検
査
機
器
と
し
て
届
出
し
て
い

る
検
査
用
ス
キ
ャ
ン
ツ
ー
ル
を
用
い
て
Ｏ
Ｂ
Ｄ
検
査
モ
ー
ド
で
検
査
し

ま
す
。

Q.
年
次
検
査
に
合
格
し
な
か
っ
た
場
合
は
ど
う
す
る
の
で
す
か
。

A.
継
続
検
査
と
同
様
に
基
準
不
適
合
箇
所
を
整
備
し
、
再
度
年
次
検
査
を

行
っ
て
く
だ
さ
い
。

Q.
年
次
検
査
に
係
る
指
定
整
備
記
録
簿
の
保
存
期
間
は
何
年
で
す
か
。

A.
指
定
整
備
記
録
簿
と
同
じ
２
年
間
で
す
。

―  98  ―



Ｆ
Ａ
Ｑ
④

Q.
自
社
の
業
務
シ
ス
テ
ム
が
、
年
次
検
査
に
対
応
し
て
い
な
い
の
で
指
定

整
備
記
録
簿
が
保
存
で
き
ま
せ
ん
。

A.
紙
で
の
保
存
で
も
構
い
ま
せ
ん
。

Q.
年
次
検
査
合
格
証
は
紙
で
交
付
す
る
の
で
す
か
。

A.
紙
の
合
格
証
を
交
付
す
る
ほ
か
、

PD
F化
し
た
も
の
を
電
子
メ
ー
ル
で

送
付
す
る
こ
と
等
の
電
磁
的
方
法
で
送
信
す
る
こ
と
も
可
能
で
す
。

Q.
年
次
検
査
合
格
証
は
ど
の
よ
う
に
用
意
す
る
の
で
す
か
。

A.
国
土
交
通
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
て
、
年
次
検
査
合
格
証
の
様
式
を

掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
、
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

Q.
年
次
検
査
合
格
証
に
は
何
を
記
載
す
る
の
で
す
か
。

A.
様
式
を
定
め
て
い
ま
す
の
で
、
そ
の
様
式
の
項
目
を
埋
め
て
く
だ
さ
い
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Ｆ
Ａ
Ｑ
⑤

Q.
年
次
検
査
に
お
い
て
違
反
を
し
た
場
合
の
処
分
は
ど
う
な
り
ま
す
か
。

A.
自
動
車
整
備
事
業
者
に
対
す
る
行
政
処
分
等
の
基
準
に
つ
い
て
（
平
成

18
年
３
月
２
日
付
け
、
国
自
整
第

12
6号
）

 に
準
じ
て
扱
わ
れ
ま
す
。

Q.
年
次
検
査
合
格
証
は
、
だ
れ
に
交
付
す
る
の
か
。

A.
年
次
検
査
合
格
証
は
依
頼
者
に
交
付
し
て
く
だ
さ
い
。

Q.
法
人
タ
ク
シ
ー
事
業
者
か
ら
年
次
検
査
合
格
証
だ
け
ほ
し
い
と
依
頼
が

あ
っ
た
が
、
点
検
整
備
や
検
査
を
せ
ず
に
交
付
し
て
良
い
か
。

A.
交
付
で
き
ま
せ
ん
。

Q.
自
家
用
車
活
用
事
業
の
用
に
供
す
る
自
家
用
車
に
係
る
年
次
検
査
の
時

期
に
つ
い
て
、
教
え
て
ほ
し
い
。

A.
次
の
ペ
ー
ジ
に
自
家
用
車
活
用
事
業
に
使
用
開
始
す
る
時
期
ご
と
に
図

に
示
し
て
い
ま
す
の
で
、
参
考
に
し
て
く
だ
さ
い
。
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自
家
用
車
活
用
事
業
に
使
用
開
始
か
ら
車
検
ま
で
１
年
超
①

車
検
証
の

有
効
期
間

車
検
更
新
後

の
車
検
証
の

有
効
期
間

車
検
証
の

有
効
期
間

の
起
算
日

２
年

自自
家家
用用
車車
活活
用用
事事
業業

にに
使使
用用
開開
始始

年年
次次
検検
査査

必必
要要

年年
次次
検検
査査

不不
要要

（（
自自
家家
用用
車車
活活
用用
事事
業業
にに
使使
用用
開開
始始
かか
らら

１１
年年
経経
過過
しし
てて
初初
めめ
てて
受受
けけ
るる
継継
続続
検検
査査
等等
））

年年
次次
検検
査査
がが
不不
要要
なな
期期
間間

１
年
前

２
か
月

１
年
前

２
か
月

継継
続続
検検
査査

等等
年年
次次
検検
査査

必必
要要

１
年
前

２
か
月

継継
続続
検検
査査

等等

２
年

２
年

―  101  ―



自
家
用
車
活
用
事
業
に
使
用
開
始
か
ら
車
検
ま
で
１
年
超
②

車
検
証
の

有
効
期
間

車
検
更
新
後

の
車
検
証
の

有
効
期
間

新
車
新
規

登
録
日

３
年

自自
家家
用用
車車
活活
用用
事事
業業

にに
使使
用用
開開
始始

年年
次次
検検
査査

必必
要要

年年
次次
検検
査査

不不
要要

（（
自自
家家
用用
車車
活活
用用
事事
業業
にに
使使
用用
開開
始始
かか
らら

１１
年年
経経
過過
しし
てて
初初
めめ
てて
受受
けけ
るる
継継
続続
検検
査査
等等
））

年年
次次
検検
査査
がが
不不
要要
なな
期期
間間

１
年
前

２
か
月

１
年
前

２
か
月

継継
続続
検検
査査

等等
継継
続続
検検
査査

等等

２
年
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自
家
用
車
活
用
事
業
に
使
用
開
始
か
ら
車
検
ま
で
１
年
未
満

車
検
証
の

有
効
期
間

車
検
更
新
後

の
車
検
証
の

有
効
期
間

車
検
証
の

有
効
期
間

の
起
算
日

２
年 自自

家家
用用
車車
活活
用用
事事
業業

にに
使使
用用
開開
始始

年年
次次
検検
査査
がが
不不
要要
なな
期期
間間

継継
続続
検検
査査

等等

１
年
未
満

年年
次次
検検
査査

不不
要要

１
年
前

２
か
月

（（
自自
家家
用用
車車
活活
用用
事事
業業
にに
使使
用用
開開
始始
かか
らら

１１
年年
経経
過過
しし
てて
初初
めめ
てて
受受
けけ
るる
継継
続続
検検
査査
等等
））

継継
続続
検検
査査

等等
年年
次次
検検
査査

必必
要要

１
年
前

２
か
月

２
年

２
年
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令和８年７月28日 

物流・自動車局  

自 動 車 整 備 課 

  

令令和和８８年年度度予予算算ススキキャャンンツツーールル補補助助事事業業をを開開始始ししまますす！！  

～自動車の電子装置の故障探求をサポートする整備機器の導入等を支援します～ 

国土交通省は、自動車整備技術の高度化を図り、自動車の事故防止を推進するため、  

自動車整備事業者に対してスキャンツールの導入等を支援します。 

 

１１．．申申請請期期間間  

令令和和８８年年８８月月７７日日（（金金））1100::0000  ～～  令令和和９９年年１１月月2299日日（（金金））1177::0000（（先先着着順順※※11））  

※１ 予算がなくなり次第終了。 

２２．．補補助助対対象象事事業業者者  

自動車整備事業者※2 

※２ 電子制御装置整備の認証を受けていない事業者にあっては、今後認証を申請予定である者に 

限る。 

３３．．補補助助概概要要  

⑴ 一定の要件を満たすスキャンツールを購入する経費の一部を補助 

（補助率：1/3または1/4※3、１事業場あたりの補助上限額：30万円） 

※３ OBD検査のみ対応のスキャンツールは1/4 

⑵ スキャンツール利活用のための研修の受講費の一部を補助 

（補助率：1/3、１事業場あたりの補助上限額：２万円） 

注）令和8年4月1日以降にスキャンツール等を購入または研修を受講した費用が補助対象になりま

す。 

４４．．申申請請方方法法及及びび問問いい合合わわせせ先先  

補助対象機器・研修、公募要領、申請様式など補助事業に関する詳細につきましては、

下記枠内の補助事務執行団体のホームページをご覧ください。 

ご不明な点等あれば、同枠内の補助事務執行団体のコールセンターへご相談ください。 

TTOOPPPPAANN株株式式会会社社（（補補助助事事務務執執行行団団体体））  

ホホーームムペペーージジ：：hhttttppss::////hhooggoo--zzoouusshhiinn..jjpp//rr88//  

ココーールルセセンンタターー：：0033--44444466--44334466  （（９９時時～～1188時時（（平平日日ののみみ、、年年末末年年始始をを除除くく））））  

注注１１））申申請請のの受受付付はは令令和和８８年年８８月月７７日日  1100時時よよりり開開始始ししまますす。。  

注注２２））書書類類のの記記載載方方法法ななどど申申請請にに関関すするるここととはは、、ここちちららににおお問問いい合合わわせせくくだだささいい。。 

５５．．そそのの他他  

予算に達し公募を終了する場合、上記ホームページにてお知らせします。 

 

 
 

【問い合わせ先】（注：申申請請にに関関すするるおお問問いい合合わわせせはは、、上上記記ののココーールルセセンンタターーををごご利利用用くくだだささいい。。） 

国土交通省 物流・自動車局 自動車整備課 齊藤、髙橋 

代表：03-5253-8111（内線：42425）、直通：03-5253-8599 

  

 

 
自動車のかじ取り車輪の「横すべり量の例外的取扱い車両一覧表」については、日

本自動車輸入組合及び一般社団法人日本自動車工業会が年２回更新し、国土交通省自

動車局審査・リコール課に提出しているものです。 
 
（「横すべり量の例外的取扱い車両一覧表」の一部抜粋） 

 
 
検査にあたっては、サイドスリップ・テスタを用いて計測した横すべり量が、「横す

べり量の例外的取扱い車両一覧表」に記載されている横すべり量の範囲内であれば、

保安基準に適合しているものとして取り扱って差し支えないものと定められていま

す。 
 
例年、研修資料に一覧表を掲載しておりましたが、誌面の都合や要望を受け、今後

は、関東運輸局ホームページに掲載することにより、いつでも最新データを閲覧でき

るようにしました。 
関東運輸局トップページ（https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/index.html）→自動車
の検査・登録→自動車のかじ取り車輪の「横すべり量の例外的取扱い車両一覧表」
をご確認ください。 
 
 
 
 
 
 
 

自自動動車車ののかかじじ取取りり車車輪輪のの  
「「横横すすべべりり量量のの例例外外的的取取扱扱いい車車両両一一覧覧表表」」  
をを関関東東運運輸輸局局ホホーームムペペーージジにに掲掲載載ししまますす  

―  104  ―



  

 

 
自動車のかじ取り車輪の「横すべり量の例外的取扱い車両一覧表」については、日
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独立行政法人自動車技術総合機構 
審査事務規程の一部改正について 

 
 
 

本研修資料では、独立行政法人自動車技術総合機構  

審査事務規程の一部改正の概要を掲載いたします。 

審査事務規程の全文及び新旧対照表につきましては、

独立行政法人自動車技術総合機構のホームページ

（https://www.naltec.go.jp/）にて公開されておりますの

で、適宜ご活用下さい。 

―  106  ―



  

 

 

 
 

 

独立行政法人自動車技術総合機構

審査事務規程の一部改正について

本研修資料では、独立行政法人自動車技術総合機構

審査事務規程の一部改正の概要を掲載いたします。

審査事務規程の全文及び新旧対照表につきましては、

独立行政法人自動車技術総合機構のホームページ

（https://www.naltec.go.jp/）にて公開されておりますの

で、適宜ご活用下さい。
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プレスリリース 

令和 7年 9月 26 日（改訂版） 

 

 

－－  審審査査事事務務規規程程のの一一部部改改正正ににつついいてて（（第第 6666 次次改改正正））－－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1 項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 7年 9月 30 日から施行します。 

 

 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）及び道路運送車両の保安

基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一部改正に伴

う改正 

○ 走行距離計の精度要件が規定されたことに伴い、走行距離計の精度に関する

審査方法等を規定します。［6-110、7-110、8-110］ 

○ 国土交通省において、適用時期を統合することとされたことに伴い、適用関

係の整理に係る規定を改正します。［6-9 他］ 

 

２．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
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令和 7 年 10 月 31 日 

交通安全環境研究所 

自 動 車 認 証 審 査 部  

審審査査事事務務規規程程（（交交通通研研部部分分））等等のの一一部部改改正正ににつついいてて  

  

１１．．改改正正概概要要  
◆ 道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の

一部改正に伴い、「審査事務規程」（平成 28 年 4 月 1 日 規程第 2 号）等について一部改正

を行う。 

 

1.「審査事務規程」（平成 28 年 4 月 1 日 規程第 2 号） 別添 1（試験規程（TRIAS））の新規

追加及び一部改正を行う。 

(1)細目告示に新たに採用された協定規則に対応した TRIAS の新規追加（1 項目） 

①TRIAS 08-R177-01 システム出力測定法 （協定規則第 177 号） 

 

(2)細目告示に既に採用されている協定規則に対応した TRIAS の新規追加（1 項目） 

①TRIAS 11-R171-01 運転支援システム試験（協定規則第 171 号） 

 

(3)細目告示に既に採用されている協定規則の改訂に伴う一部改正（16 項目） 

①TRIAS 11-R079-04 かじ取装置試験（協定規則第 79 号） 

②TRIAS 11(2)-R161-01 施錠装置試験（協定規則第 161 号） 

③TRIAS 11(2)-R162-01 イモビライザ試験（協定規則第 162 号） 

④TRIAS 12-R013-05 トラック、バス及びトレーラの制動装置試験（協定規則第

13 号） 

⑤TRIAS 12-R152-04 乗用車等の衝突被害軽減制動制御装置試験（協定規則第

152 号） 

⑥TRIAS 17(2)-R010-02 電磁両立性試験（協定規則第 10 号） 

⑦TRIAS 17(2)-R100(1)-05 高電圧からの乗員保護試験（協定規則第 100 号（車両）） 

⑧TRIAS 17(2)-R100(2)-03 高電圧からの乗員保護試験（協定規則第 100 号（単品）） 

⑨TRIAS 32-J052R048-06 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置試験 

⑩TRIAS 32-R149-02 照射灯火試験（協定規則第 149 号（前照灯）） 

⑪TRIAS 33-R149-02 照射灯火試験（協定規則第 149 号（前部霧灯）） 

⑫TRIAS 33(2)-R149-02 照射灯火試験（協定規則第 149 号（側方照射灯）） 

⑬TRIAS 43(5)-R163-01 盗難発生警報装置試験（協定規則第 163 号） 

⑭TRIAS 43(7)-R138-03 車両接近通報装置試験（協定規則第 138 号） 

⑮TRIAS 46-J088R039-03 速度計試験 

⑯TRIAS 48(2)-J089-03 運行記録計試験 
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(4)誤記修正等（11 項目） 

①TRIAS 17(2)-R135-01 ポール側面衝突後の高電圧からの乗員保護試験（協定規則

第 135 号） 

②TRIAS 17(2)-R153-02 電気自動車及び電気式ハイブリッド自動車の後面衝突時に

おける高電圧からの乗員保護（協定規則第 153 号） 

③TRIAS 34-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（車幅灯） 

④TRIAS 34(2)-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（前部上側端灯）） 

⑤TRIAS 37-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（尾灯）） 

⑥TRIAS 37(3)-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（駐車灯）） 

⑦TRIAS 37(4)-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（後部上側端灯）） 

⑧TRIAS 39-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（制動灯） 

⑨TRIAS 41-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（方向指示器）） 

➉TRIAS 44(2)-J129-01 後方視界看視装置試験 

⑪TRIAS 48-J123-02 作動状態記録装置試験 

   

2.「審査事務規程」別表 1（添付書面一覧）について、認証業務の合理化の一環として実施さ

れた「自動車型式認証実施要領（国土交通省通達）」等の改正に伴い、以下のとおり改正する。 

（１）単品認可証の提出省略 

灯火等の取付に係る認可証の提出があれば、灯火等の単品の認可証の提出を省略でき

る旨の改正を行う。 

（２）技術基準適合証明書の活用 

ワイパーやウォッシャー液等に係る基準適合性審査に係る提出書面について、型式指

定を受けた経験を有する申請者に限り、試験成績書の代わりに技術基準適合証明書とす

ることができる旨の改正を行う。 

 

 

２２．．関関連連すするる法法令令等等  
・道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示 

（令和 6 年 9 月 20 日国土交通省告示第 1172 号） 

・道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示 

（令和 7 年 6 月 17 日国土交通省告示第 469 号） 

・道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令 

（令和 7 年 9 月 26 日国土交通省令第 92 号） 

・道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示 

（令和 7 年 9 月 26 日国土交通省告示第 897 号） 

 

３３．．施施行行日日  
   施行日 令和 7 年 10 月 31 日 

 

プレスリリース 

令和 7年 12 月 23 日 

 

 

－－  審審査査事事務務規規程程のの一一部部改改正正ににつついいてて（（第第 6688 次次改改正正））－－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 8年 1月 5日から施行します。 

 

 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619

号）等の一部改正に伴う改正 

○ OBD 検査の対象装置について、令和 8年 9 月 1 日以降に指定を受けた型式指

定自動車又は多仕様自動車に順次追加される以下の装置が新たに加えられた

ことに伴い、当該装置に係る特定 DTC が記録されていた場合保安基準に適合し

ない旨規定します。［1-3、9-13］ 

  ・ 車線逸脱警報装置 

  ・ 側方衝突警報装置 

  ・ ペダル踏み間違い時加速抑制装置 

 

2.  国土交通省から「完成検査終了証が発行された自動車及び一時抹消登録等がさ

れた自動車に係る自動車部品を装着した場合の新規登録等における取扱いについ

て（依命通達）」（令和 7年 12 月 12 日付け国自整第 181 号）が発出されたことに伴

い審査の実施方法を規定します。［4-7］ 

 

3．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
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プレスリリース 

令和 7年 12 月 23 日 

 

 

－－  審審査査事事務務規規程程のの一一部部改改正正ににつついいてて（（第第 6688 次次改改正正））－－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 8年 1月 5日から施行します。 

 

 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619

号）等の一部改正に伴う改正 

○ OBD 検査の対象装置について、令和 8年 9 月 1 日以降に指定を受けた型式指

定自動車又は多仕様自動車に順次追加される以下の装置が新たに加えられた

ことに伴い、当該装置に係る特定 DTC が記録されていた場合保安基準に適合し

ない旨規定します。［1-3、9-13］ 

  ・ 車線逸脱警報装置 

  ・ 側方衝突警報装置 

  ・ ペダル踏み間違い時加速抑制装置 

 

2.  国土交通省から「完成検査終了証が発行された自動車及び一時抹消登録等がさ

れた自動車に係る自動車部品を装着した場合の新規登録等における取扱いについ

て（依命通達）」（令和 7年 12 月 12 日付け国自整第 181 号）が発出されたことに伴

い審査の実施方法を規定します。［4-7］ 

 

3．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
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令和 7 年 12 月 24 日  

交通安全環境研究所 

自 動 車 認 証 審 査 部 

交交通通安安全全環環境境研研究究所所ににおおけけるる規規程程・・実実施施要要領領等等のの改改正正ににつついいてて  

  

１１．．背背景景  

道路運送車両法関係手数料規則の一部改正(令和 7 年国土交通省令第 21 号)、自動車型式認

証実施要領の一部改正(令和 7 年国自審第 2867 号)、並びに型式指定申請を行おうとする者か

ら保安基準適合性に関して様々な相談を受け付ける相談窓口の設置等に伴い、下記の規程・実

施要領等を改正する。 

 

２２．．内内容容  

２-１．道路運送車両法関係手数料規則の改正 

実費を勘案して審査手数料が改正されたことを受け、交通安全環境研究所における規程・実

施要領等について所要の改正を行う。 

・  認証手数料収納等取扱要領（平成 28 年所長通達第 3 号） 

・  自動車等の先行受託試験実施要領（平成 28 年所長通達第 1 号） 

・  自動車の先進安全技術の性能評価試験等実施要領（平成 30 年所長通達第 3 号） 

・  共通構造部（IWVTA）型式証明審査実施要領（平成 31 年所長通達第 2 号） 

・  型式指定申請に係る技術的検証実施要領（平成 28 年所長通達第 15 号） 

・  車両及び装置型式指定試験成績書の発行に関する取扱規程（平成 28 年規程第 30 号） 

・  試験結果を活用する外国の自動車試験機関の指定に関する規約（平成 28 年規程 

第 28 号） 

・  認証手数料マニュアル（平成 28 年事務連絡） 

 

２-２．自動車型式認証実施要領改正に伴う審査事務規程等改正 

認証業務の合理化の一環として実施された「自動車型式認証実施要領」等の改正に伴い、 

以下の関連文書についても所要の改正を行う。 

・  審査事務規程（平成 28 年規程第 2 号）※下記①および②に関係 

・  認証手数料マニュアル（平成 28 年事務連絡）※下記①および③に関係 

 

◆改正内容の概要： 

① 最小回転半径の試験成績書提出等に係る見直し 

設計値に基づく計算書の提出があれば、試験成績書の提出を省略できる旨の改正を行う。 

 

② 構造基準等適合検討書及び指導基準適合検討書の見直し 

構造基準等及び指導基準に適合する旨の宣誓書提出があれば、各検討書の提出を省略でき 

る旨の改正を行う。 
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③ 認可証再活用時の確認手数料について見直し 

特定の条件下において、自動車型式指定申請または既指定自動車型式指定申請時に提出済 

みの認可証を活用する場合には、認可証確認に係る審査手数料を徴収しない旨の改正を行う。 

 

２-３．相談窓口設置 

 自動車メーカー等に対して諸規制に係る技術的な助言を行い、型式指定審査を円滑に受ける

ことができるよう、型式指定申請を行おうとする者から保安基準適合性に関して様々な相談を

受け付ける窓口を交通安全環境研究所自動車認証審査部（管理班）に設置する。上記を踏まえ、

相談対応取扱規程、相談対応実施要領を制定する。 

・  相談対応取扱規程（令和 7 年規程第 25 号） 

・  相談対応実施要領（令和 7 年所長通達第 6 号） 

・  審査関係連絡事項（平成 28 年事務連絡） 

 

２-４．再審査発生時における保安基準への適合性の再確認 

過去に実施した審査では不十分な場合に実施する再審査において、現行、公式試験に係る手

数料のみを徴収しているが、これに加え、社内試験など書面確認に係る手数料も徴収するよう

見直しを行う。 

・  型式指定申請に係る技術的検証実施要領（平成 28 年所長通達第 15 号） 

 

３３．．関関連連すするる法法令令等等  

・道路運送車両法関係手数料規則の一部改正 

(令和 7 年 3 月 31 日国土交通省令第 21 号) 

・自動車型式認証実施要領の一部改正 

(令和 7 年 3 月 31 日国自審第 2867 号) 

 

４４．．施施行行日日  

令和 8 年 1 月 1 日 

以上 
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令 和 8 年 2 月 3 日 

交通安全環境研究所 

自 動 車 認 証 審 査 部  

審審査査事事務務規規程程（（交交通通研研部部分分））等等のの一一部部改改正正ににつついいてて  

  

１１．．背背景景  

道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）の一部

改正、道路運送車両法関係手数料規則(平成 28 年国土交通省令第 17 号)の一部改正、並びに装

置型式指定実施要領(依命通達)(平成 10 年 11 月 12 日自技第 215 号等)の一部改正に伴い、 

下記の規程・実施要領等を改正する。併せて、その他所要の改正を行う。 

 

２２．．内内容容  

２-１．「審査事務規程」（平成 28 年 4 月 1 日 規程第 2 号）等の改正 

国際連合欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 196 回会合において、

「緊急車線維持システムに係る協定規則（第 178 号）」が新たに採択されたほか、「シート、

シートアンカー及びヘッドレストに係る協定規則（第 17 号）」等の改訂が採択されたことに

伴い、以下のとおり改正を行う。 

(１)「審査事務規程」別添 1（試験規程（TRIAS））の新規追加及び一部改正等を行う。 

・細目告示に新たに採用された協定規則に対応した TRIAS の新規追加（2 項目） 

① TRIAS 11-R178-01 緊急車線維持装置試験（協定規則第 178 号） 

② TRIAS 20-R126-01 仕切り装置試験（協定規則第 126 号） 

 

・細目告示に既に採用されている協定規則の改訂に伴う一部改正（11 項目） 

① TRIAS 08-R175-02 ペダル踏み間違い時加速抑制装置(ACPE)（協定規則第 175

号） 

② TRIAS 09-R142-02 自動車に取り付けられる空気入ゴムタイヤ試験（協定規則

第 142 号） 

③ TRIAS 11-R079-04 かじ取装置試験（協定規則第 79 号） 

④ TRIAS 12-R013-06 トラック、バス及びトレーラの制動装置試験（協定規則第

13 号） 

⑤ TRIAS 12-R131-03 衝突被害軽減制動制御装置試験（協定規則第 131 号） 

⑥ TRIAS 12-R152-04 乗用車等の衝突被害軽減制動制御装置試験（協定規則第

152 号） 

⑦ TRIAS 22-R017(1)-05 座席及び座席取付装置試験（協定規則第 17 号（乗用等）） 

⑧ TRIAS 22(3)-R0173-02 座席ベルト試験（協定規則第 173 号（車両）） 

⑨ TRIAS 22(3)-R0174-02 シートベルトリマインダー試験（協定規則第 174 号） 

⑩ TRIAS 30-R041-04 二輪自動車の騒音試験（協定規則第 41 号） 

⑪ TRIAS 48-R157-02 自動車線維持システム（協定規則第 157 号） 
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・誤記修正等（4 項目） 

① TRIAS 31-J041(1)-02 重量車排出ガス試験（JE05 モード） 

② TRIAS 31-J041(4)-04 ディーゼル重量車排出ガス試験（WHDC モード） 

③ TRIAS 43(7)-R138-03 車両接近通報装置試験（協定規則第 138 号） 

④ TRIAS 99-015-01 原動機車載出力試験（ディーゼル機関） 

 

(２) 「審査事務規程」第 2 章（自動車の型式の指定等に係る審査の実施方法）について、検査

対象外軽自動車等の一部装置について審査対象に加える。 

 

(３)「審査事務規程」別表 2（外国の試験機関）について、中国の試験機関（CATARC）に対し

て試験項目の追加を行う。 

 

(４)「認証審査手数料収納等取扱要領」(平成 28 年 4 月 1 日 所長通達第 3 号)について、道路

運送車両法関係手数料規則の改正に伴い、上記(１)の試験項目の追加に応じた試験費用額を

定める改正を行う。 

 

２-２．「審査関係連絡事項」（平成 28 年 4 月 1 日 自交審第 36 号）の改正 

認証業務の合理化の一環として実施された自動車型式認証実施要領等の改正に伴い、以下の

とおり改正を行う。 

・車わく強度計算書の提出省略 

保安基準適合を証する書面のうち、認証申請時に不要とされる車わく強度計算書について、

提出を省略できる旨の改正を行う。 

 

２-３．「自動車等の先行受託試験取扱規程」（平成 28 年 4 月 1 日 規程第 29 号）等の改正 

1958 協定に加盟していない国向けの認証車両に対して、テストレポート発行が可能となる

よう下記の規程・実施要領を改正する。 

 

・「自動車等の先行受託試験取扱規程」(平成 28 年 4 月 1 日 規程第 29 号） 

・「自動車等の先行受託試験取扱要領」（平成 28 年 4 月 1 日 所長通達第 1 号） 

・「車両及び装置型式指定試験成績書の発行に関する取扱規程」（平成 28 年 4 月 1 日  

規程第 30 号） 

 

２-４．「認証審査手数料マニュアル」（令和 7 年 12 月 24 日 自交審第 1004 号）の改正 

 能力基準適合証明書の交付を受けている者が、能力の基準に適合することを証する書面の記

載事項に重大な変更を加えようとする場合の審査において、国及び独立行政法人自動車技術総

合機構は当該変更部分のみの審査（部分審査）を行うこととして自動車の特定改造等の許可に

関する省令の改正が行われたことに伴い、これに応じた手数料額の改訂を行う。  
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３３．．関関連連すするる法法令令等等  

・道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令 

（令和 8 年 1 月 9 日国土交通省令第 1 号） 

・道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示 

（令和 8 年 1 月 9 日国土交通省告示第 8 号） 

・自動車型式認証実施要領 

（令和 7 年 3 月 31 日国自審第 2867 号） 

・装置型式指定実施要領 

（令和 8 年 1 月 9 日国自審第 2150 号） 

 

４４．．施施行行日日  

令和 8 年 2 月 3 日 

 

以上 
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自動車技術総合機構からのお知らせ

年次検査事務取扱規程の制定について

法人タクシー事業者による交通サービスを補完するた

め、地域の自家用車や一般ドライバーを活用した有償運
送事業（以下、「自家用車活用事業」という。）に供さ
れる自動車については、道路運送車両法に基づく検査に
加え、直近の継続検査等の日から起算して11か月が経過
する日から12か月が経過するまでの間に道路運送車両の
保安基準（以下、「保安基準」という。）への適合性を
確認する年次検査を受検することが求められております。
また、年次検査の実施方法については、指定自動車整備
工場の自動車検査員又は独立行政法人自動車技術総合機
構の自動車検査官、検査対象軽自動車においては軽自動
車検査協会の軽自動車検査員が継続検査と同じ方法によ
り保安基準に適合するかどうか確認することとなってお
ります。

今般、これを受け、自家用車活用事業に供される自動
車の保安基準適合性の確認（年次検査）に関する必要な
事項を独立行政法人自動車技術総合機構年次検査事務取
扱規程（令和８年２月９日付け規程第34号）として新た
に定めました。

本件についてのお問い合わせは、以下までお願いいたします。
自動車技術総合機構 企画部企画課 （TEL:03-5363-3441）

〇独立行政法人自動車技術総合機構年次検査事務取扱規程
（令和８年２月９日付規程第34号

https://www.naltec.go.jp/publication/regulation/hbh5ss0000002c0r-att/i5ss5i000000047l.pdf

〇年次検査に係るFAQはこちら

https://www.naltec.go.jp/faq/hbh5ss0000000rkv-att/a1772089893847.pdf

〇自家用車活用事業に関する情報はこちら（※国土交通省HP）
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr3_000051.html
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令 和 8 年 3 月 2 日 

交通安全環境研究所 

自 動 車 認 証 審 査 部  

審審査査事事務務規規程程（（交交通通研研部部分分））のの一一部部改改正正ににつついいてて  

  

１１．．背背景景  

道路運送車両法の保安基準(昭和 26 年運輸省令第 67 号)の一部改正(令和 8 年国土交通省令

第 9 号)、道路運送車両の保安基準第五十八条の三第一項に規定する国土交通大臣が定める自

動車及び第四項に規定する国土交通大臣の行う認定に関し必要な事項を定める告示の制定（令

和 8 年国土交通省告示第 279 号)等に伴い、下記の規程等を改正する。 

 

 

２２．．内内容容 

（１）「審査事務規程」（平成 28 年 4 月 1 日 規程第 2 号） 

①  審査の実施方法の見直し 

審査の実施方法に道路運送車両の保安基準第 58 条の 3 の規定による自動車の認定要領

（以下「認定要領」という。）を追加する改正を行う。 

②  審査結果の通知方法の見直し 

認定要領に基づき国土交通大臣への審査結果の通知方法を追加する改正を行う。 

 

（２）「審査関係連絡事項」（平成 28 年 4 月 1 日 自交審第 36 号） 

①  用語の定義の見直し 

用語の定義に認定要領を追加する改正を行う。 

②  審査に係る書面関係の見直し 

認定要領に基づく書面の提出日を追加する改正を行う。 

 

（３）「自動車等の先行受託試験実施要領」（平成 28 年 4 月 1 日 所長通達第１号） 

  先行受託試験期間契約に係る誤記修正を行う。 
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３３．．関関連連すするる法法令令等等  

・道路運送車両の保安基準及び道路運送車両法施行規則の一部を改正する省令 

（令和 8 年 2 月 16 日国土交通省令第 9 号) 

・道路運送車両の保安基準第五十八条の三第一項に規定する国土交通大臣が定める自動車及び

第四項に規定する国土交通大臣の行う認定に関し必要な事項を定める告示 

（令和 8 年 2 月 16 日国土交通省告示第 279 号) 

・道路運送車両の保安基準第 58 条の３の規定による自動車の認定要領（依命通達） 

（令和 8 年 2 月 16 日国自審第 2560 号） 

 

４４．．施施行行日日  

令和 8 年 3 月 2 日 

 

以上 
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プレスリリース 

令和 8年 3月 25日 

 

－－  審審査査事事務務規規程程のの一一部部改改正正ににつついいてて（（第第 7722 次次改改正正））－－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11年法律第 218号）第 13条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 8 年 4 月 1 日（一部の規定は令和 8 年 10 月 1

日）から施行します。 
 
主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準（昭和 26年運輸省令第 67号）及び道路運送車両の保安

基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一部改正に伴

う改正 

○ 乗車定員 10人未満の乗用自動車及び車両総重量 3.5t以下の貨物自動車に

は、協定規則第 178号の技術的要件に適合する緊急車線維持装置を備えなけ

ればならないこととされたことに伴い、審査方法等を規定します。［6-13 の

2他］ 

○ その他、細目告示等の改正に応じた所要の改正を行います。 

 

２．道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）第 58 条の 3 及びこれに

基づく告示等の制定に伴う改正［4-26他］ 

米国で製作された自動車のうち告示で定めるものについて、国土交通大臣の認定

を受けた場合には、保安基準及びこれに基づく告示であって当該自動車ごとに指定

されたものに適合するものとみなすこととされたことに伴い、当該自動車の審査方

法等を規定します。 

 

３．改造自動車届出制度の見直し［4-13他］ 

同一型式内に設定されている装置や一般に流通している自動車部品を用いた改

造であって一定の条件を満たすものについては、一定の安全性が確保されているも

のとして改造自動車の届出対象から除外し、審査方法を「事前書面審査＋現車審査」

から「現車審査のみ」に移行します。 

また、改造自動車届出制度を新規検査等届出制度に統合しオンライン届出を可能

とする等、届出手続きの効率化を図ります。 

 

４．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
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改造自動車届出制度の
見直しについて

自動車技術総合機構からのお知らせ
令和8年3月

改造自動車の届出対象の見直し
次に該当する改造は、改造自動車の届出対象から除外します。
◆指定自動車等の改造であって、同一の型式（OEM車等を含む。）内に設定されている

装置（許容限度が明確な自動車にあっては許容限度が当該自動車と同一又は大きい類
別区分番号に設定されているものに限る。）を、取付方法等を変更することなく用い
たもの［動力伝達装置、走行装置、緩衝装置又は連結装置の改造に限る。］

◆乗車定員が9人以下の乗用自動車又は車両総重量が3.5トン以下の貨物自動車の改造で
あって、自動車の製作を業とする者、自動車の装置の製作を業とする者又は自動車部
品の製作を業とする者により製作された一般に流通している自動車部品を、取付方法
等を変更することなく用いたもの［緩衝装置の改造に限る。］

新規検査等届出制度との統合
改造自動車届出制度を新規検査等届出制度に統合し、改造自動車の審査についても新規
検査等書面審査要領により実施します。
また、これに伴い、届出書等の提出先を当該改造自動車の新規検査等を申請する運輸支
局等と同一敷地内にある事務所等（代表届出の場合にあっては地方検査部又は沖縄事務
所）とするとともに、改造自動車審査結果通知書の交付を廃止します。

※ 詳細については、当機構のWebサイトに掲載してい
る審査事務規程別添2「新規検査等書面審査要領」を
ご参照ください。

新規検査等書面審査要領
改正後は改造自動車の審査についても
新規検査等書面審査要領により実施

新規検査等書面審査要領

改造自動車審査要領

掲示期限 令和9年3月31日

改造自動車届出制度に関し次のとおり取扱いを見直し、令和8年
10月1日から適用することとしましたのでお知らせします。

○同一型式内に設定されている装置や一般に流通している自動車
部品を用いた改造であって一定の条件を満たすものについては、
一定の安全性が確保されているものとして改造自動車の届出対象
から除外し、審査方法を「事前書面審査＋現車審査」から「現車
審査のみ」に移行します。

○改造自動車届出制度を新規検査等届出制度に統合しオンライン
届出を可能とする等、届出手続きの効率化を図ります。
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令和 8 年 6 月 29 日 

交通安全環境研究所 

自動車認証審査部 

 

審審査査事事務務規規程程（（交交通通研研部部分分））等等のの一一部部改改正正ににつついいてて  

  

改改正正概概要要  
道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一

部改正に伴い、「審査事務規程」（平成 28年 4月 1日 規程第 2号）等について一部改正を行う。 

 

１．「審査事務規程」（平成 28年 4月 1日 規程第 2号）等の改正 

国際連合欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）第 197回会合（以下

「WP.29第 197回会合」という。）において、「側面保護装置に係る協定規則（第 73号）」が日

本の保安基準に取り込まれることとなったほか、「プログラム等改変システムに係る協定規則

（第 156 号）」等の改訂が採択されたことに伴い、以下のとおり改正を行う。 

 

(1)細目告示に新たに採用された協定規則に対応した TRIASの新規追加（４項目） 

① TRIAS 11(2)-R062-01 二輪自動車等の施錠装置試験（協定規則第 62号） 

概要：デジタルキーが UN規則で容認されたことによる UN

規則の採用 

② TRIAS 18(2)-R073(1)-00 側面保護装置試験（協定規則第 73号） 

概要：巻き込み防止装置に係る規則の新設 

③ TRIAS 18(2)-R073(2)-00 側面保護装置取付装置試験（協定規則第 73号） 

概要：同上 

④ TRIAS 40(2)-R148-01 信号灯火試験（協定規則第 148 号（車両後退表示投影装

置）） 

概要：後退表示投影装置に係る規則の新設 

 

(2)細目告示に既に採用されている協定規則の改訂に伴う一部改正（15項目） 

① TRIAS 08-J041(3)-02 電気重量車電力消費率試験（JH25モード） 

概要：電気重量車の一充電走行距離を定速から JH25 モー

ドを活用した方法に改正 

② TRIAS 11-R079-04 かじ取装置試験（協定規則第 79号） 

概要：自動命令型操舵機能（ACSF）機能について、同等の

基準としてみなされる UN-R171（DCAS）のシリーズの明確

化 

③ TRIAS 12-R131-03 トラック及びバスの衝突被害軽減制動制御装置試験（協定

規則第 131号） 

概要：一部の実車試験をバーチャルテストで代替可能とな

るよう改正 
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令和 8 年 6 月 29 日 

交通安全環境研究所 

自動車認証審査部 

 

審審査査事事務務規規程程（（交交通通研研部部分分））等等のの一一部部改改正正ににつついいてて  

  

改改正正概概要要  
道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一

部改正に伴い、「審査事務規程」（平成 28年 4月 1日 規程第 2号）等について一部改正を行う。 

 

１．「審査事務規程」（平成 28年 4月 1日 規程第 2号）等の改正 

国際連合欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）第 197回会合（以下

「WP.29第 197回会合」という。）において、「側面保護装置に係る協定規則（第 73号）」が日

本の保安基準に取り込まれることとなったほか、「プログラム等改変システムに係る協定規則

（第 156 号）」等の改訂が採択されたことに伴い、以下のとおり改正を行う。 

 

(1)細目告示に新たに採用された協定規則に対応した TRIASの新規追加（４項目） 

① TRIAS 11(2)-R062-01 二輪自動車等の施錠装置試験（協定規則第 62号） 

概要：デジタルキーが UN規則で容認されたことによる UN

規則の採用 

② TRIAS 18(2)-R073(1)-00 側面保護装置試験（協定規則第 73号） 

概要：巻き込み防止装置に係る規則の新設 

③ TRIAS 18(2)-R073(2)-00 側面保護装置取付装置試験（協定規則第 73号） 

概要：同上 

④ TRIAS 40(2)-R148-01 信号灯火試験（協定規則第 148 号（車両後退表示投影装

置）） 

概要：後退表示投影装置に係る規則の新設 

 

(2)細目告示に既に採用されている協定規則の改訂に伴う一部改正（15項目） 

① TRIAS 08-J041(3)-02 電気重量車電力消費率試験（JH25モード） 

概要：電気重量車の一充電走行距離を定速から JH25 モー

ドを活用した方法に改正 

② TRIAS 11-R079-04 かじ取装置試験（協定規則第 79号） 

概要：自動命令型操舵機能（ACSF）機能について、同等の

基準としてみなされる UN-R171（DCAS）のシリーズの明確

化 

③ TRIAS 12-R131-03 トラック及びバスの衝突被害軽減制動制御装置試験（協定

規則第 131号） 

概要：一部の実車試験をバーチャルテストで代替可能とな

るよう改正 

④ TRIAS 17-R134(1)-03 圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置試験（協定規

則第 134 号） 

概要：燃料充填口の形状について ISO 規格への準拠要件の

追加 

⑤ TRIAS 17-R134(4)-02 圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置試験（圧縮水

素貯蔵システム）（協定規則第 134 号） 

概要：圧縮水素タンクに装備義務のあった安全弁の取付位

置を圧縮水素供給システム全体に装備可能となる要件の

緩和 

⑥ TRIAS 17-R134(5)-02 圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置試験（圧縮水

素貯蔵システム附属品）（協定規則第 134 号） 

概要：上記に伴う提出書面の整理 

⑦ TRIAS 17(2)-R156-02 プログラム等改変システム試験(協定規則第 156 号(同規

則の規則 7.2.に限る)) 

概要：型式指定審査におけるプログラム等識別番号

（RXASWIN）の要件を追加 

⑧ TRIAS 21-R176-01 視界アシスタント試験（協定規則第 176 号） 

概要：バッテリー失陥時におけるメモリー機能要件を除外 

⑨ TRIAS 32-J052R048-06 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置試験 

概要：後退表示投影装置を新設 

⑩ TRIAS 32-R149-02 照射灯火試験（協定規則第 149 号（前照灯）） 

概要：文書表現の見直し 

⑪ TRIAS 33(3)-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（低速走行時照射灯）） 

概要：低速走行時側方照射灯が後方取付も認められたこと

による名称変更 

⑫ TRIAS 44-R046(1)-03 後写鏡等試験（協定規則第 46 号） 

概要：基準の明確化 

⑬ TRIAS 44-R046(1-2)-03 後写鏡等試験 ミラー以外の間接視界装置（協定規則第 46

号） 

概要：補助視界確認装置の外装の曲率半径要件を追加 

⑭ TRIAS 44-R046(2)-04 後写鏡等及び後写鏡等取付装置試験（協定規則第 46 号） 

概要：同上 

⑮ TRIAS 99-R156-02 プログラム等改変業務管理システム試験(協定規則第 156

号(同規則の規則 7.1.に限る)) 

概要：ソフトウェアマネジメントシステム審査におけるプ

ログラム等識別番号（RXSWIN）の要件を追加 

 

(3)誤記修正等（4項目） 

① TRIAS 12-R152-04 乗用車等の衝突被害軽減制動制御装置試験（協定規則第 152

号） 

② TRIAS 22-R017(1)-05 座席及び座席取付装置試験（協定規則第 17 号（乗用等）） 

③ TRIAS 43(7)-R138-03 車両接近通報装置試験（協定規則第 138 号） 

④ TRIAS 44(2)-J130-01 後方視界看視装置取付装置等試験 

―  123  ―



 

 

(4).「審査事務規程」別表 2（外国の試験機関）について、試験機関（DEKRA）に対して新たな

試験項目の追加を行う。 

 

２．「車両及び装置型式指定試験成績書の発行に関する取扱規程」（平成 28 年 4 月 1 日 規程第

30 号）の改正 

WP.29 第 197 回会合において、新たに日本において採択されることとなった協定規則の追加

を行う。 

 

３．「認証審査手数料収納等取扱要領」(平成 28 年 4 月 1 日 所長通達第 3号)の改正 

道路運送車両法関係手数料規則の改正に伴い、試験費用額を定める改正を行う。 

 

４．関連する法令等 

・道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令 

（令和 8年 6月 4日国土交通省令第 59 号） 

・道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示 

（令和 8年 6月 4日国土交通省告示第 671 号） 

５．施行日 

令和 8年 6月 30 日 

以上 
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Ⅳ．整備業界を取り巻く情勢

1 ．OBD検査等

（１）OBD点検とOBD検査（OBD確認）の違い

OBD点検 OBD検査（OBD確認）
令和３年10月１日 開始時期 令和６年10月１日

（輸入車：令和７年10月１日）
１年ごとの点検時　 実施時期 検査（車検）時

対象装置（警告灯）を備える車両
（大特、被牽引車、二輪車を除く） 対象車両

令和３年10月１日以降の新型車
（輸入車は令和４年10月１日の新型車）
（大特、被牽引車、二輪車を除く）

①原動機
②制動装置
③�アンチロックブレーキシステム 
（ABS）

④エアバッグ
⑤衝突被害軽減制動制御装置（AEBS）
⑥自動命令型操舵機能
⑦自動運行装置

対象装置

①かじ取り装置
②アンチロックブレーキシステム（ABS）
③横滑り防止装置（ESC）
④車両安定性制御装置（EVSC）
⑤ブレーキ・アシスト・システム（BAS）
⑥衝突被害軽減制動制御装置（AEBS）
⑦排出ガス発散防止装置
⑧�電力により作動する原動機を有する自動

車に備える車両接近通報装置（AVAS）
⑨自動運行装置

・�整備用スキャンツールを用いて点検
又は識別表示（警告灯）を用いて目
視による点検（メーカーの指示があ
る場合はその方法）

実施内容

・検査用スキャンツールを用いて OBD 確認
・�国の検査場又は軽自動車検査場にて OBD

検査を受検

整備要領書等に基づき必要な整備を実
施

要整備と
なった場
合の対応

整備要領書に基づき整備実施後、再度 OBD
確認又は検査場にて再受検

（２）OBD検査対象車両について

以下の場合は OBD 検査対象車両であっても OBD 検査不要と判定されます。
・検査日が型式指定年月日から２年を経過していない
・検査日が初度登録年月又は初度検査年の前月の末日から起算して10カ月を経過していない
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（３）OBD確認について
　�認証工場においては OBD 確認の実施義務はありません。
　OBD 検査が必要な車両に対し、整備工場で OBD 確認を行って特定 DTC が確認されなかった場
合は、持込検査の際に原則 OBD 検査は省略されます。
�　なお、自動車技術総合機構が運営する OBD 検査システムを利用して OBD 確認を実施するため
には、機器等を備えてシステム利用登録をするなどの事前準備が必要です。

【認証工場におけるOBD確認の主な流れ】

�

【指定工場におけるOBD検査の主な流れ】

（４）OBD検査システムの利用に関する準備について
【事業場で準備が必用となるもの】

※�検査用スキャンツールは、検査用の機種が必要です。また、整備用スキャン
ツールと兼用可能な機種は、ソフトウェアの更新等が必要です。

　機種の確認は、日本自動車機械工具協会のホームページを参照してください。
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（５）OBD検査システムを利用するには（事業場 ID申請）

（６）OBD検査の運用状況（OBD検査モニタリング会合資料一部抜粋）
① OBD 検査の対象型式、対象台数、検査台数
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② OBD 検査台数の推移（月間）

③ OBD 検査省略台数の推移（月間）
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④指定自動車整備工場における主な不適合要因

⑤モニタリングの評価（令和６年10月１日～令和８年１月31日）
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⑥ OBD 検査対象装置の拡大について

⑦検査コースでの OBD 検査省略について
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⑧ OBD 検査システムのメール認証方式への移行について



―  134  ―

https://www.obd.naltec.go.jp/
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2 ．自動車整備事業に関するQ&A

Ⅰ．点検整備関係

Q １：特定整備とは何ですか。
A １：従来までの「分解整備」と令和２年４月の法改正に伴い追加された「電子制御装置整備」

を総称した整備を「特定整備」といいます。
　なお、「特定整備」を行った場合は、特定整備記録簿を作成し、その写しを使用者に交
付する必要があります。
　・�分解整備：原動機、動力伝達装置、走行装置、かじ取り装置、制動装置、緩衝装置、

連結装置を取り外して行う自動車の整備又は改造
　・�電子制御装置整備：運行補助装置の取付位置若しくは取付角度の変更又は機能の調整

を行う自動車の整備又は改造、自動運行装置の作動に影響を及ぼすおそれがある自動
車の整備又は改造

自動車特定整備制度の概要は、以下の国土交通省ホームページをご参照ください。
　https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr ９_000016.html

Q ２：特定整備について、電子制御装置整備対象外の車両に衝突被害軽減ブレーキ等、電子制御
装置対象の車両と同じ装置が装備されている場合、特定整備記録簿の発行は必要ですか。

A ２：必要ありません。

Q ３：点検整備記録簿（特定整備記録）をスキャンし、電子データとして保存することはできま
すか。

A ３：可能です。（本書139頁参考１参照）

Q ４：整備主任者が行う業務とは何ですか。
A ４：「道路運送車両法の一部を改正する法律等の施行に伴う整備主任者制度等の取扱いについ

て」（平成10年11月19日付け自技第232号、自整第177号）に以下の業務が例示されていま
す。
　特定整備を行う場合の整備主任者の保安基準適合義務及び特定整備記録簿の記載に関す
る事項を統括管理するために行う業務の例は以下のとおりとする。
　（１）特定整備後のできばえ確認業務
　（２）特定整備の作業管理に関する業務
　（３）特定整備記録簿の記載及び保存に関する業務
　　※ 特定整備記録簿は２年間の保存義務があります。
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Q ５：ＯＢＤ点検について、16ピン（ＯＢＤⅡ）以前の車両を点検するにあたり、イグニッショ
ンＯＮでエンジンチェックランプ等の点灯を確認し、エンジン始動後にエンジンチェック
ランプ等異常を示すランプが点灯していなければ、点検整備記録簿の「ＯＢＤ診断の結果」
欄には点検良好「ㇾ」としてよいのでしょうか。

A ５：問題ありません。

Q ６：マイクロバスを改造した「車いす移動車」（８ナンバー）は、「普通自動車（小型）」の対
象で整備することはできますか。

A ６：乗車定員が10人以下、車両総重量８トン未満であれば整備は可能です。
ただし、屋内作業場に入庫してリフトアップ等が可能な場合であって、指定整備を行う場
合は、自動車検査用機器の軸重等能力を超えないこと。

Q ７：「小型四輪自動車」の対象で最大積載量３トンの小型貨物（４ナンバー）のトラックは整
備することはできますか。

A ７：小型貨物自動車（４ナンバー）であれば、最大積載量が２トンを超えても整備は可能です。
ただし、屋内作業場に入庫してリフトアップ等が可能な場合であって、指定整備を行う場
合は、自動車検査用機器の軸重等能力を超えないこと。

　　　※参考２　※参考３

Q ８：トラック荷台の床板が木製から鉄製に変更されている場合は、構造等変更手続きが必要で
すか。

A ８：普通自動車にあっては±100㎏、小型自動車にあっては±50㎏を超えて車両重量が変わる
場合は、自動車検査証記録事項変更（積載量の減トン等が発生する場合は構造等変更検査）
の手続きが必要となります。

Q ９：使用過程にある軽自動車に指定部品のラダーやグリルガード、エアロパーツ等を取り付け
る場合、軽自動車の規格寸法である全長3.4ｍ、全幅1.48ｍ、全高2.0ｍを超える際は、構
造等変更検査の手続きが必要ですか。

A ９：指定部品であって、恒久的取付方法以外での装着であれば、軽自動車であっても構造等
変更検査の手続きは不要です。

Ⅱ．研修関係

Q １：自動車検査員研修の受講対象者を教えてください。
A １：指定工場で選任されている自動車検査員が対象です。

　また、教習修了者であって３年以上連続して自動車検査員として選任されていなかった
期間がある者を選任する場合は、選任する直近に開催される自動車検査員研修を受講して
いることが必要です。
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Q ２：整備主任者が受講対象である研修について教えてください。
A ２：既に選任されている整備主任者対象

　事業場で選任している整備主任者全員に受講させる「法令研修」と整備主任者１名以上
に受講させる「技術研修」があります。ただし、自動車検査員と整備主任者どちらにも選
任されていて自動車検査員研修を受講した場合は、「整備主任者法令研修」を受講したも
のとみなされます。
整備主任者として選任予定者対象

　電子制御装置整備の認証を取得する又は既に取得している事業場において、一級二輪自
動車整備士、二級の自動車整備士、自動車電気装置整備士若しくは自動車車体整備士を整
備主任者として選任しようとする場合は、あらかじめ電子制御装置整備の「整備主任者等
資格取得講習」を受講し、修了する必要があります。

参　考

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について」（国自整第353号令和２年４月１日）抜粋
別添４　整備主任者研修実施要領
　１　法令研修
　　（8）研修の実施方法
　　　ア　研修は、運輸支局長が自動車整備振興会の協力を得て実施する。
　　　イ�　自動車検査員に選任されている者であって、同年度の自動車検査員研修を修了

した者は、道路運送車両法第91条の３の規定に基づく同法施行規則第62条の２の
２第１項第８号に規定する整備主任者研修のうち法令研修を受けた者として取り
扱う。

Q ３：他の運輸局で自動車検査員の教習を修了したのですが、関東運輸局管内で自動車検査員に
選任することはできますか。

A ３：関東運輸局長以外の運輸局長の教習を修了した者は、当該運輸局長の教習を修了した修
了証書の写し又は、修了した旨の証明書の写しを添付すれば選任することができます。た
だし、次に該当する場合は選任できません。

　　　①自動車検査員として３年以上選任されていなかった者で、直近の自動車検査員研修を受
講していない者

　　　②自動車検査員を解任され、２年を経過していない者
　　　③自動車検査員再教習受講対象者であって、再教習を修了していない者
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Ⅲ．その他

Ｑ１：自動車特定整備事業に関する変更事項が生じた場合に必要な届出を教えてください。
Ａ１：以下の内容に変更が生じた場合は30日以内に変更の届出が必要です。

①事業者の氏名又は名称及び住所（法第81条）
　・法人にあっては商号変更、本社移転
　・個人事業主にあっては事業者の氏名及び住所
②法人にあってはその役員の氏名（法第81条）
　・代表取締役、取締役、監査役の登記している役員が該当します
③事業場の所在地（法第81条）
④�屋内作業場、もしくは電子制御装置点検整備作業場の面積又は間口若しくは奥行の長さ
（施行規則第58条）

⑤事業の廃止（法第81条）
⑥事業の相続、合併及び分割（法第82条）
⑦事業の譲渡（法第83条）

　　　※参考４

Ｑ２：事業者、事業場の名称、住所、所在地等を変更した際、運輸支局等への届出の他に必要な
手続き等はありますか。

Ａ２：以下の制度、システム等で利用しているものについては、所定の手続きが必要となる場合
がありますので、所属の自動車整備振興会等関係先へご確認ください。

・ＯＢＤ検査システム
・放置違反金滞納車ＦＡＸ照会システム
・Ｆ A ＩＮＥＳ（ファイネス）
・ＥＴＣセットアップ
・自動車リサイクル関係（自動車引取業・フロン回収業）
・回送運行許可
・有償運送許可
・所属の自動車整備振興会、自動車整備商工組合
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【参考資料】
参考１�　
点検整備記録簿（特定整備記録簿）電子化の解禁

　「紙」の点検整備記録簿（特定整備記録簿）の車両への備え付けに代えて、携帯電話等への「電
子的方法」による保存でも可能とする通達が令和７年７月８日付け、発出されました。（ただし、
求められた場合に速やかに表示できること）
　自動車整備工場におかれましても、点検整備記録簿（特定整備記録簿）、指定整備記録簿を電子
的に発行し、保存することが可能となりました。（紙による保存も引き続き可能）
　ただし、運輸支局等に求められた場合、速やかに明瞭な状態で提示できることとされています。

【電子的方法による保存の例】

・紙の点検整備記録簿（特定整備記録簿）のスキャンファイル
・SD カード等、外部メディアの保存ファイル
・スマートフォン等の保存ファイル
※�電子機器の故障、バッテリー切れ、電波状況、操作不慣れ等により表示できない場合、要

件を満たさないものとする。

※�点検整備記録簿（特定整備記録簿）の作成・保存等にあたっては、遵守事項、ガイドライン　（令
和７年７月８日・国自整第85号参照）を必ず確認をしてから取り扱うようご留意ください
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参考２�　対象とする自動車の種類の解釈（早見表）参参考考 １１ 対対象象ととすするる自自動動車車のの種種類類のの解解釈釈（（早早見見表表））

対対象象ととすするる自自動動車車 ナナンンババーーププレレーートトのの分分類類番番号号

普普通通自自動動車車（（大大型型）） （貨物自動車）

（特種用途自動車）

乗合自動車）

大板サイズのナンバープレート

○車両総重量が 以上の普通自動車

○最大積載量が 以上の普通自動車

○乗車定員が 人以上の普通乗合自動車

普普通通自自動動車車（（中中型型））

（貨物自動車）

（特種用途自動車）

乗合自動車）

○車両総重量が 未満の普通自動車

○最大積載量が を超え５ 未満の普通自動車

○乗車定員が 人以上 人迄の普通乗合自動車

普普通通自自動動車車（（小小型型））

（貨物自動車）

（特種用途自動車）

○車両総重量が 未満の普通自動車

○最大積載量が 迄の普通自動車

上ニ欄に掲げるものを除く

普普通通自自動動車車（（乗乗用用））
（乗用自動車）

○乗車定員が 人迄の普通乗用自動車

小小型型四四輪輪自自動動車車
４ （貨物自動車）

５、７（乗用自動車）

（特種用途自動車）※※

○小型四輪貨物自動車

○小型四輪乗用自動車

○小型四輪特種用途自動車

小小型型三三輪輪自自動動車車
４ （貨物自動車）

５、７（乗用自動車）

（特種用途自動車）※※

○小型三輪貨物自動車

○小型三輪乗用自動車

○小型三輪特種用途自動車

小小型型二二輪輪自自動動車車 ー

軽軽自自動動車車 ４ （貨物軽自動車）

８ （特種用途軽自動車）

５ （乗用軽自動車）
○検査対象軽自動車

大大型型特特殊殊自自動動車車
（大型特殊自動車）

９ （大型特殊自動車）

注注 意意

自自工工場場のの対対象象自自動動車車のの範範囲囲ででああっっててもも、、受受注注車車両両をを収収容容すするるここととががででききるる屋屋内内作作業業場場

をを有有ししてていいてて点点検検整整備備をを実実施施すするるここととががででききるる車車両両にに限限りりまますす。。たただだしし、、電電子子制制御御装装置置

整整備備のの作作業業場場はは一一部部除除ききまますす。。

※※のの特特種種用用途途自自動動車車はは、、自自動動車車検検査査証証等等のの「「自自動動車車のの種種別別欄欄」」にに「「小小型型」」とと記記載載さされれてていいるるもものの  



―  141  ―

参考３�　普通自動車の主な種類（例）参参考考 ２２ 普普通通自自動動車車のの主主なな種種類類（（例例））

普普
通通
自自
動動
車車
（（
大大
型型
））

車車両両総総重重量量８８ｔｔ以以上上

最最大大積積載載量量５５ｔｔ以以上上

乗乗車車定定員員３３００人人以以上上

 
幼児専用車(ロングボデー) 

大人３人 + 幼児５１人 

(大人換算定員３７人)

普普
通通
自自
動動
車車
（（
中中
型型
））

普普通通自自動動車車 大大型型 以以外外

最最大大積積載載量量２２ｔｔ超超５５ｔｔ未未満満

乗乗車車定定員員１１１１人人以以上上

乗乗車車定定員員２２９９人人迄迄

 
車両総重量８ｔ未満 幼児専用車 標準ボデー

最大積載量５ｔ未満 大人３人 幼児３９人

(大人換算定員２９人)

普普
通通
自自
動動
車車
（（
小小
型型
））

普普通通自自動動車車 大大型型･･中中型型 以以外外

貨貨物物のの用用にに供供すするる自自動動車車

（（最最大大積積載載量量２２ｔｔ以以下下））

特特種種用用途途自自動動車車

乗乗車車定定員員１１００人人迄迄

 

車いす移動車 幼児専用車

大人２人 幼児１２人

(大人換算定員１０人)

普普
通通
自自
動動
車車
（（
乗乗
用用
））

乗乗用用自自動動車車

乗乗車車定定員員１１００人人迄迄

 

３ナンバーワゴン等
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参考４�　変更届記載例
【役員変更届記載例】

（２）自動車特定整備事業に関する届出

以下の内容に変更が生じた場合は３０日以内に変更の届出が必要です。

① 事業者の氏名又は名称及び住所（法第８１条）

・法人にあっては商号変更、本社移転

・個人事業主にあっては事業者の住所変更

② 法人にあってはその役員の氏名（法第８１条）

・代表取締役、取締役、監査役の登記している役員が該当します

③ 事業場の所在地（法第８１条）

・市町村等による住居表示の変更があった場合は証明書を提出します

④ 屋内作業場若しくは電子制御装置点検整備作業場の面積又は間口若しくは奥行きの

長さ（施行規則第５８条）

⑤ 事業の廃止（法第８１条）

⑥ 事業の相続、合併及び分割（法第８２条）

⑦ 事業の譲渡（法第８３条）

【役員変更届記載例】

 
 

【整備主任者変更届記載例】

⑧ 整備主任者に関する事項を変更した場合は１５日以内に届出が必要です。（施行規則

第６２条の２の２第２項）

【整備主任者変更届記載例】



Ⅴ．資　料　編

Ⅴ
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Ⅴ．資料編

１．検査対象車両数、認証工場数等の推移

　関東運輸局管内（以下「管内」という。）における検査対象車両数、認証工場数、人口及び世帯
の推移は次のとおりです。

⑴　検査対象車両数の推移〈図Ⅰー１〉

　管内の検査対象車両数（軽自動車を含む。以下に同じ。）は、令和８年３月末現在において、
22,765千台となり、対前年比で98千台の増加になっています。
　これらを各都県別にみても、近年増加傾向となっています。
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〈図Ⅰ－ 1〉　運輸支局別検査対象車両数の推移（各年度末現在）
＜図Ⅰー１＞　運輸支局別検査対象車両数の推移（各年度末現在）
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⑵　認証工場数、人口、世帯数等の推移〈表Ⅰー１、図Ⅰー２、３〉

①　認証工場数
　管内の認証工場数は、令和８年３月末時点において24,572工場であり、対前年比で４工場の
減少となっています。
　これらを各運輸支局別にみると、埼玉が20工場、群馬が17工場の順で増加していますが、一
方で東京が27工場、栃木が11工場の順で減少となっています。

②　人口
　管内の人口は、令和８年３月末時点において44,355千人であり、対前年比で同数となってい
ます。
　これらを各運輸支局別にみると、東京の75千人で最も伸び率が高く、次いで千葉の４千人と
なっています。

③　世帯数
　管内の世帯数は、令和８年３月末時点において21,712千世帯であり、対前年比で160千世帯
の増加となっています。
　これらを各運輸支局別にみると、東京の92千世帯で最も伸び率が高く、次いで埼玉の47千世
帯となっています。

④　認証工場当たり検査対象車両数
　認証工場当たりの検査対象車両数は、管内平均で926台であり、対前年比で４台の増加となっ
ています。
　これらを各運輸支局別にみると、神奈川が1,179台で最も多く、次いで千葉の999台、東京の
937台の順になっており、群馬が762台で最も少ない状況となっています。
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〈表Ⅰ－ 1〉　認証工場数・人口・世帯数等の推移

運　輸
支局別

年度
認　　証
工 場 数

人　　口
（千人）

世 帯 数
（千世帯）

認　証　工　場　当　た　り
検査対象車両数 人　　口 世 帯 数

東　京

R5 4,466 14,133 7,493 923 3,165 1,678 
R6 4,455 14,220 7,606 928 3,192 1,707 
R7 4,428 14,295 7,698 937 3,228 1,738 

増減 ▲ 27 △ 75 △ 92 △ 9 △ 36 △ 31

神奈川

R5 3,289 9,218 4,374 1,180 2,803 1,330 
R6 3,307 9,213 4,422 1,174 2,786 1,337 
R7 3,309 9,186 4,374 1,179 2,776 1,322 

増減 △ 2 ▲ 27 ▲ 48 △ 5 ▲ 10 ▲ 15

埼　玉

R5 4,578 7,326 3,297 897 1,600 720 
R6 4,571 7,321 3,339 900 1,602 730 
R7 4,591 7,320 3,386 901 1,594 738 

増減 △ 20 ▲ 1 △ 47 △ 1 ▲ 7 △ 7

群　馬

R5 2,334 1,891 827 764 810 354 
R6 2,328 1,879 835 767 807 359 
R7 2,345 1,866 841 762 796 359 

増減 △ 17 ▲ 13 △ 6 ▲ 4 ▲ 11 ▲ 0

千　葉

R5 3,674 6,270 2,889 996 1,707 786 
R6 3,695 6,271 2,931 994 1,697 793 
R7 3,695 6,275 2,973 999 1,698 805 

増減 △ 0 △ 4 △ 42 △ 6 △ 1 △ 11

茨　城

R5 3,222 2,812 1,229 809 873 381 
R6 3,230 2,795 1,243 807 865 385 
R7 3,229 2,778 1,255 810 860 389 

増減 ▲ 1 ▲ 17 △ 12 △ 2 ▲ 5 △ 4

栃　木

R5 2,058 1,885 818 834 916 397 
R6 2,054 1,872 826 836 911 402 
R7 2,043 1,858 833 843 909 408 

増減 ▲ 11 ▲ 14 △ 7 △ 7 ▲ 2 △ 6

山　梨

R5 930 790 348 811 849 374 
R6 936 784 350 808 838 374 
R7 932 777 352 813 834 378 

増減 ▲ 4 ▲ 7 △ 2 △ 6 ▲ 4 △ 4

管　内

R5 24,551 44,325 21,275 922 1,805 867 
R6 24,576 44,355 21,552 922 1,805 877 
R7 24,572 44,355 21,712 926 1,805 884 

増減 ▲ 4 △ 0 △ 160 △ 4 △ 0 △ 7

　注：①　人口及び世帯数は総務省又は各自治体が公表している数。
　　　②　検査対象車両数は軽自動車を含む。
　　　③　認証工場、人口及び世帯数は当該年度末現在の数を示す。
　　　④　増減欄は、対前年比を示す。
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〈図Ⅰ－ 2〉　令和７年度支局別認証工場の対前年比増減数

（単位：工場）
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〈図Ⅰ－ 3〉　認証工場当たり検査対象車両数、人口及び世帯数
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２．関東運輸局管内整備事業の現況

⑴　整備事業の概要

支局別 整備事業 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

東　京

認証 4,494 4,487 4,466 4,455 4,428 
認定 129 128 123 122 121 
指定 1,294 1,280 1,259 1,250 1,243 

指定／認証 28.8% 28.5% 28.2% 28.1% 28.1%

神奈川

認証 3,209 3,233 3,289 3,307 3,309 
認定 101 100 98 97 78 
指定 1,058 1,055 1,057 1,045 1,038 

指定／認証 33.0% 32.6% 32.1% 31.6% 31.4%

埼　玉

認証 4,489 4,534 4,578 4,571 4,591 
認定 88 89 90 90 91 
指定 1,131 1,140 1,135 1,124 1,121 

指定／認証 25.2% 25.1% 24.8% 24.6% 24.4%

群　馬

認証 2,338 2,341 2,334 2,328 2,345 
認定 68 68 68 68 68 
指定 595 598 597 595 593 

指定／認証 25.4% 25.5% 25.6% 25.6% 25.3%

千　葉

認証 3,628 3,628 3,674 3,695 3,695 
認定 98 96 95 96 96 
指定 1,208 1,210 1,209 1,214 1,212 

指定／認証 33.3% 33.4% 32.9% 32.9% 32.8%

茨　城

認証 3,193 3,200 3,222 3,230 3,229 
認定 71 71 71 71 71 
指定 826 827 824 817 818 

指定／認証 25.9% 25.8% 25.6% 25.3% 25.3%

栃　木

認証 2,039 2,037 2,058 2,054 2,043 
認定 64 65 65 63 64 
指定 593 589 589 590 587 

指定／認証 29.1% 28.9% 28.6% 28.7% 28.7%

山　梨

認証 927 924 930 936 932 
認定 41 41 41 36 36 
指定 249 248 243 241 239 

指定／認証 26.9% 26.8% 26.1% 25.7% 25.6%

局　計

認証 24,317 24,384 24,551 24,576 24,572 
認定 660 658 651 643 625 
指定 6,954 6,947 6,913 6,876 6,851 

指定／認証 28.6% 28.5% 28.2% 28.0% 27.9%

全国計

認証 91,790 91,944 92,329 92,412 92,261 
認定 2,608 2,571 2,539 2,516 2,456 
指定 30,118 30,144 30,012 29,870 29,788 

指定／認証 32.8% 32.8% 32.5% 32.3% 32.3%

局／全国
認証 26.5% 26.5% 26.6% 26.6% 26.6%
認定 25.3% 25.6% 25.6% 25.6% 25.4%
指定 23.1% 23.0% 23.0% 23.0% 23.0%
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⑵　整備主任者の選任状況の推移

項目
支局別 令和 3 年度末 令和 4 年度末 令和 5 年度末 令和 6 年度末 令和 7 年度末

東　京 11,967 11,941 11,751 11,645 11,858

神奈川 8,198 8,221 8,252 8,277 8,379

埼　玉 10,128 10,150 10,286 10,255 10,098

群　馬 5,152 5,159 5,149 5,139 5,203

千　葉 9,485 9,413 9,377 9,490 9,572

茨　城 6,636 6,692 6,653 6,686 6,730

栃　木 4,423 4,376 4,395 4,438 4,511

山　梨 1,930 1,922 1,911 1,946 1,952

局　計 57,919 57,874 57,774 57,876 58,303

全国計 218,513 218,789 218,600 219,807 221,887

局／全国（％） 26.5% 26.5% 26.4% 26.3% 26.3%

⑶　自動車特定整備事業（新規・廃止）状況の推移

項　目

支局別

令和 3 年度末 令和 4 年度末 令和 5 年度末 令和 6 年度末 令和 7 年度末

新規 廃止 新規 廃止 新規 廃止 新規 廃止 新規 廃止

東　京 44 76 58 64 63 82 51 62 34 61

神奈川 53 46 60 36 107 51 67 49 45 43

埼　玉 76 48 70 26 102 58 68 75 63 43

群　馬 31 34 46 43 32 40 31 37 36 19

千　葉 61 49 53 52 85 39 66 45 46 45

茨　城 40 24 35 28 51 29 54 46 31 32

栃　木 30 30 25 29 35 16 26 29 28 39

山　梨 14 10 7 10 15 9 24 18 7 11

局　計 349 317 354 288 490 324 387 361 290 293
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⑷　認証 1工場当たりの検査対象車両数の推移

年度
支局別 令和 3 年度末 令和 4 年度末 令和 5 年度末 令和 6 年度末 令和 7 年度末

東　京

認　証　工　場　数 4,494 4,487 4,466 4,455 4,428

検 査 対 象 車 両 数 4,110,915 4,118,127 4,124,096 4,133,662 4,148,035

1 工場当たり車両数 915 918 923 928 937

神奈川

認　証　工　場　数 3,209 3,233 3,289 3,307 3,309

検 査 対 象 車 両 数 3,865,500 3,880,004 3,881,785 3,883,834 3,901,522

1 工場当たり車両数 1,205 1,200 1,180 1,174 1,179

埼　玉

認　証　工　場　数 4,489 4,534 4,578 4,571 4,591

検 査 対 象 車 両 数 4,073,414 4,093,418 4,107,892 4,115,402 4,138,579

1 工場当たり車両数 907 903 897 900 901

群　馬

認　証　工　場　数 2,338 2,341 2,334 2,328 2,345

検 査 対 象 車 両 数 1,773,823 1,780,893 1,784,822 1,785,665 1,788,867

1 工場当たり車両数 759 761 765 767 763

千　葉

認　証　工　場　数 3,628 3,628 3,674 3,695 3,695

検 査 対 象 車 両 数 3,632,520 3,650,249 3,662,875 3,671,860 3,693,021

1 工場当たり車両数 1,001 1,006 997 994 999

茨　城

認　証　工　場　数 3,193 3,200 3,222 3,230 3,229

検 査 対 象 車 両 数 2,589,494 2,598,567 2,605,066 2,607,524 2,614,075

1 工場当たり車両数 811 812 809 807 810

栃　木

認　証　工　場　数 2,039 2,037 2,058 2,054 2,043

検 査 対 象 車 両 数 1,708,908 1,715,352 1,717,680 1,717,131 1,722,588

1 工場当たり車両数 838 842 835 836 843

山　梨

認　証　工　場　数 927 924 930 936 932

検 査 対 象 車 両 数 748,707 751,890 754,789 756,728 758,618

1 工場当たり車両数 808 814 812 808 814

局　計

認　証　工　場　数 24,317 24,384 24,551 24,576 24,572

検 査 対 象 車 両 数 22,503,281 22,588,500 22,639,005 22,671,806 22,765,305

1 工場当たり車両数 925 926 922 923 926

注：検査対象車両数は軽自動車を含む



―  153  ―

⑸　関東運輸局管内認証工場数等の推移
（５）関東運輸局管内認証工場数等の推移

（工場数） （工場数）

▲指定

■認定

　　　認証

　　　指定

　　　認定

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

●認証

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

6,954 6,947 6,913 6,876 6,851 

660 658 651 643 625 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

24,317 
24,384 

24,551 24,576 24,572 

20,600

20,800

21,000

21,200

21,400

21,600

21,800

22,000

22,200

22,400

22,600

22,800

23,000

23,200

23,400

23,600

23,800

24,000

24,200

24,400

24,600

24,800

25,000
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3 ．関東運輸局管内自動車保有車両数

用
途
別

運輸支局
　　　 業態別

車種別
関東運輸局計

東　　京　　支　　局 神　奈　川　支　局 埼　　玉　　支　　局 群馬
支局

千　　葉　　支　　局 茨　城　支　局 栃　木　支　局 山梨
支局品　川 足　立 練　馬 多　摩 八王子 計 横　浜 川　崎 相　模 湘　南 計 大　宮 熊　谷 春日部 所　沢 計 千　葉 野　田 習志野 袖ヶ浦 計 水　戸 土　浦 計 宇都宮 佐　野 計

貨
　
　
　
　
　
物

普　通　車

自 428,105 10,168 22,424 8,388 12,795 9,883 63,658 23,247 7,253 15,704 12,702 58,906 22,966 18,825 19,529 19,115 80,435 38,623 33,018 11,453 13,428 16,853 74,752 26,965 33,696 60,661 25,712 12,265 37,977 13,093

営 289,160 11,088 24,613 7,086 8,686 5,581 57,054 17,886 5,811 14,443 8,912 47,052 18,680 12,941 16,506 15,436 63,563 20,208 16,635 8,190 12,198 7,249 44,272 12,756 19,292 32,048 12,207 6,418 18,625 6,338

計 717,265 21,256 47,037 15,474 21,481 15,464 120,712 41,133 13,064 30,147 21,614 105,958 41,646 31,766 36,035 34,551 143,998 58,831 49,653 19,643 25,626 24,102 119,024 39,721 52,988 92,709 37,919 18,683 56,602 19,431

小
　
型
　
車

四　輪

自 1,017,828 46,666 65,925 43,283 44,785 22,867 223,526 77,854 22,633 37,669 34,496 172,652 63,525 31,360 37,412 44,938 177,235 68,645 70,247 26,758 32,238 40,049 169,292 55,687 56,845 112,532 49,079 18,739 67,818 26,128

営 28,975 2,968 5,017 2,141 1,262 560 11,948 2,020 573 1,158 674 4,425 2,035 580 1,448 1,069 5,132 865 1,301 535 1,076 526 3,438 837 1,030 1,867 679 275 954 346

計 1,046,803 49,634 70,942 45,424 46,047 23,427 235,474 79,874 23,206 38,827 35,170 177,077 65,560 31,940 38,860 46,007 182,367 69,510 71,548 27,293 33,314 40,575 172,730 56,524 57,875 114,399 49,758 19,014 68,772 26,474

三　輪

自 240 21 29 21 11 5 87 2 0 6 17 25 11 11 1 9 32 18 13 1 2 5 21 14 20 34 13 6 19 4

営 31 8 14 6 0 0 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0 1

計 271 29 43 27 11 5 115 2 0 6 17 25 11 11 1 9 32 18 14 1 2 6 23 14 20 34 13 6 19 5

被けん引車

自 11,791 165 207 77 119 154 722 413 90 357 300 1,160 440 684 432 358 1,914 1,062 923 681 471 494 2,569 693 1,016 1,709 1,411 719 2,130 525

営 45,545 4,296 3,196 83 167 548 8,290 8,162 1,629 899 476 11,166 815 1,287 1,255 1,135 4,492 3,064 2,451 678 2,093 2,340 7,562 4,367 3,526 7,893 1,612 665 2,277 801

計 57,336 4,461 3,403 160 286 702 9,012 8,575 1,719 1,256 776 12,326 1,255 1,971 1,687 1,493 6,406 4,126 3,374 1,359 2,564 2,834 10,131 5,060 4,542 9,602 3,023 1,384 4,407 1,326

軽自動車
四　輪 1,960,558 54,279 63,926 52,882 76,653 48,843 296,583 112,911 28,722 67,335 76,003 284,971 83,151 100,148 56,843 83,333 323,475 188,600 130,984 45,069 49,839 97,403 323,295 133,587 137,244 270,831 118,423 44,359 162,782 110,021

三　輪 331 19 13 11 21 13 77 25 5 19 10 59 16 17 12 20 65 25 16 8 3 4 31 10 10 20 24 2 26 28

貨　物　車　計 3,782,564 129,678 185,364 113,978 144,499 88,454 661,973 242,520 66,716 137,590 133,590 580,416 191,639 165,853 133,438 165,413 656,343 321,110 255,589 93,373 111,348 164,924 625,234 234,916 252,679 487,595 209,160 83,448 292,608 157,285

乗
　
　
　
合

普 通 車
乗車定員
30名以上

自 5,613 159 245 127 230 195 956 405 167 221 155 948 276 196 141 228 841 312 357 202 343 403 1,305 283 355 638 304 128 432 181

営 29,377 1,773 2,655 1,763 1,800 1,163 9,154 2,903 1,164 1,021 1,093 6,181 1,348 717 685 1,350 4,100 779 2,254 635 1,405 688 4,982 1,128 1,249 2,377 949 311 1,260 544

計 34,990 1,932 2,900 1,890 2,030 1,358 10,110 3,308 1,331 1,242 1,248 7,129 1,624 913 826 1,578 4,941 1,091 2,611 837 1,748 1,091 6,287 1,411 1,604 3,015 1,253 439 1,692 725

小 型 車
乗車定員

11名以上29名以下

自 21,194 661 728 595 944 504 3,432 1,484 380 785 744 3,393 1,141 935 670 1,110 3,856 1,772 1,335 633 886 1,039 3,893 897 1,366 2,263 1,158 555 1,713 872

営 7,015 449 672 316 483 186 2,106 291 63 235 182 771 191 255 158 362 966 380 463 158 233 266 1,120 351 526 877 423 128 551 244

計 28,209 1,110 1,400 911 1,427 690 5,538 1,775 443 1,020 926 4,164 1,332 1,190 828 1,472 4,822 2,152 1,798 791 1,119 1,305 5,013 1,248 1,892 3,140 1,581 683 2,264 1,116

乗合車合計 63,199 3,042 4,300 2,801 3,457 2,048 15,648 5,083 1,774 2,262 2,174 11,293 2,956 2,103 1,654 3,050 9,763 3,243 4,409 1,628 2,867 2,396 11,300 2,659 3,496 6,155 2,834 1,122 3,956 1,841

乗
　
　
　
用

普　通　車

自 7,144,843 435,650 324,648 323,705 411,573 171,155 1,666,731 660,505 182,634 241,529 267,587 1,352,255 420,453 234,714 233,064 312,452 1,200,683 473,333 392,270 223,652 291,532 187,222 1,094,676 324,518 373,291 697,809 333,142 140,560 473,702 185,654

営 25,397 5,078 7,603 3,620 902 163 17,366 1,741 363 244 255 2,603 282 118 87 190 677 385 1,424 356 572 131 2,483 627 468 1,095 430 76 506 282

計 7,170,240 440,728 332,251 327,325 412,475 171,318 1,684,097 662,246 182,997 241,773 267,842 1,354,858 420,735 234,832 233,151 312,642 1,201,360 473,718 393,694 224,008 292,104 187,353 1,097,159 325,145 373,759 698,904 333,572 140,636 474,208 185,936

小　型　車

自 5,086,740 140,316 174,737 155,186 274,646 128,057 872,942 423,320 106,454 193,053 207,319 930,146 299,767 203,249 178,330 249,375 930,721 378,787 310,137 168,946 201,483 159,788 840,354 272,047 324,186 596,233 275,199 117,878 393,077 144,480

営 52,245 5,489 11,342 8,233 3,847 668 29,579 4,971 1,487 831 1,280 8,569 2,145 536 953 1,203 4,837 1,080 1,728 928 1,478 771 4,905 760 650 1,410 952 326 1,278 587

計 5,138,985 145,805 186,079 163,419 278,493 128,725 902,521 428,291 107,941 193,884 208,599 938,715 301,912 203,785 179,283 250,578 935,558 379,867 311,865 169,874 202,961 160,559 845,259 272,807 324,836 597,643 276,151 118,204 394,355 145,067

軽　自　動　車 5,380,670 57,360 99,856 70,907 201,034 151,921 581,078 282,194 57,150 207,614 231,298 778,256 291,081 316,364 213,076 307,235 1,127,756 535,927 357,004 166,178 171,037 237,841 932,060 335,455 374,736 710,191 321,675 159,270 480,945 234,457

乗　用　車　計 17,689,895 643,893 618,186 561,651 892,002 451,964 3,167,696 1,372,731 348,088 643,271 707,739 3,071,829 1,013,728 754,981 625,510 870,455 3,264,674 1,389,512 1,062,563 560,060 666,102 585,753 2,874,478 933,407 1,073,331 2,006,738 931,398 418,110 1,349,508 565,460

特
種
（
殊
）
用
途

普　通　車

自 249,072 9,979 15,394 8,626 11,289 7,247 52,535 19,051 5,678 8,800 9,366 42,895 13,412 8,841 9,337 11,578 43,168 16,796 16,982 7,178 9,077 8,856 42,093 12,714 14,134 26,848 11,683 4,794 16,477 8,260

営 106,908 3,224 6,667 2,673 5,087 2,858 20,509 6,795 3,473 5,839 3,371 19,478 7,623 4,020 6,156 6,680 24,479 5,895 6,738 3,142 5,717 3,133 18,730 5,285 5,636 10,921 3,553 1,429 4,982 1,914

計 355,980 13,203 22,061 11,299 16,376 10,105 73,044 25,846 9,151 14,639 12,737 62,373 21,035 12,861 15,493 18,258 67,647 22,691 23,720 10,320 14,794 11,989 60,823 17,999 19,770 37,769 15,236 6,223 21,459 10,174

小　型　車

自 46,180 1,821 2,892 1,635 2,206 1,350 9,904 3,452 910 1,647 1,844 7,853 2,314 1,737 1,481 2,121 7,653 3,381 3,093 1,253 1,507 1,712 7,565 2,414 2,642 5,056 2,354 886 3,240 1,528

営 4,545 285 1,020 371 240 107 2,023 410 87 172 128 797 260 82 68 139 549 193 254 68 72 84 478 125 83 208 144 35 179 118

計 50,725 2,106 3,912 2,006 2,446 1,457 11,927 3,862 997 1,819 1,972 8,650 2,574 1,819 1,549 2,260 8,202 3,574 3,347 1,321 1,579 1,796 8,043 2,539 2,725 5,264 2,498 921 3,419 1,646

大型特殊車

自 64,665 3,653 5,427 719 2,054 1,625 13,478 6,262 2,079 2,458 2,069 12,868 2,465 2,193 1,894 2,069 8,621 4,597 4,535 1,122 2,428 3,589 11,674 3,156 2,513 5,669 3,597 1,137 4,734 3,024

営 608 0 96 2 0 11 109 13 6 9 2 30 12 25 5 21 63 19 89 10 104 28 231 43 48 91 43 16 59 6

計 65,273 3,653 5,523 721 2,054 1,636 13,587 6,275 2,085 2,467 2,071 12,898 2,477 2,218 1,899 2,090 8,684 4,616 4,624 1,132 2,532 3,617 11,905 3,199 2,561 5,760 3,640 1,153 4,793 3,030

軽　自　動　車 41,123 1,955 2,597 1,732 1,940 1,110 9,334 3,568 1,018 1,663 1,655 7,904 2,462 1,608 1,629 1,679 7,378 3,115 2,051 1,248 1,271 1,280 5,850 1,703 1,714 3,417 1,703 716 2,419 1,706

特種（殊）用途車計 513,101 20,917 34,093 15,758 22,816 14,308 107,892 39,551 13,251 20,588 18,435 91,825 28,548 18,506 20,570 24,287 91,911 33,996 33,742 14,021 20,176 18,682 86,621 25,440 26,770 52,210 23,077 9,013 32,090 16,556

二
輪
車

小型二輪車 716,546 45,965 40,824 43,697 43,423 20,917 194,826 70,733 19,402 26,456 29,568 146,159 38,735 23,851 20,993 32,309 115,888 41,006 34,382 18,935 25,764 16,307 95,388 28,431 32,946 61,377 32,379 12,047 44,426 17,476

軽 二 輪 車 813,235 74,158 66,490 83,454 60,438 22,618 307,158 93,232 23,750 35,633 35,044 187,659 40,448 22,063 15,672 33,430 111,613 33,921 21,163 13,335 21,521 15,798 71,817 22,073 23,952 46,025 28,936 7,618 36,554 18,488

二 輪 車 計 1,529,781 120,123 107,314 127,151 103,861 43,535 501,984 163,965 43,152 62,089 64,612 333,818 79,183 45,914 36,665 65,739 227,501 74,927 55,545 32,270 47,285 32,105 167,205 50,504 56,898 107,402 61,315 19,665 80,980 35,964

総　 合　 計 23,578,540 917,653 949,257 821,339 1,166,635 600,309 4,455,193 1,823,850 472,981 865,800 926,550 4,089,181 1,316,054 987,357 817,837 1,128,944 4,250,192 1,822,788 1,411,848 701,352 847,778 803,860 3,764,838 1,246,926 1,413,174 2,660,100 1,227,784 531,358 1,759,142 777,106

登録自動車数 14,666,077 683,917 675,551 568,656 783,126 354,887 3,066,137 1,261,187 342,934 527,080 552,972 2,684,173 860,161 523,306 509,612 670,938 2,564,017 1,020,194 866,248 456,579 578,343 435,227 2,336,397 725,667 842,572 1,568,239 724,644 307,346 1,031,990 394,930

検査自動車数 15,382,623 729,882 716,375 612,353 826,549 375,804 3,260,963 1,331,920 362,336 553,536 582,540 2,830,332 898,896 547,157 530,605 703,247 2,679,905 1,061,200 900,630 475,514 604,107 451,534 2,431,785 754,098 875,518 1,629,616 757,023 319,393 1,076,416 412,406

軽自動車数 8,195,917 187,771 232,882 208,986 340,086 224,505 1,194,230 491,930 110,645 312,264 344,010 1,258,849 417,158 440,200 287,232 425,697 1,570,287 761,588 511,218 225,838 243,671 352,326 1,333,053 492,828 537,656 1,030,484 470,761 211,965 682,726 364,700
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（令和８年３月末）
用
途
別

運輸支局
　　　 業態別

車種別
関東運輸局計

東　　京　　支　　局 神　奈　川　支　局 埼　　玉　　支　　局 群馬
支局

千　　葉　　支　　局 茨　城　支　局 栃　木　支　局 山梨
支局品　川 足　立 練　馬 多　摩 八王子 計 横　浜 川　崎 相　模 湘　南 計 大　宮 熊　谷 春日部 所　沢 計 千　葉 野　田 習志野 袖ヶ浦 計 水　戸 土　浦 計 宇都宮 佐　野 計

貨
　
　
　
　
　
物

普　通　車

自 428,105 10,168 22,424 8,388 12,795 9,883 63,658 23,247 7,253 15,704 12,702 58,906 22,966 18,825 19,529 19,115 80,435 38,623 33,018 11,453 13,428 16,853 74,752 26,965 33,696 60,661 25,712 12,265 37,977 13,093

営 289,160 11,088 24,613 7,086 8,686 5,581 57,054 17,886 5,811 14,443 8,912 47,052 18,680 12,941 16,506 15,436 63,563 20,208 16,635 8,190 12,198 7,249 44,272 12,756 19,292 32,048 12,207 6,418 18,625 6,338

計 717,265 21,256 47,037 15,474 21,481 15,464 120,712 41,133 13,064 30,147 21,614 105,958 41,646 31,766 36,035 34,551 143,998 58,831 49,653 19,643 25,626 24,102 119,024 39,721 52,988 92,709 37,919 18,683 56,602 19,431

小
　
型
　
車

四　輪

自 1,017,828 46,666 65,925 43,283 44,785 22,867 223,526 77,854 22,633 37,669 34,496 172,652 63,525 31,360 37,412 44,938 177,235 68,645 70,247 26,758 32,238 40,049 169,292 55,687 56,845 112,532 49,079 18,739 67,818 26,128

営 28,975 2,968 5,017 2,141 1,262 560 11,948 2,020 573 1,158 674 4,425 2,035 580 1,448 1,069 5,132 865 1,301 535 1,076 526 3,438 837 1,030 1,867 679 275 954 346

計 1,046,803 49,634 70,942 45,424 46,047 23,427 235,474 79,874 23,206 38,827 35,170 177,077 65,560 31,940 38,860 46,007 182,367 69,510 71,548 27,293 33,314 40,575 172,730 56,524 57,875 114,399 49,758 19,014 68,772 26,474

三　輪

自 240 21 29 21 11 5 87 2 0 6 17 25 11 11 1 9 32 18 13 1 2 5 21 14 20 34 13 6 19 4

営 31 8 14 6 0 0 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0 1

計 271 29 43 27 11 5 115 2 0 6 17 25 11 11 1 9 32 18 14 1 2 6 23 14 20 34 13 6 19 5

被けん引車

自 11,791 165 207 77 119 154 722 413 90 357 300 1,160 440 684 432 358 1,914 1,062 923 681 471 494 2,569 693 1,016 1,709 1,411 719 2,130 525

営 45,545 4,296 3,196 83 167 548 8,290 8,162 1,629 899 476 11,166 815 1,287 1,255 1,135 4,492 3,064 2,451 678 2,093 2,340 7,562 4,367 3,526 7,893 1,612 665 2,277 801

計 57,336 4,461 3,403 160 286 702 9,012 8,575 1,719 1,256 776 12,326 1,255 1,971 1,687 1,493 6,406 4,126 3,374 1,359 2,564 2,834 10,131 5,060 4,542 9,602 3,023 1,384 4,407 1,326

軽自動車
四　輪 1,960,558 54,279 63,926 52,882 76,653 48,843 296,583 112,911 28,722 67,335 76,003 284,971 83,151 100,148 56,843 83,333 323,475 188,600 130,984 45,069 49,839 97,403 323,295 133,587 137,244 270,831 118,423 44,359 162,782 110,021

三　輪 331 19 13 11 21 13 77 25 5 19 10 59 16 17 12 20 65 25 16 8 3 4 31 10 10 20 24 2 26 28

貨　物　車　計 3,782,564 129,678 185,364 113,978 144,499 88,454 661,973 242,520 66,716 137,590 133,590 580,416 191,639 165,853 133,438 165,413 656,343 321,110 255,589 93,373 111,348 164,924 625,234 234,916 252,679 487,595 209,160 83,448 292,608 157,285

乗
　
　
　
合

普 通 車
乗車定員
30名以上

自 5,613 159 245 127 230 195 956 405 167 221 155 948 276 196 141 228 841 312 357 202 343 403 1,305 283 355 638 304 128 432 181

営 29,377 1,773 2,655 1,763 1,800 1,163 9,154 2,903 1,164 1,021 1,093 6,181 1,348 717 685 1,350 4,100 779 2,254 635 1,405 688 4,982 1,128 1,249 2,377 949 311 1,260 544

計 34,990 1,932 2,900 1,890 2,030 1,358 10,110 3,308 1,331 1,242 1,248 7,129 1,624 913 826 1,578 4,941 1,091 2,611 837 1,748 1,091 6,287 1,411 1,604 3,015 1,253 439 1,692 725

小 型 車
乗車定員

11名以上29名以下

自 21,194 661 728 595 944 504 3,432 1,484 380 785 744 3,393 1,141 935 670 1,110 3,856 1,772 1,335 633 886 1,039 3,893 897 1,366 2,263 1,158 555 1,713 872

営 7,015 449 672 316 483 186 2,106 291 63 235 182 771 191 255 158 362 966 380 463 158 233 266 1,120 351 526 877 423 128 551 244

計 28,209 1,110 1,400 911 1,427 690 5,538 1,775 443 1,020 926 4,164 1,332 1,190 828 1,472 4,822 2,152 1,798 791 1,119 1,305 5,013 1,248 1,892 3,140 1,581 683 2,264 1,116

乗合車合計 63,199 3,042 4,300 2,801 3,457 2,048 15,648 5,083 1,774 2,262 2,174 11,293 2,956 2,103 1,654 3,050 9,763 3,243 4,409 1,628 2,867 2,396 11,300 2,659 3,496 6,155 2,834 1,122 3,956 1,841

乗
　
　
　
用

普　通　車

自 7,144,843 435,650 324,648 323,705 411,573 171,155 1,666,731 660,505 182,634 241,529 267,587 1,352,255 420,453 234,714 233,064 312,452 1,200,683 473,333 392,270 223,652 291,532 187,222 1,094,676 324,518 373,291 697,809 333,142 140,560 473,702 185,654

営 25,397 5,078 7,603 3,620 902 163 17,366 1,741 363 244 255 2,603 282 118 87 190 677 385 1,424 356 572 131 2,483 627 468 1,095 430 76 506 282

計 7,170,240 440,728 332,251 327,325 412,475 171,318 1,684,097 662,246 182,997 241,773 267,842 1,354,858 420,735 234,832 233,151 312,642 1,201,360 473,718 393,694 224,008 292,104 187,353 1,097,159 325,145 373,759 698,904 333,572 140,636 474,208 185,936

小　型　車

自 5,086,740 140,316 174,737 155,186 274,646 128,057 872,942 423,320 106,454 193,053 207,319 930,146 299,767 203,249 178,330 249,375 930,721 378,787 310,137 168,946 201,483 159,788 840,354 272,047 324,186 596,233 275,199 117,878 393,077 144,480

営 52,245 5,489 11,342 8,233 3,847 668 29,579 4,971 1,487 831 1,280 8,569 2,145 536 953 1,203 4,837 1,080 1,728 928 1,478 771 4,905 760 650 1,410 952 326 1,278 587

計 5,138,985 145,805 186,079 163,419 278,493 128,725 902,521 428,291 107,941 193,884 208,599 938,715 301,912 203,785 179,283 250,578 935,558 379,867 311,865 169,874 202,961 160,559 845,259 272,807 324,836 597,643 276,151 118,204 394,355 145,067

軽　自　動　車 5,380,670 57,360 99,856 70,907 201,034 151,921 581,078 282,194 57,150 207,614 231,298 778,256 291,081 316,364 213,076 307,235 1,127,756 535,927 357,004 166,178 171,037 237,841 932,060 335,455 374,736 710,191 321,675 159,270 480,945 234,457

乗　用　車　計 17,689,895 643,893 618,186 561,651 892,002 451,964 3,167,696 1,372,731 348,088 643,271 707,739 3,071,829 1,013,728 754,981 625,510 870,455 3,264,674 1,389,512 1,062,563 560,060 666,102 585,753 2,874,478 933,407 1,073,331 2,006,738 931,398 418,110 1,349,508 565,460

特
種
（
殊
）
用
途

普　通　車

自 249,072 9,979 15,394 8,626 11,289 7,247 52,535 19,051 5,678 8,800 9,366 42,895 13,412 8,841 9,337 11,578 43,168 16,796 16,982 7,178 9,077 8,856 42,093 12,714 14,134 26,848 11,683 4,794 16,477 8,260

営 106,908 3,224 6,667 2,673 5,087 2,858 20,509 6,795 3,473 5,839 3,371 19,478 7,623 4,020 6,156 6,680 24,479 5,895 6,738 3,142 5,717 3,133 18,730 5,285 5,636 10,921 3,553 1,429 4,982 1,914

計 355,980 13,203 22,061 11,299 16,376 10,105 73,044 25,846 9,151 14,639 12,737 62,373 21,035 12,861 15,493 18,258 67,647 22,691 23,720 10,320 14,794 11,989 60,823 17,999 19,770 37,769 15,236 6,223 21,459 10,174

小　型　車

自 46,180 1,821 2,892 1,635 2,206 1,350 9,904 3,452 910 1,647 1,844 7,853 2,314 1,737 1,481 2,121 7,653 3,381 3,093 1,253 1,507 1,712 7,565 2,414 2,642 5,056 2,354 886 3,240 1,528

営 4,545 285 1,020 371 240 107 2,023 410 87 172 128 797 260 82 68 139 549 193 254 68 72 84 478 125 83 208 144 35 179 118

計 50,725 2,106 3,912 2,006 2,446 1,457 11,927 3,862 997 1,819 1,972 8,650 2,574 1,819 1,549 2,260 8,202 3,574 3,347 1,321 1,579 1,796 8,043 2,539 2,725 5,264 2,498 921 3,419 1,646

大型特殊車

自 64,665 3,653 5,427 719 2,054 1,625 13,478 6,262 2,079 2,458 2,069 12,868 2,465 2,193 1,894 2,069 8,621 4,597 4,535 1,122 2,428 3,589 11,674 3,156 2,513 5,669 3,597 1,137 4,734 3,024

営 608 0 96 2 0 11 109 13 6 9 2 30 12 25 5 21 63 19 89 10 104 28 231 43 48 91 43 16 59 6

計 65,273 3,653 5,523 721 2,054 1,636 13,587 6,275 2,085 2,467 2,071 12,898 2,477 2,218 1,899 2,090 8,684 4,616 4,624 1,132 2,532 3,617 11,905 3,199 2,561 5,760 3,640 1,153 4,793 3,030

軽　自　動　車 41,123 1,955 2,597 1,732 1,940 1,110 9,334 3,568 1,018 1,663 1,655 7,904 2,462 1,608 1,629 1,679 7,378 3,115 2,051 1,248 1,271 1,280 5,850 1,703 1,714 3,417 1,703 716 2,419 1,706

特種（殊）用途車計 513,101 20,917 34,093 15,758 22,816 14,308 107,892 39,551 13,251 20,588 18,435 91,825 28,548 18,506 20,570 24,287 91,911 33,996 33,742 14,021 20,176 18,682 86,621 25,440 26,770 52,210 23,077 9,013 32,090 16,556

二
輪
車

小型二輪車 716,546 45,965 40,824 43,697 43,423 20,917 194,826 70,733 19,402 26,456 29,568 146,159 38,735 23,851 20,993 32,309 115,888 41,006 34,382 18,935 25,764 16,307 95,388 28,431 32,946 61,377 32,379 12,047 44,426 17,476

軽 二 輪 車 813,235 74,158 66,490 83,454 60,438 22,618 307,158 93,232 23,750 35,633 35,044 187,659 40,448 22,063 15,672 33,430 111,613 33,921 21,163 13,335 21,521 15,798 71,817 22,073 23,952 46,025 28,936 7,618 36,554 18,488

二 輪 車 計 1,529,781 120,123 107,314 127,151 103,861 43,535 501,984 163,965 43,152 62,089 64,612 333,818 79,183 45,914 36,665 65,739 227,501 74,927 55,545 32,270 47,285 32,105 167,205 50,504 56,898 107,402 61,315 19,665 80,980 35,964

総　 合　 計 23,578,540 917,653 949,257 821,339 1,166,635 600,309 4,455,193 1,823,850 472,981 865,800 926,550 4,089,181 1,316,054 987,357 817,837 1,128,944 4,250,192 1,822,788 1,411,848 701,352 847,778 803,860 3,764,838 1,246,926 1,413,174 2,660,100 1,227,784 531,358 1,759,142 777,106

登録自動車数 14,666,077 683,917 675,551 568,656 783,126 354,887 3,066,137 1,261,187 342,934 527,080 552,972 2,684,173 860,161 523,306 509,612 670,938 2,564,017 1,020,194 866,248 456,579 578,343 435,227 2,336,397 725,667 842,572 1,568,239 724,644 307,346 1,031,990 394,930

検査自動車数 15,382,623 729,882 716,375 612,353 826,549 375,804 3,260,963 1,331,920 362,336 553,536 582,540 2,830,332 898,896 547,157 530,605 703,247 2,679,905 1,061,200 900,630 475,514 604,107 451,534 2,431,785 754,098 875,518 1,629,616 757,023 319,393 1,076,416 412,406

軽自動車数 8,195,917 187,771 232,882 208,986 340,086 224,505 1,194,230 491,930 110,645 312,264 344,010 1,258,849 417,158 440,200 287,232 425,697 1,570,287 761,588 511,218 225,838 243,671 352,326 1,333,053 492,828 537,656 1,030,484 470,761 211,965 682,726 364,700
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4 ．自動車特定整備事業の認証申請等の提出書類
令
和
６
年
８
月
現
在
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●
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●
●

●

●
●

●
●

●
●

●
●

●

●
●

●
●

●
●

●
●

●
●

●
●

●
●

●
●

●
●

事
業
場
名
称

※
：
一
級
の
整
備
士
（
一
級
二
輪
の
整
備
士
を
除
く
）
に
あ
っ
て
は
、
整
備
士
合
格
証
書
等
（
写
し
）
、
一
級
二
輪
若
し
く
は
二
級
の
整
備
士
に
あ
っ
て
は
整
備
主
任
者
等
資
格
取
得
講
習
修
了
証
等
（
写
し
）

●
：
必
要
な
場
合
の
あ
る
書
面

○
新
認
証
書
交
付
時
に
旧
認
証
書
返
納

〇
：
必
要
な
書
面

土
地
の
使
用
に
係
る
契
約
書
（
写
し
）
　
※
離
れ
た
作
業
場
を
有
す
る
場
合
に
限
る

電
子
制
御
装
置
点
検
整
備
作
業
場
の
共
同
使
用
に
関
す
る
契
約
書
（
写
し
）

※
電
子
制
御
装
置
点
検
整
備
作
業
場
を
共
同
使
用
す
る
場
合
に
限
る

構
内
外
注
の
契
約
書
（
写
し
）
　
※
構
内
外
注
を
す
る
場
合

認
証
書

自
動
運
行
装
置
の
点
検
整
備
に
必
要
な
技
術
情
報
を
入
手
で
き
る
こ
と
を
証
す
る
書
面

水
準
器
、
整
備
用
ス
キ
ャ
ン
ツ
ー
ル
、
タ
ー
ゲ
ッ
ト
等

戸
籍
謄
本

印
鑑
証
明
書

相
続
同
意
書
等

譲
渡
証
明
書

商
業
登
記
簿
謄
本
等
事
業
の
合
併
及
び
分
割
の
事
実
を
証
す
る
書
面

相
続
、
合
併
及
び
分
割

相
続

合
併

分
割

認認
証証
申申
請請
・・
変変
更更
届届
等等
にに
関関
すす
るる
提提
出出
書書
類類
及及
びび
添添
付付
書書
面面
一一
覧覧
表表

申
請
・
届
出
事
項

提
出
・
添
付
書
類

変
更
届

事
業
者
の
氏

名
又
は
名
称

及
び
住
所

役
員
の
氏
名

（
役
員
の
変
更

の
み
）

事
業
場
の
所

在
地

作
業
場
の
面

積
又
は
間
口

若
し
く
は
奥
行

き
の
長
さ

廃
止

譲
渡

譲
受

整
備
主
任
者
の
変
更
の
み

整
備
主
任
者
の

氏
名
、
生
年
月

日
及
び
統
括
管

理
業
務
の
開
始

の
日
及
び
辞
任

の
日

変
更
申
請

整
備
主
任
者
等
資
格
取
得
講
習
修
了
証
等
（
写
し
）

新
規

分
解
整
備

の
み

電
子
制
御
装

置
整
備
の
み

両
方

土
地
又
は
建
物
の
登
記
簿
謄
本
、
建
築
物
の
確
認
済
証
等
（
写
し
）
事
業
場
所
在
地
を
証
す

る
書
面

商
業
登
記
簿
謄
本
等
申
請
者
及
び
役
員
を
特
定
で
き
る
書
面
（
法
人
）

自
動
車
検
査
用
機
械
器
具
基
準
適
合
性
試
験
成
績
書
又
は
自
動
車
検
査
用
機
械
器
具
校
正

結
果
証
明
書
等
（
写
し
）

事
業
の
種
類

（
事
業
の
種
類

の
追
加
を
除
く
）

対
象
自
動
車

の
種
類

対
象
と
す
る
装

置
の
種
類

業
務
の
範
囲

（
限
定
の
解
除

も
含
む
）

整
備
士
合
格
証
書
等
（
写
し
）

自
動
車
特
定
整
備
事
業
の
変
更
（
届
出
・
申
請
）
書

自
動
車
特
定
整
備
事
業
の
認
証
新
規
申
請
書

様 　 　 　 　 　 式

住
民
票
等
申
請
者
を
特
定
で
き
る
書
面
（
個
人
）

（
第
５
号
様
式
（
認
証
）
）

（
第

６
号

様
式

）

役
員

の
変

更
届

出
書

整
備

主
任

者
（
選

任
・
変

更
）
の

届
出

書

自
動

車
特

定
整

備
事

業
の

廃
止

届
出

書

（
第
１
号
様
式
（
認
証
）
）

（
第
２
号
様
式
（
認
証
）
）

（
第
３
号
様
式
（
認
証
）
）

（
第
４
号
様
式
（
認
証
）
）

添 　 　 　 　 　 　 付 　 　 　 　 　 　 書 　 　 　 　 　 　 類

そ
の
他
必
要
な
書
面
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（
別
表
３

）

３
ヵ
月

（
別
表
４

）

３
ヵ
月

（
別
表
５

）

６
ヵ
月

(

別

表

５

の

２

)

６
ヵ
月

（
別
表
６

）

１
年

（
別
表
７

）

１
年

初
回

２
回
目
以
降

○ １年 ←

○ ２年 ←

○ １年 ←

○ １年 ←

○ ２年 １年

○ ２年 １年

○ ２年 ←
乗
用 ○ ２年 ←

○ ３年 ２年

○ 無 ←

○ ２年 ←

○ １年 ←

○ ２年 ←

○ １年 ←

○ １年 ←

○ ２年 １年

○ ２年 １年

○ ２年 ←

○ １年 ←

○ １年 ←

○ ２年 １年

○ ２年 ←

○ ２年 １年

○ ２年 １年

○ 無 ←

○ ２年 １年

ＧＶＷ８トン以上 ○ １年 ←
ＧＶＷ８トン以上トレーラ ○ １年 ←

ＧＶＷ８トン未満 ○ ２年 １年
ＧＶＷ８トン未満トレーラ ○ ２年 １年

○ ２年 ←

○ ２年 １年

○ ２年 １年

ＧＶＷ８トン以上 ○ １年 ←
ＧＶＷ８トン以上トレーラ ○ １年 ←

ＧＶＷ８トン未満 ○ ２年 １年
ＧＶＷ８トン未満トレーラ ○ ２年 １年

○ 無 ←

○ １年 ←

○ １年 ←

○ ２年 １年

○ ２年 １年

○ ２年 ←

○ １年 ←

○ １年 ←

○8t以上 ○8t未満 ３年 ２年

○ ３年 ２年

○ ２年 ←

○ ３年 ２年

○ 無 ←

○8t以上 ○8t未満 ２年 ←

ＧＶＷ８トン以上 ○ １年 ←
ＧＶＷ８トン以上トレーラ ○ １年 ←

ＧＶＷ８トン未満 ○ ２年 １年
ＧＶＷ８トン未満トレーラ ○ ２年 １年

○ ２年 ←

○ ２年 ←

○ ２年 ←

ＧＶＷ８トン以上 ○ １年 ←
ＧＶＷ８トン以上トレーラ ○ １年 ←

ＧＶＷ８トン未満 ○ ２年 １年
ＧＶＷ８トン未満トレーラ ○ ２年 １年

○ 無 ←

（注）

軽

軽 貨物軽自動車運送事業者の軽乗用車

貨
物

検査対象外軽自動車
二
輪

タンク車、散水車、現金輸送車、ボート・トレー
ラ、コンクリートミキサー車、冷蔵冷凍車、活
魚輸送車、給水車

２５０ｃｃを超えるバイク（三輪バイクを含む）

ＧＶＷ８トン以上

園児送迎車

ＧＶＷ：車両総重量

ストラドル・キャリヤ、ポール・トレーラ

タンク車、散水車、現金輸送車、ボート・トレーラ、
コンクリートミキサー車、冷蔵冷凍車、活魚運搬
車､給水車

ホイール・クレーン

一般の乗用車（マイカー）

検査対象外軽自動車

ＧＶＷ８トン未満

そり付き、カタピラ付軽自動車

そり付き、カタピラ付軽自動車

トラック（三輪を含む）

マイクロバス

園児送迎車（※大人換算１０人）

フォーク・リフト

ホイール・クレーン

定期点検の間隔

１２５ｃｃ以上２５０ｃｃ以下のバイク（三輪バイクを含む）

キャンピング車

検査証の
有効期間

２５０ｃｃを超えるバイク（三輪バイクを含む）

点
検
区
分
等

対
象
車
種

ＧＶＷ８トン以上トレーラ

ＧＶＷ８トン未満

福祉タクシー

バス、タクシー、ハイヤー

備考（主な車種等）

霊柩車

霊柩車

マイクロバス

トラック（三輪を含む）

マイカー型

霊柩車バス形状

運
送
事
業
用

普通・小型

軽

ＧＶＷ８トン以上

ＧＶＷ８トン以上トレーラ

旅
客

霊
柩

ＧＶＷ８トン未満トレーラ

ＧＶＷ８トン未満

貨
物

幼児専用車

小型

通常タイプ

軽

ＧＶＷ８トン未満トレーラ

貨
物

ＧＶＷ８トン以上トレーラ

ＧＶＷ８トン未満トレーラ

ＧＶＷ８トン以上

ＧＶＷ８トン以上

二
輪

特
種

普通・小型

軽

貨
物

１２５ｃｃ以上２５０ｃｃ以下のバイク（三輪バイクを含む）

キャンピング車、教習車（乗用）、消防車、車いす移動車

ＧＶＷ８トン以上

レ
ン
タ
カ
ー

自
家
用
自
動
車

大
特

特
種

フォーク・リフト

ストラドル・キャリヤ、ポール・トレーラ

ＧＶＷ８トン未満

小型

検査対象外軽自動車

三輪

三輪

小型

検査対象外軽自動車

貨
物

貨
物

定員１１名以上

貨
物

軽

乗
用

大
特

検査対象外軽自動車

定員１１名以上

幼児専用車（１０人以下）

普通・小型

軽

ＧＶＷ８トン未満

普通・小型

普通・小型

軽
乗
用

二
輪

貨物運送事業者のトラック（三輪を含む）

貨物軽自動車運送事業者の軽貨物車

１２５ｃｃ以上２５０ｃｃ以下のバイク（三輪バイクを含む）

軽

定員１１名以上

軽

5 ．自動車検査証の有効期間及び定期点検の間隔に関する整理表


